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 本報告書は、経済企画庁の平成 11年度委託調査として財団法人国民経済研究協会が実施

した「ＮＧＯ及び地方公共団体等との連携の在り方に関する基礎調査」の成果ととりまと

めたものである。 

1999年 7月に経済審議会において「経済社会のあるべき姿と経済新生の政策方針」が策

定されたが、そこでは、国際協力において、政府の役割を、なお一層、効果的、効率的に

し、透明性を高めるとともに、その中で、政府ばかりでない「多様な主体の分担と連携」

を追求することがうたわれている。本調査は、こうした「多様な主体の分担と連携」を追

求する上で、特に今後大きな役割を期待されているＮＧＯや地方公共団体等の役割、及び

それら主体と政府やＯＤＡとの分担と連携の方針を定めるための基礎調査として実施され

たものである。 

 調査の方法としては、関連文献、統計調査を収集、整理、分析するとともに、関係者へ

のヒアリング等を行い、今回、本調査のために設置された研究会でこうして得られた資料

をもとに有識者委員により討議を重ね、論点を整理するという方法をとった。 

 第１章では、国際協力に関わる内外の潮流変化の中でＮＧＯや地方公共団体の役割がま

すます高まってきている状況を整理した。援助のきめ細やかさがますます求められるよう

になってきた結果、ＮＧＯや地方公共団体への期待がふくらんでいる点、また、それとと

もに、こうした国際協力の手段としての側面に止まらず、国際協力の目的の観点から、援

助国、被援助国双方でＮＧＯや地方公共団体によって担われる市民社会 civil society自体の

重要性がクローズアップされてきている点が指摘できよう。 

 第２章では、ＮＧＯの援助活動について、日本のＮＧＯの活動実態や課題を概観すると

ともに、欧米との比較における日本のＮＧＯ援助の水準を分析した。具体的には、世界的

に極めてダイナミックに展開しつつあるＮＧＯ援助の状況と対照的に、日本のＮＧＯが今

ひとつ大きく飛躍できないでいる状況を概観し、日本社会や企業風土のあり方がそうした

状況の根底にあることが示されている。 

 第３章は、地方公共団体の援助活動の実態と課題について整理した。ヒアリングをベー

スに分析した結果、日本の地方公共団体の国際協力は国際交流から発展したという性格が

強く、市民を代表する団体として国際協力に積極的に乗り出すという状況にまでは至って

いない点などが判明した。 

第４章は、企業による国際協力活動及び労働者の国際協力活動支援について整理した。 

 第５章は、国際協力における政府、ＮＧＯ、地方公共団体の分担と連携について整理し

た。最初に分担と連携の実態についてアンケートやヒアリングをもとに分析するとともに、

次に、この３者が、相互に、どのような連携の期待を持ち、どのような連携の期待を抱か

れているかという「連携のマトリクス」を現状、問題点・課題に分けて整理した。この点

の分析が本報告書全体の結論となっている。一言で総括すると、それぞれの主体は、おの



ずから異なる国際協力に向けた動機を持っており、特にＮＧＯは団体毎に多様な援助目的

を有している。従って、連携のマトリクスも非常に多様な姿を呈しているが、相互に他の

援助目的を理解し合いながら各々が努力を続ければ、より効果的、有意義な国際協力の分

担と連携の可能性が大きく開けている。 

 第６章には、残された課題を整理するとともに各研究員の見解を掲載した。途上国への

民間資金の流れと政府開発援助との関係の分析、及び現地のＮＧＯ、地方公共団体を付け

加えた「連携のマトリクス」の整理が残された課題である。 

 資料編には、ＯＥＣＤによる援助国ＮＧＯの分析の要約と今回実施したアンケート調査、

ヒアリング調査の結果を掲載した。 

なお、ＮＧＯ（非政府組織）という用語はもともとは国連において協議団体として認め

られた政府以外の民間組織を指していたが、現在では、国際協力に携わるＮＰＯ（非営利

市民組織）を指すのが通例となっており、本調査でもこの意味で使っている。また、本調

査では、ＮＧＯや地方公共団体等を「ＮＧＯ等」と略称する場合がある。 

 調査の実施に当たって、ヒアリングに協力していただいた各ＮＧＯ、各地方自治体の方々

には、この場を借りて深く感謝の意を表したいと思います。さらに、下村座長をはじめと

する研究会の委員各位には、研究会での貴重なご討議や調査のアドバイスをはじめ様々な

面でご協力をいただいたことに謝意を記します。最後に本調査を進めるに当たり経済企画

庁調整局経済協力第二課の皆様から頂いたご助言とご指導に対しては心から感謝いたしま

す。 
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第１章 国際経済協力の方向づけとＮＧＯ等 

 

１．国際経済協力の方向づけ 

 

（１）世界的な援助政策の流れ 

 

 世界的な援助政策の流れを簡単に要約する（図表 1-1参照）。 

 

①1980 年代までの潮流 

 

 第２次世界大戦後の戦後復興からはじまった開発援助（マーシャル・プランが代表）は、

欧米や日本の復興が本格化するにつれて、途上国向けにシフトしていった。 

1950年代～60年代前半を支配していた考え方は、ケインズ型成長論を踏まえた構造主義

アプローチと呼ばれるものであり、途上国の目標成長率に対して算定される貯蓄・投資ギ

ャップと外貨ギャプを埋めるためには、民間資本のみでは十分でなく、政府の役割が重要

であり、援助が必要とされた。また、援助の中心をなす政府主導の大規模資本投下により、

経済成長が促進されれば、その恩恵が貧困者にも「滴り落ちる」という「トリックル・ダ

ウン」仮説が信じられた。当時の援助国としては米国の占める位置が現在とは比べものに

ならないぐらい大きかった。 

構造主義アプローチのもう１つの側面は、１次産品の輸出で経済発展を遂げることは出

来ないと言う主張であり、多くの途上国での「輸入代替工業化政策」に結びつくとともに、

貿易の交易条件改善を求める 60 年代半ばのＵＮＣＴＡＤ（国際貿易開発会議）の主張や、

後には 74年「ＮＩＥＯ樹立に関する宣言」に連なっている1。 

 1960 年代後半から 70 年代にかけては、先進国の高度経済成長の一方で、南北格差、途

上国の貧富の格差が縮まらない状況を背景に、世界銀行やＩＬＯを中心に、貧困層に直接

働きかける援助政策、いわゆる改良主義アプローチが台頭した。人間の基本的な生活ニー

ズを指すＢＨＮ（ベーシック・ヒューマン・ニーズ）が重視されるようになった。トリッ

クル・ダウン仮説を信ぜずに適切な援助を行うという考え方であり、経済成長による貧困

解消を否定しているわけではない。 

 

                                                   
1 ＵＮＣＴＡＤではなおこうした考え方の流れは強く、UNCTAD, Trade and Development 

Report, 1999では「先進国は、世界的金融危機の結果による一次産品の値崩れや、途上国から

の製造品輸入の価格低下で、恩恵を受けた。ＯＥＣＤ諸国では、全体で 1998年、低価格の石油

輸入で 600億ドル節約することができた。驚くべき事にこれは同年のＯＤＡの総額を上回るも

のであった。」と述べている。 
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図表 1-1 開発援助関連年表 

 考え方（思潮、政策ステートメント等） 実際の動き 
1946チャーチル「鉄のカーテン」 
1947トルーマン・ドクトリン（東西対決） 
1949ポイント・フォア提案（トルーマン大統
領就任演説－低開発地域援助） 

1944 ブレトン・ウッズ協定→ＩＭＦ、IBRD
（世銀）－「復興」と「開発援助」 
1946～51日本へのガリオア・エロア援助 
1947マーシャル・プラン（米国 GNPの 2%） 

1940年代
後半～50
年代 
○復興支
援から途
上国支援
へ 

1955 バンドン 10 原則（アジア・アフリカ会
議） 
 
 
1958 「トリックル・ダウン」仮説（アルバー
ト・ハーシュマン「経済発展の戦略」） 

1953 日本への世銀融資開始（～1966、1990
完済） 
1954日本、コロンボ・プラン加盟（援助初） 
1956 IFC（世銀 G、民間部門支援－出資機能） 
1958西独 KfW途上国資金支援開始 
1959米州開発銀行 

60年代 
○米国の
援助の黄
金時代 
（世界の
3分の 2） 

1960オリヴァー・フランクス演説－南北問題 
1961ケネディ演説→「国連開発の 10年」（目
標：GNPの 1%を途上国へ移転） 
1964 第１回 UNCTAD－プレビッシュ報告
「援助より貿易を」 
 
 
1969ピアソン報告－米国役割低下、各国努力 

1960 IDA（第２世銀）－ソフト・ウィンドウ 
1960 OECD DAC前身 
1961米国、対外援助法、AID設立 
1961日 OECF設立 
1964アフリカ開発銀行 
1966アジア開発銀行 
1966 UNDP（国連開発計画） 
○60年代後半ベトナム戦争 
1969米国 ODC海外開発評議会（NPO） 

70年代 
○「南」
からの新
国際経済
秩 序 、
「北」か
らのＢＨ
Ｎ 

・ティンバーゲン報告－社会開発、自助努力 
1970 「第２次国連開発の 10年」（目標：資金
移転 GNP1%、ODAの GNP比 0.7%－日独達
成期限留保、米国目標自体受諾留保） 
1974国連資源特別総会「新国際経済秩序（Ｎ
ＩＥＯ）樹立に関する宣言」－資源ナショナ
リズムと「主権の平等」 
○BHN重視（74世銀、75ハマーショルド財
団、76ILO） 
1977 DAC「経済成長と BHN対応のための開
発協力に関する宣言」 

 
1973米国、対外援助法改正－ベーシック・ヒ
ューマン・ニーズ BHN・アプローチへ 
1973国連環境計画 UNEP 
1973オイルショック→非産油途上国の困難 
1974日 JICA発足 
 
 
1977米カーター政権－人権外交 
 
1979世銀総会－「構造調整貸付」導入 

80年代 
○途上国
の累積債
務問題と
「構造調
整アプロ
ーチ」 

1980ブラント報告－南北の相互依存、国際経
済関係の再構築 
1980 「第３次国連開発の 10 年」（注目度低
下） 
1987ブルントラント委員会報告－「持続可能
な開発」 
1989 DAC「1990年代の開発協力」－「参加
型開発」、WID（開発と女性） 

○80年代はサブ・サハラ・アフリカにとって
「失われた 10年」 
1982メキシコ債務返済不能状態 
1983グラミン銀行設立 
1985プラザ合意 
1989 APEC発足 
○冷戦終了→ソ連援助国から被援助国へ 
→市場経済移行支援（構造調整と同一思想） 

90年代 
○グロー
バル・イ
シューの
浮 上 と
「人間開
発 」「 持
続可能な
開 発 」
「参加型
開発」の
重視 

1990世銀開発報告－テーマ：貧困 
1991 OECF ペーパー→構造調整アプローチ
の見直し論議 
1992日本 ODA大綱 
1993 世銀報告書「東アジアの奇跡」（新古典
派的処方箋と異なる選択肢） 
1994クルーグマン「まぼろしのアジア経済」 
1994世銀報告書（アフリカ向け構造調整アプ
ローチに関連して適切な政策だけでは不充
分、インフラ、人的要素が不可欠） 
1995社会開発サミット－貧困撲滅、雇用拡大、
社会的統合→「人間開発」 
1996 DAC「21 世紀へ向けて－開発協力を通
じた貢献」 

○グローバリゼーション、途上国への資金移
動拡大 
1991欧州復興開発銀行－移行国支援、政治的
コンディショナリティ、金融機関への資金支
援中心 
1993 EU成立、1994 NAFTA発足 
 
1995日、グラミン銀行に円借款 
1995 WTO発足 
 
 
1996年末 DAC、台湾、香港、シンガポール、
ブルネイをＯＤＡ対象外に 
1997アジア通貨危機 

（資料）西垣昭・下村恭民「開発援助の経済学［新版］」有斐閣、1997など 
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 一方では、また、同時期に、構造主義アプローチのように市場機能の至らない点を政府

が補うことを重視するのではなく、むしろ「政府の失敗」の方を問題視する新古典派アプ

ローチが登場した。このアプローチは、アジア新興工業国の「輸出志向工業化政策」を背

景に登場したが、1980年代に入り、輸入代替工業化政策が行き詰まり、途上国の累積債務

危機が表面化し、それへの対応として「構造調整」資金供与が重視される時代が訪れると

一層力を得ることとなった。構造調整については、自助努力と市場の自由を確保するため

のコンディショナリティを付した上で、国際収支を改善するためなどのノン・プロジェク

ト援助が実施される。1986年以降世銀の行う構造調整貸付の最大のパートナーは日本であ

った。 

 

②1990 年代の潮流 

 

 1990年代を迎えると新しい環境変化が次々と起こり、援助の考え方にも多様性、複合性

が増している。 

 新しい環境変化には、経済学上の考え方の変化と国際社会の変化の２つがある。 

 

ａ．経済学上の考え方の変化 

 経済学上の考え方の変化としては、次のような点があげられる。 

 

・新成長モデル 

 従来の成長理論では経済成長率（資本の限界生産性）は成長とともに逓減し、いずれは、

どの国でも一定となる、すなわちどの国でも成長できるというモデルが採用されていたが、

ローマー、ルーカスなどが 1980年代後半から打ち出した内生的成長理論では、技術進歩や

人的資本、資本の外部効果が内生化されたモデルが採用され、初期条件の状況によっては

成長格差が生じることが示されるとともに、政策的には、成長に及ぼす政府の役割が見直

されることとなった。 

・新制度派アプローチ 

 途上国では先進国以上に情報の不完全性や取引費用の存在が大きな意味を持ち、そのた

め市場の不完全性を前提にして開発問題を捉えなければならないとするアプローチであり、

組織・制度の問題が内生的に取り扱えるようななるとともに、政府の潜在的な役割が示さ

れることとなった。 

・ケイパビリティ・アプローチ 

 福祉水準の捉え方として、財への支配の量的な大きさ（実質所得）をそのまま福祉の大

きさと捉える豊かさアプローチ、財から得る効用が福祉につながるとする効用主義アプロ

ーチを批判して、財を基礎としながらも財がもたらす機能の選択可能性こそが福祉につな

がるとする経済学上の進展がインド人のＡ．センによってもたらされた。援助の最大の目
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的の１つであった１人当たりＧＤＰやその単純な平等度がそのまま福祉の増大につながる

わけではないことを説得力ある仕方で示した点で意義は大きい。 

 

ｂ．国際社会の変化 

 国際社会の変化としては、地球的規模の問題の浮上、グローバリゼーション、市民セク

ターの役割拡大、先進国の財政改革を指摘する必要がある。 

 

・地球規模の問題浮上 

地球環境、エネルギー、人口、食糧などの地球的規模の問題（グローバル・イシュー）

は以前より存在していたが、近年のアジアを中心とする開発途上国の急速な経済発展と人

口増加により、深刻化を深めることが地球規模で憂慮されることとなり、図表 1-2のように、

90 年代に入って多くの国際会議が開催され、問題解決のための宣言や国際的な取り決めが

相次いで打ち出されることとなった。援助に際しての配慮項目として、また援助そのもの

の目的の１つとしてこうした点を踏まえることが不可欠となっている。 

 

図表 1-2 グローバル・イシュー関連国際会議 
1972年 

1990年 9月 

1992年 6月 

1993年 6月 

1994年 9月 

1995年 3月 

1995年 9月 

1996年 6月 

1996年 11月 

1997年 12月 

国連人間環境会議 

世界子供サミット 

国連環境開発会議（地球サミット）* 

世界人権会議 

国際人口・開発会議 

社会開発サミット 

第４回世界女性会議 

国連人間居住会議 

世界食糧サミット 

気候変動枠組み条約第３回締結国会

議（COP3） 

ストックホルム 

ニューヨーク 

リオ・デ・ジャネイロ 

ウィーン 

カイロ 

コペンハーゲン 

北京 

イスタンブール 

ウィーン 

 

京都 

 

（資料）同前 

 

・グローバリゼーション 

 貿易、資本移動、直接投資、技術移転、労働移動などを通じた世界経済のつながりがか

ってないほど緊密となりつつあり、先進国と途上国との間でも同様の傾向が進みつつある。

こうしたグローバリゼーションの進展は、援助との関連では、従来は先進国と途上国の間

の資金や技術の流れの中心を占めていたＯＤＡ（政府開発援助）の重要性が相対的に小さ

くなってきていることを意味する（図表 1-2a 参照）。また、同時にＯＤＡとその他の資金

や技術の流れとの関係が重要になってきたことを意味する。両者の分担と連携が重要とい

うことは確かであるが、両者が補完関係なのか、代替関係なのか、また安定性という面で

はどうか、という問題を各分野毎、資本種類毎、技術種類毎に明らかにする必要がある。

1990年代前半にはインフラ整備の分野において「民活インフラ」の増大が注目を集めた（97

年世銀開発報告のテーマ）が、これも同じ文脈で捉えることが可能である。また、短期資

*環境と開発に関する

リオ宣言 

 アジェンダ２１（21世

紀へ向けた人類の行動

計画） 

 気候変動枠組み条約

（地球温暖化防止条

約） 

 生物多様性条約 
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本移動の拡大を背景にして起こった 97 年のアジア通貨危機とそれへの我が国の対応（98

年新宮沢構想）も同様の問題である。 

 

 図表 1-2a 途上国への資金フロー（ネット） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民セクターの役割拡大 

 各国の国内の経済・社会活動においてＮＰＯの役割が世界的に拡大しているが、国際間

の関係においても国家間の枠組みを超えたＮＧＯの活躍が拡大してきており、上述のグロ

ーバリゼーションの１側面を構成している。そのため、援助に関して、民間資金フローと

ともに開発ＮＧＯの役割、及びＯＤＡとの分担と連携が重要となっている。 

・先進国の財政改革 

 先進国では一般に少子・高齢化が進展し、それに伴う財政支出の拡大圧力から財政改革

が求められている。そうした背景の下でＯＤＡ予算についても各国とも圧縮傾向にある。

このため、一方では、民間部門やＮＧＯが援助で果たす役割について関心を集まるように

なってきているとともに、援助の効率性が以前にもまして重視されるようになっている。

また、援助国の国民の理解を十分に得る必要性から説明責任（アカウンタビリティ）もよ

り重視されるようになっている。 

（注）ODF：公的開発金融、PF：民間資金フロー（直接投資、国際銀行貸付、証券貸付、NGO資金供与等）
（資料）OECD-DAC、1999年開発協力年次報告書

Total Net Resource Flows from DAC Member Countries and Multilateral Agencies

to Aid Recipients
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ｃ．援助の考え方の変化 

 こうした経済学上、あるいは国際社会の変化を背景として、援助の流れには、以下のよ

うな変化が生じている。 

 

・人間開発（ＨＤ）アプローチ 

 ＢＨＮの充足を重視する改良主義アプローチは、1980年代にはいると新古典派アプロー

チに沿った構造調整の時代に入ると影響力を急速に失ったが、1990年代にはいるとＵＮＤ

Ｐ（国連開発計画）の人間開発（ＨＤ）アプローチとして再登場した。「人々の選択を拡大

するプロセス」を重視するセンのケイパビリティの概念が基礎となっており、長寿で健康

な生活、教育、及び所得が、人間開発アプローチを代表する指標（ＨＤＩ）の構成要素と

されている。 

・貧困撲滅・社会開発への重点シフト 

 構造調整が必ずしもうまく機能せず、公共支出のカットにより貧困層に大きなダメージ

を与えた場合もあることから 90年代にはいると反省が見られるようになった（91年ＯＥＣ

Ｆペーパー、94 年世銀報告）。また、世界経済のグローバル化と市場自由化が進むなかで、

民間資金は成長力の高い国や市場に集中するようになり、その結果、国際的及び国内にお

ける経済格差が目立つようになってきた。そこで、サブサハラ・アフリカなど世界経済か

ら疎外されている国・地域を如何に救済するかが援助の重要課題として浮上してきた。 

こうした流れの中で世銀は 1990年の開発報告のテーマを貧困とした。 

国連社会開発サミットでは「20:20」協定の考え方が示された。これは、援助国の援助予

算の 20％、及び開発途上国の予算の 20％を基礎的社会プログラムに支出するというもので

ある。 

・援助のマイクロ重視と参加型開発 

 途上国におけるマクロ経済の成長、安定、構造改革を重視した援助が 1980年代まで行わ

れてきたとすれば、1990年代からの流れは、それに加えて、援助のマイクロ的側面を重視

する考え方への転換と特徴づけられよう。貧困撲滅、社会開発、環境問題、持続可能な開

発、人権、女性の地位向上といった途上国の課題解決のためのマイクロな援助プロジェク

トの実施に当たっては、中央政府だけでは柔軟な対応が望めないため、被援助国のプロジ

ェクト関係住民やコミュニティ、ＣＢＯ（コミュニティ・ベースド・オーガニゼーション）、

あるいは援助国・被援助国のＮＧＯ、地方公共団体、民間企業など多数のプレイヤーが計

画段階からフォローアップ評価まで参加する「参加型開発」の考え方が重要となってきて

いる。 
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③ＤＡＣ新開発戦略 

 

 こうした 90年代に入っての援助の考え方の変化への対応として、ＯＥＣＤ－ＤＡＣは 96

年に「２１世紀へ向けて－開発協力を通じた貢献（ＤＡＣ新開発戦略）」を発表した（図表

1-3参照）。 

 ここでは、貧困人口の半減などが目標値として掲げられており、貧困削減や社会開発に

重点を置いた援助が目指されている。 

また、90年代に入って打ち出されてきている「パートナーシップ戦略」「持続可能な開発」

「参加型開発」といった考え方についても継承されている。 

 パートナーシップに関しては、ＮＧＯ等を考慮に入れた以下のような記述が注目される。 

 

「パートナーシップはますます複合的な形を取りつつある。従来、援助努力はほとんど常

に中央政府のみが関与していた。現在では、我々（ＤＡＣ諸国のこと）は、効率性を高め

るニーズから、また、多様で分権化された政治制度に対応するため、さらに、活発な民間

部門、自立した地域、市民社会（civil society）の参加といったものの重要性を認識した結

果、従来以上に多くのパートナーと協働している。」 

 

「基本原理として、地域の開発戦略・開発目標は、同一の事業に対する共通の目的やそれ

ぞれの分担に関して、地方公共団体が市民社会や外部のパートナーとの間で交わした開か

れた対話から生まれるべきである。」 
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図表 1-3 ＤＡＣの新開発戦略 

背景 

・援助の需給ギャップ 

 需要拡大：旧共産圏諸国への市場経済化支援 

      環境・エイズ・食糧・エネルギー等の地球環境問題 

      アフリカや南アジアなどの貧困問題未解決 

 供給縮小：東西冷戦終結による援助競争要因の解消 

      先進国（ドナー国）における財政赤字（経済成長鈍化、高齢化） 

・援助の効率アップが急務 

 

新開発戦略 

・1996年 5月ＤＡＣで「２１世紀へ向けて－開発協力を通じた貢献」採択 

 

３つの柱 

１．オーナーシップとパートナーシップの重要性 

・途上国の主体性 

・先進国と途上国の責任分担と開発へ向けた協力 

・国際機関も含めてドナー側が協調 

・南南協力 

２．包括的アプローチと個別的アプローチ 

・包括的アプローチ 

 政府援助以外の様々な手段を考慮 

  貿易、投資などの民間経済活動 

  援助国政府と現地ＮＧＯ（環境問題、保健、教育等で大きな役割） 

  経済面だけでなく政治面・制度面にも配慮 

・個別的アプローチ 

 各国固有の事情への対応→きめ細かい援助 

３．７つの具体的開発目標 

・貧困人口の割合を半減（2015年まで） 

・初等教育を普遍化（2015年まで） 

・初等・中等教育における男女格差を解消（2005年まで） 

・乳幼児死亡率を３分の１に低下（2015年まで） 

・妊産婦死亡率を４分の１に低下（2015年まで） 

・性と生殖に関する健康サービスへのアクセスを実現（2015年まで） 

・森林・水産資源に現れる環境破壊の傾向を逆転（2015年まで） 

 

インパクト 

・各ドナー政府が同一方向 

・国際機関同士の連携 

 ＵＮＤＡＦの下、ＵＮＤＰ、ＵＮＩＣＥＦ、ＵＮＦＰＡが連携強化 

 世界銀行 98年次総会「包括的な開発の枠組み」（ＣＤＦ） 

 98年第２回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤⅡ）「東京行動計画」 

（資料）村田良平「ＯＥＣＤ」2000年、中央公論 
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（２）経済審議会報告の方針 

 

①本報告 

 

1999年 7月に経済審議会において「経済社会のあるべき姿と経済新生の政策方針」が策定

された。 

 この中で国際経済協力に関しては、「第三部 第４章 第４節 国際経済協力のあり方」で

論及されており、以下のような点が強調されている。（図表 1-4参照） 

 

1)ソフト面の充実強化 

資金援助、インフラ整備ばかりでなく、人材育成、技術支援、制度改革アドバイスな

どソフト面を充実強化する。 

 

2)「適切な評価」「透明性」の確保 

今後の経済協力に関しては、国民の理解と協力が重要である点を踏まえ、実施のモニ

タリングや事後評価を強化するとともに、その情報を国民に分かりやすく開示す

る。 

 

3)多様な主体による役割分担と連携 

国際経済協力に際しては、民間部門の役割を高め、政府は市場メカニズムでは十分機能

しない分野に重点を置く。政府開発援助（ＯＤＡ）とその他公的資金援助（ＯＯＦ）をと

もに行う国際協力銀行の機能を発揮させる。さらに、ＮＧＯ等との一層の分担・連携を図

る。 

 

 また、これらに加えて、２１世紀における国際経済協力の展望を明らかにするとともに、

ＯＤＡ中期政策の策定を進めることとされている（ＯＤＡ中期政策は 99年 8月に策定）。 
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図表 1-4 「経済社会のあるべき姿と経済新生の政策方針」経済審議会、平成 11年 7月 5日 

第三部 経済新生の政策方針 
 第４章 世界秩序への取り組み 
  第４節 国際経済協力のあり方 
 
 国際政治経済情勢が変化し、グローバリゼーションの進展が世界経済のあり国際政治経済情勢
が変化し、グローバリゼーションの進展が世界経済のあり方を大きく変化させている状況を踏ま
えると、国及び援助実施機関のほか、民間企業、NGO、地方公共団体、国際開発金融機関等、
多様な主体が関わっている国際経済協力については、21 世紀へ向け、以下のような方向で対応
する必要がある。 
ｱ)人材育成や技術支援、あるいは途上国側の金融などの制度改革アドバイスといったソフト面を

充実・強化する｡ 
ｲ)国民の理解と協力がより重要になってくることから、持続可能な開発の達成の観点も含め、国

際経済協力のあり方を検討しつつ、期待される効果を可能な限り明確にしたうえで、実施段階
でのモニタリングや事後評価を行い、その情報を国民に分かりやすくかつ積極的に開示・提供
する。 

ｳ)限られた資源の最大限の有効活用のため、多様な主体による役割分担と一層の有機的な連携が
望まれる。国際経済協力における公的部門と民間部門の分担・連携に際しては、市場と政府の
役割を整理し、政府の役割としては民間の市場メカニズムだけでは資源配分が適切に行われな
い分野に重点を置いていくことで、国際経済協力全体の効率性を高めていく。また、平成 11
年 10月 1日に発足予定の、政府開発援助(ODA)、その他公的資金(OOF)をともに行う機関で
ある国際協力銀行の機能を十分発揮し、国際経済社会に対して一層機動的かつ効率的な貢献を
行うことが大切である。さらに、地域に密着した援助、専門性あるアドバイス等が可能な NGO
等による援助活動については、一層の連携及び支援を図る。 

ｴ)以上の観点を踏まえ、開発途上国経済を巡る中長期動向について考察を深めるとともに、国際
経済協力に関わる多様な主体による役割分担・連携に配慮しつつ、21 世紀における国際経済
協力の展望を明らかにする。 

ｵ)なお、透明性、効率性の向上を図るため、関係省庁の連携の下、ＯＤＡ中期政策（仮称）をす
みやかに策定する。 

 

 

②グローバリゼーション部会報告 

 

経済審議会の本報告の方針は、「経済審議会グローバリゼーション部会報告」（99 年 6

月）を踏まえて策定されている（図表 1-5 参照）。海外援助については、「３．(4)新たな国

際経済協力の在り方」でふれられている。 

 当然のことながら論点は上記の本報告と重複しているが、要点をあげると以下の通りで

ある。 

 

■理念はＯＤＡ大綱を踏襲 

■高まる行財政改革の必要性 

・開発援助が世界的に減少傾向の中で我が国への期待は高い。 

・（量的拡大から）質的充実へ 

■援助効果、透明性の確保 

・ＯＤＡが「広い意味での国益の増進」に寄与することへの国民の理解促進 
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■多様な主体の分担と連携（分担→重複なし、連携→相乗効果） 

・多様な主体（アクター）＝民間企業、ＮＧＯ、地方公共団体、国際開発金融機関等 

・人材、資金、技術等の有機的結合 

■連携のための方策 

1)途上国改革支援－我が国経験を踏まえた制度改革支援、「良い統治」等の促進（貧困層） 

2)環境・人口等「地球規模の課題」－公的部門と国際機関、ＮＧＯ等との分担・連携 

3)ＯＤＡ（政府開発援助）とＯＯＦ（その他）との連携 

4)国民参加型の援助推進 

  －ＮＧＯの役割（地域密着型支援、専門性あるアドバイス） 

  －ＮＧＯとＯＤＡの連携（実施プロセスの透明化等に利点） 

5)国際開発金融機関との連携 

6)現地実施主体相互間の連携強化 

7)途上国ニーズのタイムリーな把握 

 

図表 1-5 経済審議会グローバリゼーション部会報告書（平成 11年 6月） 

３．世界経済の発展と安定化を積極的に促進するコア・メンバーとしての役割 
 
(4)新たな国際経済協力の在り方 
 
①国際経済協力の今日的な意義と課題 
 我が国は、政府開発援助大綱(ODA 大綱)を踏まえ、開発途上国の自助努力による経済発展、
飢餓・貧困等に苦しむ人々を救う人道的見地、環境問題等の地球規模の課題への対応とともに、
途上国経済の発展を通じた国際経済社会の健全な発展と安定への貢献を念頭に、ODAを実施し
てきた。これらの理念・原則の重要性は変わらないが、我が国経済及び我が国社会を巡る国際政
治経済情勢が変化し、グローバリゼーションの進展が世界経済のあり方を大きく変化させている
状況を踏まえて、21世紀における国際経済協力を行っていく必要がある。 
 我が国の経済財政事情は厳しい状況にあるが、開発援助が国際社会全体として減少傾向にある
中、我が国への期待は高い。ODAの実施に際しては、行財政改革の下、質的充実に一層力点を
置くことが求められており、実施に際しては、はっきりした援助効果が期待されるとともに、国
民への分かりやすい情報提供、さらに、ODAが国際社会経済の発展、ひいては我が国自身の安
全と繁栄の確保に重要な意義を有し、平和の維持を含む広い意味での国益の増進に資することに
ついての一層の理解の促進が求められている。また、ODAの一層の透明化・効率化にあたって
は、途上国側の便益に十分配慮し、途上国からの信頼と評価の確保に努めつつ、我が国の各途上
国ごとの国別のアプローチと共に、グローバルな戦略等を踏まえ、我が国の国際社会への積極的
貢献を一層重視すべきである。さらに、その他公的資金(OOF)、民間資金(PF)等についての固有
の理念・目的も踏まえた役割分担と一層の有機的な連携が望まれる。 
 国際経済協力では、国及び援助実施機関のほか、民間企業、NGO、地方公共団体、国際開発
金融機関等、多様な主体（アクター）が各々の目的に向け活動を行っている。これらの主体の持
つ長所を最大限に活かし、これら主体による役割分担と連携のもと、人材、資金、技術等が有機
的に結合されるよう努め、開発途上国側の立場に立った協力を進めることが重要である。また、
その際、民間部門の活動の促進に努めるとともに、個々の協力が相互補完的に重複なく行われる
ことが望ましい。 
②効果的な分担の考え方 
 国際経済協力における公的部門と民間部門の分担・連携に際しては、市場と政府の役割を整理
し、民間の市場メカニズムだけでは資源配分が適切に行なわれない分野に重点をおいていくこと
が重要である。また、開発途上国の法制度や金融セクター等ソフト面のインフラ整備の不足、短
期的な資本移動の高まりによる不安定性の増大等により、民間がリスクに敏感になり、直接投資
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等の経済活動が萎縮している事例も多く見受けられる。公的部門が、どの程度リスク分担し、民
間のイニシアティブを引き出していくかも、重要な課題である。 
③連携のための主な方策 
 第一に、開発途上国における改革支援のための連携強化である。開発途上国の持続的開発を促
進するため、市場メカニズムが有効に機能するような、金融、税、貿易制度等に関する制度改革
が不可欠であり、我が国経済発展の経験を踏まえ、国際経済協力に関わる多様な主体の活動を視
野に入れた総合的な国際経済協力活動が求められている。また、「良い統治」等の促進を通じて、
開発途上国の経済成長の利益ができるだけ弱者・貧困層にも裨益することが重要である。 
 第二に、環境、人口、食料、保健医療問題等の地球規模の課題への連携強化である。経済社会
の持続可能な開発には、物の豊かさや効率性だけではなく、これら地球規模の課題への取組みが
重要である。これらの課題の解決には、市場だけでは困難な場合が多いため、公的部門と国際機
関、NGO等との適切な分担・連携を進める必要がある。 
 第三に、援助実施機関における OOFとの連携の強化である。海外経済協力基金、日本輸出入
銀行の統合により、11年 10月からの発足が決定されている国際協力銀行においては、両機関の
情報・ノウハウを一元化し、資金供与相手国の経済社会状況、プロジェクトの特性等に応じたよ
り効果的な資金供与を行なうことにより、国際経済社会に対して、一層機動的・効率的な貢献を
図る必要がある。 
 第四に、民間団体の参画等、国民参加型の援助の推進が重要である。特に、NGO活動は、地
域に密着した支援、専門性あるアドバイス等に効果的であり、また、政府や援助実施機関と NGO
との連携は、開発援助の実施プロセスの透明化等に利点がある。 
 第五に、国際開発金融機関との積極的な連携である。アジア経済危機を契機に役割・活動の見
直しが行われている国際開発金融機関が、新たな国際金融システムの中で適切な役割を果たすよ
う、途上国の持続可能な開発の視点を重視し、我が国は積極的な連携を進める必要がある。なお、
重債務貧困国支援のため、債務の救済が注目されてきているが、債務国の自立と発展に十分留意
しつつ、関係国等との連携のもと積極的に対応することが必要である。 
 第六に、現地実施主体相互間の連携の強化である。開発途上国の実情に即した国際経済協力を
進めていくためには、我が国在外公館や各実施機関等の活用によって政策対話の充実や情報・ノ
ウハウの共有化を図ることで、国際金融機関、開発途上国の受入れ主体、民間団体等の現地にお
ける実施主体相互間の分担・連携に資するよう努めることが大切である。 
 第七に、途上国側のニーズのタイムリーな把握である。調査・分析を充実するとともに、関係
機関の有する情報をネットワーク化し、開発途上国の現状やニーズについて、迅速な把握に努め
る必要がある。 
④21世紀における国際経済協力 
 以上の観点を踏まえ、開発途上国経済を巡る中長期動向について考察を深めるとともに、国際
経済協力に関わる多様な主体による役割分担・連携に配慮しつつ、21 世紀における国際経済協
力の展望を明らかにする。 

 

 

③ＮＧＯ等への期待の高まり 

 

このように経済審議会の報告では、表題は「国際経済協力」であるが、実際は、「国際開

発協力」全般についての方針がふれられており、「経済」に力点を置いてきた我が国の方向

性からの脱却が模索されている。 

 この中で、援助活動に対する国民理解の促進とともに、民間企業、ＮＧＯ、地方公共団

体等の役割と政府との連携が強調されている。 

 ただし、民間企業については、明確に役割が規定されているわけではないが、市場メカ

ニズムを通した資源の合理的配分（例えば、途上国資金需要への対応）を実際に担当する

ということが前提とされているだけであり、具体的な役割記述はない。 
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 また、ＮＧＯ、地方公共団体については、「地域に密着した援助」「専門性あるアドバイ

ス」「開発援助プロセスの透明性の確保」という３点から評価され、期待がかけられている

が、ＮＧＯ、地方公共団体がその本務とする役割からみて、開発援助で如何なる役割を果

たしうるのか、また、政府や政府の援助実施機関と如何なる連携を取りうるのか、という

点で具体性に乏しい。また、理念的な方向づけにおいても、情報化とグローバリゼーショ

ンが一層進展する中で、国家の相互関係を超えた領域で国際秩序が形成されつつあるが、

「多様な主体の分担と連携」はそうした傾向の中で如何なる意義を持つのか、という位置

づけが求められよう。 

 本調査にはこうした点の検討が求められていると考えられる。 

 

 



 14

（３）政府のＯＤＡ方針 

 

 最近の我が国ＯＤＡの方針、体制を巡る変化は以下の通りである。 

 

 （ＯＤＡ方針） 

1992年 6月 ＯＤＡ大綱 

 1998年 1月 「21世紀に向けたＯＤＡ改革懇談会」報告 

 1998年 6月 対外経済協力審議会「今後の経済協力の推進方策について」 

 1999年 8月 政府開発援助に関する中期政策 

 （機構改革） 

 1998年 6月 中央省庁等改革基本法 

 1999年 7月 外務省設置法 

 1999年 10月 国際協力銀行設立 

 

 世界的な援助の考え方の変化を踏まえ、また、経済審議会の報告も踏まえて、1999 年 8

月には「ＯＤＡ中期政策」が公表された。 

 これは、92年 6月の「ＯＤＡ大綱」に基づきＯＤＡの中期的な政策を定めるものである

とともに、これまで５次にわたって策定されてきたＯＤＡの中期目標を引き継ぐものであ

る。 

ＯＤＡ大綱とともに、その特徴とＮＧＯ等に対する方針を以下に概要表としてまとめた

（図表 1-6参照）。 

 これまでの中期目標（図表 1-7参照）がＯＤＡ実績の数値目標を掲げていたのに対し、中

期政策では、量的目標を策定せず、これまでの中期目標で徐々に内容が多くなってき

ていた、質的改善目標に終始することとなった。 

特徴としては、「基本的考え方」として「ＤＡＣ「新開発戦略」（2015年までに貧困人口

半減目標など）を踏まえる」をあげ、また「重点課題」の第１に「貧困対策や社会開発分

野への支援」を掲げていることなどからも分かる通り、経済開発中心主義から貧困削減、

社会開発への傾斜を強めたことがあげられる。ＤＡＣの新戦略策定に当たっては、貧困削

減目標の記載などで日本が主導したと実績を踏まえて、こうした変換が図られたと言われ

る。 

また、これまでの中期目標でも民間援助団体（ＮＧＯ）や地方公共団体との連携が一言ふ

れられていたが、より具体的に、援助手法や推進方策を記述する中で、ＮＧＯ等の役

割と連携の方策にふれられるようになった。 

 こうした点については、中期政策への要望を公表していたＮＧＯ団体の中でも、評価す

る声もある。（図表 2-21、資料編 p.14参照） 
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図表 1-6 政府の開発援助方針の概要 

  特長 ＮＧＯ等に対する方針 

1992年

6月 

ＯＤＡ大綱 

（閣議決定） 

《基本理念》 

・人道的考慮 

・相互依存性の認識 

・環境の保全 

・自助努力への支援 

《４原則》 

(1)環境と開発の両立 

(2)軍事目的への使用の回避 

(3)途上国の軍事支出・武器開発等へ

の十分な留意 

(4)民主化促進・市場経済導入・基本

的人権等への留意 

「４．政府開発援助の効果的実施のため

の方策(3)国際機関、地方公共団体、民間

団体との連携」の一部 

「民間援助団体（ＮＧＯ）との連携を図

るとともに、その自主性を尊重しつつ、

適切な支援を行う。」 

1999年

8月 

Ｏ Ｄ Ａ中 期

政策 

量から質へ（量的目標を策定しない） 

 

《基本的考え方》 

・ＤＡＣ「新開発戦略」（2015 年ま

でに貧困人口半減目標など）を踏

まえる 

・被援助国のオーナーシップと我が

国のパートナーシップ 

・既得権益化の排除 

・あらゆる主体の分担と連携（途上

国、先進国、国際機関、民間部門、

ＮＧＯ等） 

・「人間中心の開発」 

・「顔の見える援助」 

 

《重点課題》 

1.貧困対策や社会開発分野への支援 

2.経済・社会インフラへの支援 

3.人材育成・知的支援 

4.地球規模問題への取組 

5.アジア通貨・経済危機の克服等経

済措置改革支援 

Ⅳ援助手法 

３．ＮＧＯ等への支援及び連携 

（背景） 

・社会開発や環境重視→きめこまかな援

助ニーズ→ＮＧＯ・地方自治体の役割

高まる 

（方向） 

・ＮＧＯとの対話の強化 

・日本のＮＧＯの援助活動への支援 

・事業委託を含めたＮＧＯの人材・ノウ

ハウの活用 

・ＮＧＯの援助実施基盤の強化 

・地方自治体のノウハウ・人材の活用 

・地方自治体の協力活動への効果的支援 

Ⅴ実施・運用上の留意点や国民の理解と

参加の促進 

・民間企業、地方自治体、NGO、民間団

体等の協力と参加を持つ ODAの実施 

・NGO活動への支援と NGO、大学、シ

ンクタンク等への ODA 事業の委託手

法を活用 

・地方自治体の開発事業への参加を促進 

（資料）ＯＤＡ白書等 
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  図表 1-7 政府開発援助（ＯＤＡ）の中期目標について 

 内容 達成状況 
第１次中期目標 
（78年 5月） 

・77年 ODA実績 14.2億ドルから 80年
にＯＤＡ実績倍増 

超過達成 

第２次中期目標 
（81年 1月） 

・70 年代後半 5年間から 80 年代前半 5
年間に倍以上 

・効果的支援 

達成率 84.6％ 

第３次中期目標 
（85年 9月） 

・86～92年実績目標 400億ドル以上 
・効果的支援 

円高のため余裕達成見込み 
87年 5月「緊急経済対策」

で目標達成 2年前倒し 
第４次中期目標 
（88年 6月） 

・88～92年実績目標 500億ドル以上 
・自助努力支援 

達成率 99.4％ 

第５次中期目標 
（93年 6月） 

・93～97年実績目標 700～750億ドル 
・質的改善 
・ODA大綱の重点分野 
・援助実施体制整備・拡充 

93～97 年 600 億ドル以下
で未達成 

 （資料）アジア経済研究所「経済協力ハンドブック」1997年度 

 

 ＮＧＯ等については、要約すると３つの観点から取り上げられている。 

 第１に、貧困撲滅、社会開発重視という方向づけから、ＮＧＯ（内外）、地方自治体の役

割がきめ細かな援助という点で拡大してきている。 

第２に、高齢化・財政改革に伴う援助予算の削減、組織スリム化が進むなかで、援助の

効率化、予算の有効利用、開発教育、透明性確保の面からＮＧＯへの期待が高まっている。 

実は、第３の観点が国際社会では、あるいは我が国ＮＧＯサークルのなかでは、強く意

識されている（ヒアリング参照）。すなわち、「市民社会 civil society」の役割の増大に伴う

ＮＧＯの位置づけの重要化、という観点である。市民行動の成熟、地方分権化、国家の役

割の変化、しかもそれがグローバルに進展しつつある点が、ＤＡＣ新開発戦略の中でも言

及されていた（（１）③参照）。市民社会という用語自体公文書で使われないため、また、

少なくとも国民レベルでこうした考え方が定着していないため、この第３の観点は抜けて

いるのだと考えられる。 

従って、ＮＧＯ等の活動は、国が行う援助の１つの手段にすぎないものとして位置づけ

られがちであり、ＮＧＯ等の固有の目的、ミッションと対立する場面が生じる可能性も生

まれる１つの要因となっている。 
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２．国際経済協力に対する国民意識 

 

（１）国際経済協力に対する国民意識の変化 

 

 毎年行っている外交に関する総理府の世論調査によると、99（平成 11）年に関しては、

経済協力に関して、29.2％が「積極的に進めるべきだ」としていて、「現状程度でよい」の

42.4％と合わせて７割以上が経済協力を支持している（図表 1-8参照）。 

 一方、最近の傾向を見ると、「現状程度でよい」とする割合はほぼ横這いであるが、「積

極的に進めるべきだ」とする割合は、91（平成 3）年の 41.4％から 10ポイントほど低下し、

逆に「なるべく少なくすべきだ」は同年 8.0％から 99 年の 19.3％へと 10 ポイント以上上

昇しているのが目立っている。 

 年齢別に見ると若い層ほど経済協力に積極的であるが、近年の動向としては、すべての

年齢層で積極派の割合が低下している（図表 1-9参照）。 

 「なるべく少なくすべきだ」「やめるべきだ」と回答した人にその理由を聞くと、上位２

位が「日本の経済状態がよくないから」が 72.2％、「我が国の財政状況がよくないから」が

49.0％となっており、第３位の「具体的にどのような経済協力が行われているか不透明だか

ら」の 26.9％をかなり上回っている（図表 1-10 参照）。また、上位２位の比率は上昇して

おり、我が国の経済・財政状況の悪化がこうした結果を招いていると言える。透明性、効

果、効率の点で疑問を感じ消極的になっている人の比率は特に上昇してはいない。 

 

（２）援助に関する意識の国際比較 

 

 我が国の経済援助に関する意識を他のＤＡＣ諸国と比較した結果を図表 1-11に掲げた。 

 日本は、経済援助の賛成の比率は、他のＤＡＣ諸国を上回る 83.9％で第１位となってい

る。特に、米国では賛成が 53.5％と半分強を占めるにすぎないのと比べるとその高さ

は目立っている。 

他方、援助の多さに関しては、「少なすぎる」という意見の人は、29.5％と他のＤＡＣ諸国

を大きく下回って最下位である。 

 日本は援助に賛成である点でも１位であるが、これ以上は出せないと言う意識でも１位

となっている。 

 日本が経済規模に比して援助額が他のＤＡＣ諸国より高ければ、こうした見解もうなず

けるが、実際は図の中に示したとおり、そう高いわけではない。やはり、経済・財政

状況の悪さがこうした意識を生んでいると考えられる。 
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（資料）総理府世論調査

図表1-8 今後の経済協力のあり方
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（資料）同前 

 

図表1-9 今後の経済協力－「積極的に進めるべきだ」の比率

（資料）総理府世論調査

20

25

30

35

40

45

50

55

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

91年

95年

98年

％

図表1-10 経済協 力を進めない理 由
経済協力のあり方について「なるべく少なくすべきだ」，「やめるべきだ」と答えた者に，複数回答

該
当
者
数

日
本
国
内
の
経
済
状
態
が
よ
く
な
い
か
ら

わ
が
国
の
財
政
状
況
が
よ
く
な
い
か
ら

具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
経
済
協
力
が
行
わ
れ
て
い

る
か
不
透
明
だ
か
ら

現
在
の
経
済
協
力
に
は

、
現
地
の
状
況
や
ニ
ー

ズ

へ
の
配
慮
不
足
な
ど
に
よ
り

、
必
ず
し
も
十
分
な

成
果
を
あ
げ
て
い
な
い
と
こ
ろ
が
多
い
か
ら

現
在
の
経
済
協
力
に
は

、
関
係
機
関
の
連
携
面
や

供
与
し
た
機
材
等
の
管
理
・
運
用
面
な
ど
で

、
非

効
率
に
な

っ
て
い
る
と
こ
ろ
が
多
い
か
ら

他
の
先
進
国
で
も

、
最
近

、
経
済
協
力
を
少
な
く

す
る
と
こ
ろ
が
多
い
か
ら

そ
の
他

特
に
理
由
は
な
い

わ
か
ら
な
い

人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

平成７年10月調査 295 63.4     ※ 35.9 33.6 17.6 6.8 3.4 1.0 0.3

平成８年10月調査 308 74.4     ※ 33.1 32.5 13.3 9.1 1.9 1.0 0.3

平成９年10月調査 330 57.0 40.9 29.7 28.5 13.6 4.5 3.3 2.1 0.9

平成10年11月調査 466 75.3 45.5 29.0 24.9 12.0 6.0 1.5 0.4 0.2

平成11年10月調査 457 72.2 49.0 26.9 24.5 15.5 5.9 3.9 0.9 1.1



 20

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表1-11 援助に関する意識の国際比較

自国が貧しい国々を経済的に援助することについて（ＤＡＣ諸国、1995年）

開発途上国に対する先進諸国の援助評価（ＤＡＣ諸国、1995年）

開発途上国援助拡大志向とＯＤＡ比率との相関（1995年）

（注）ここで援助拡大志向は「少なすぎる」マイナス「やりすぎである」の数字
（資料）国際プロジェクト「世界価値観調査」最新版
　　　　　　（「世界23カ国価値観データブック」電通総研・余暇開発センター編）
　　　　OECD/DAC1996Report
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（３）ＮＧＯ活動や地方自治体の国際協力に関する意識 

 

 最後に、ＮＧＯや地方自治体の国際協力に関する意識を聞いたアンケート結果を見てお

こう（図表 1-12参照）。 

 国際協力関係のボランティア活動やＮＧＯ活動の経験者は 2.6％となっている。20 歳以

上人口にこの比率をかけると 250 万人ほどがこうした活動を経験しているという結果とな

る。 

 後に見るように、ＮＧＯ団体のスタッフ、ボランティアは約 4600人、ＮＧＯ団体の個人

会員は約 34 万人であり、この数字と比べると過大な経験者数である。個人活動や自治体、

政府などＮＧＯ活動以外の国際協力ボランティアがそれほど多いとも考えられない。ただ

し、郵便局の国際ボランティア貯金の加入者は 2400万人いるので、彼らが「はい」と答え

ているとすると不思議ではない。いずれにせよ、回収率 67％、回答者 1,335人の調査結果

なので実数ベースに換算するには無理があるかも知れない。 

 政府とＮＧＯの協力については、「積極的にやるべき」と「分野を選んで」を合わせた

81.3％が賛成している。 

 地方自治体の国際協力については、53.4％が「参加すべきだ」としている反面、「地域の

問題に専念すべきだ」も 22.2％とかなりの比率にのぼっている。 

 地方自治体が行うべき国際協力分野については、「研修員の受け入れ」「技術専門家の派

遣」が、それぞれ 60.2％、59.6％と１位、２位を占め、３位の「文化交流」、４位の「ホー

ムステイ受入・派遣」を大きく上回っている。これは、実際の自治体の活動と比例した結

果である。 

 「ＮＧＯとの連携した国際協力」や「ＯＤＡと連携したプロジェクト発掘」「自治体独自

のプロジェクト発掘」といった本格的な援助活動については、15～20％の市民が賛成して

いる。 
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図表 1-12 ＮＧＯ活動や地方自治体の国際協力に関するアンケート結果 

 

ＯＤＡに関する国民意識調査（1997年12月） 

実施主体：（財）国際協力推進協会 

サンプル数：2,000 回収数：1,335 回収率：66.8％  

調査対象：全国の満 20歳以上の男女 

調査方法：個別面接聴取法 

資料：1998年ＯＤＡ白書（外務省） 

 

Q5 国際協力に関するボランティア活動やＮＧＯ（民間ボランティア団体）  

  活動の経験の有無                   単位：％ 

ある 2.6 
ない 97.4 

＊20歳以上人口は9800万人なので2.6％は計算上は250万人ほどとなる。 

 

Q15 政府がＮＧＯと協力して援助を行うことについて  

積極的にやるべきだ 33.6 
分野を選んで是々非々でやるべきだ 47.7 
あまりやるべきではない 5.0 
わからない 13.6 

 

Q18 地方自治体の国際協力について 

地方への国際化の波及を踏まえ、積極的に参加すべきだ →SQ 53.4 
地域の問題に専念すべきだ 22.2 
わからない 24.3 

SQ 地方自治体が行うべき国際協力分野（複数回答）  

研修員の受入 60.2 
技術専門家の派遣 59.6 
自治体独自のプロジェクト発掘 13.9 
ＯＤＡと連携したプロジェクト発掘 15.8 
ＮＧＯと連携した国際協力 20.9 
姉妹都市提携 25.2 
子供・若者のホームステイ受入・派遣 39.6 
文化交流 39.7 
その他 0.0 
わからない 2.5 
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第２章 ＮＧＯの援助活動 

 

１．日本のＮＧＯ活動の実態 

 

（１）日本のＮＧＯの現状と歴史 

 

①日本のＮＧＯ団体の活動の現状 

 

 日本のＮＧＯ団体の活動の現状を表にまとめると図表 2-1の通りである。データの出所は、

ＪＡＮＩＣ（ＮＧＯ活動推進センター）の調査である。 

 ここでＮＧＯ団体として捉えているのは、開発協力、及びそのための教育・提言、ネッ

トワークを事業としている市民活動団体である。後に見るようにＤＡＣ統計ではＮＧＯの

範疇に入っている政府の外郭団体等は含まれない。 

データは、そのうち、自己資金比率 25％以上、一定規模以上といった基準を満たす 217

団体についての調査結果である。 

 財政面で、表には入れられなかった支出構成を、原資料であるＪＡＮＩＣ「ＮＧＯデー

タブック’98」から見ると以下の通りである。 

 

事業費 78.4％ 

海外事業費 60.8％ 

国内事業費 16.2％ 

事務管理費 15.2％ 

  人件費 13.0％ 

事務諸費 2.2％ 

繰越金その他 6.4％ 

 

また同上資料及びヒアリングによると公的財源（⑥～⑦）の内訳の実額と受取団体数は

以下の通りである。 

 

国際ボランティア貯金 107 団体 93,307 万円 

NGO事業補助金 56 59,167 

地球環境基金 27 12,872 

その他補助金 24 54,454 

（うち地方自治体） （22） （4,660） 

政府委託事業収入 17 10,809 

国連委託事業収入 5 24,972 

 

 さらに収入に占める公的財源の割合別の団体数は下のようになっており、公的財源なし

が 35.9％と最も多く、1～29％の 34.1％と合わせるとちょうど７割の団体は公的財源割合 

政 府 補 助 等

13.7億円 
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図表 2-1 日本のＮＧＯ活動の現状（1996 年度実績）－ＪＡＮＩＣの 97 年夏調査に基づく 

定義 国境を超えて草の根レベルで協力活動を行う市民組織 
団体数 約４５０団体 

（うち３６８団体が「ＮＧＯダイレクトリー’98」に紹介） 
（以下のデータはうち一定基準を満たした２１７団体の現状） 

財政 収入総額         １９６億円（2,000～3,000万円が平均的） 
 うち１億円以上 32団体 １４６億円（１団体３９億円の団体もある－図表 2-3a参照） 
財源 

①会費収入            35.6％ 
②寄付金収入           24.5％ 
③基金運用益           0.4％ 
④事業収入            7.5％ 
⑤民間助成金           3.9％ 
⑥郵政省「国際ボランティア貯金」 4.6％ 
⑦政府補助金・国連委託金     9.6％ 
⑧その他（繰越金を含む）     13.9％ 

人材 ・日本人有給スタッフとボランティア合計 約 4600人 
有給スタッフ総数 690人 
（１人以上の有給スタッフがいるのは 120団体） 
非専従スタッフ 321人 
海外派遣スタッフ 228人 
比較的定期的な関与のボランティア約 3400人以上 

・活動対象国のローカル・スタッフ（地元雇用）2000人以上 
・スタッフ・ボランティア・プロフィール 

①青年・学生、②主婦・退職者、③専門職（弁護士、大学教授など）、④聖職者（僧、牧
師、神父など）、⑤企業の従業員 
－当初、④③①中心、最近は②⑤へひろがりつつある 

・個人会員 約３４万人 
  ５万人以上   ２団体 
  １～５万人   ３団体  以上会員計１４万９０００人 
  5千人～１万人 ８団体  会員計約５万４０００人 
  その他 平均会員数 ２００～３００人 
・国際ボランティア貯金加入者数 ２４００万人（1997年末現在） 

活動分野 （最も関心の高い分野） 
①教育・訓練、②子供・青少年・家族（以上２つ－奨学金、里親運動、学校建設等）、③健
康・衛生・水（井戸掘り、児童給食等）、④農村開発・農業 
（次に関心の高い分野） 
①都市（スラム開発）・住居、②植林、③環境・公害、④エコロジー・生物多様性、など環
境関連分野（抗議、提言活動等）、及び⑤難民・避難民・被災民 
（その他） 
①ジェンダー（社会的性差）・女性、②人口・家族計画、③民主主義・良き統治・制度の発
展・参加型開発、④障害者、⑤少数民族、⑥人権、⑦平和・紛争、⑧食料・飢餓、⑨エネル
ギー・交通基盤、⑩小規模企業・露天業、⑪債務・金融・貿易、⑫適正技術 

協力形態 
（ほぼ多い
順） 
 
 
%は行って
いる団体の
比率 

①資金助成              60% 
②物資供給              46%  現場型ＮＧＯ 
③人材派遣（ボランティア、専門家など）50% 
④情報提供              46%     開発教育ＮＧＯ 
⑤開発教育・地球市民教育       46% 
⑥緊急救援              28% 
⑦研修生受入れ            22% 
⑧草の根貿易・フェアトレード      6%．．．．．．．．．草の根貿易型ＮＧＯ 
⑨在日外国人支援           11% 
⑩政策提言・抗議運動         24%．．．．．．．．．アドボカシー（提言）型ＮＧＯ 
⑪ＮＧＯ間ネットワーク推進（地域別、対象国別、分野別） 22% 

（資料）馬橋憲男、斎藤千宏編著「ハンドブックＮＧＯ」明石書店（1998） 
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が 30％未満である。他方公的財源が半分以上の団体は 10.1％と約１割にすぎない。 

 

合計 217団体 100.0％ 

公的財源割合０％ 78団体 35.9％ 

  1～29％ 74団体 34.1％ 

30～49％ 43団体 19.8％ 

50％以上 22団体 10.1％ 

 

②日本のＮＧＯの歴史 

 

 図表 2-2と図表 2-3に日本のＮＧＯの年表と設立数の推移を示した。 

日本のＮＧＯの設立は 1980年代から、正確には 1979年からもりあがった。それ以前は

宗教者の動きが中心であった。70 年代までの途上国問題への青年の共感は、ベトナム反戦

運動などに見られるように直接救援活動やＮＧＯ活動と言うより、反体制運動につながる

側面が強かったが、80 年代以降は、途上国問題自体の質的変化もあって、ＮＧＯ活動へと

連なる側面が強くなっていったと言えよう。 

 世界のＮＧＯ活動は、共通して戦争、難民が契機となってきた。日本においては、イン

ドシナ難民が大きな契機となり、ＮＧＯの発足が多く見られるようになった。難民の発生

で国連等の資金が流れるということも、国際協力のボランティアが活性化し、それが恒常

的なＮＧＯ団体の設立に結びつく契機としては大きいと言われる。 

若者の共感を前提とするものとしては、現シャプラニールが、インドシナ難民に先だっ

てバングラデシュ独立を契機に誕生しており、世俗的なＮＧＯとしては日本における先駆

的な団体となり、ＮＧＯ活動をリードする人材を輩出している。 

その後、グローバリゼーションの１側面であるが、80 年代前半には、日本フォスター・

プランなど国際ＮＧＯの日本支部が設立されるようになった。また、外務省が 80年代半ば

にＮＧＯとの定期協議を呼びかけた事もあって、1987年にネットワーク型ＮＧＯが集中し

て発足した。関西では現関西ＮＧＯ協議会、関東では現ＮＧＯ活動推進センター（ＪＡＮ

ＩＣ）が誕生した。 

 インドシナ難民を契機とする第１のピークに次ぐ、日本におけるＮＧＯ団体設立の第２

のピークは、1990年代前半に訪れた。これは、1989年の外務省ＮＧＯ事業補助金制度の開

始、1991年の国際ボランティア貯金の開始をきっかけとするものである。その後、景気低

迷による利子率の低下により、国際ボランティア貯金のＮＧＯ補助も金額規模が縮小し、

財団など民間助成金も減少し、再度、ＮＧＯ団体の成立数は減少するに至っている。 

 阪神淡路大震災をきっかけに日本においてもボランティア活動やＮＰＯ活動が注目され、

世界的な潮流の中でＮＧＯ活動も多くを期待されるようになり、98 年にはＮＰＯ法が成立

するなどＮＧＯの活動環境は整備される方向であるが、現在のところ、資金的な側面の制

約がＮＧＯ活動を妨げる大きな要因となっている。 
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図表 2-2 日本のＮＧＯの歴史 

年代 
設立団体
数  累計 

ＮＧＯの動き 
メルクマールとなる世界・社会

の動き 
1950年代
まで 

6 6 ・例外を除き戦後、活動スタート 
・国連活動や植民地独立に連動 

 

1960年代 7 13 ・海外協力を主とする団体設立開始 
・キリスト教など宗教運動 
・アジア地域の開発ＮＧＯ活動はじ
まる（現アジア学院など） 

1965アフリカ干ばつ始まる 
     米国、北ベトナム爆撃開始 

1970年代
前半 

11 24 1972ヘルプ・バングラデッシュ・コ
ミッティ（現シャプラニール） 
1973 アジア太平洋資料センター
（PARC） 

1971バングラデシュ独立 

1970年代
後半 

22 46 1979～インドシナ難民救済のＮＧ
Ｏ（現曹洞宗国際ボランティア会な
ど） 

1978～80 インドシナ難民の大
量流出（難民キャンプ、メディ
アで報道） 

1980年代
前半 

46 92 ・国際ＮＧＯ支部など（83年日本フ
ォスター・プラン協会など） 

・「国際化」時代 
1982地球環境問題 
1983アフリカ飢餓 

1980年代
後半 

86 178 ・ネットワーク型ＮＧＯ 
1987現関西ＮＧＯ協議会、ＮＧＯ活
動推進センター（ＪＡＮＩＣ）など 
・環境ＮＧＯ（熱帯林行動ネットワ
ーク、グリーンピース・ジャパンな
ど） 

1985ネグロス島飢餓 
1986チェルノブイリ原発事故 
 
1988バングラデシュ大洪水 
1989ＮＧＯ事業補助金制度（外
務省） 

1990～93 143 321 ・1990～93ＮＧＯ設立ピーク（毎年
30団体以上） 
1992～対象国別、課題別ＮＧＯネッ
トワーク 

1991国際ボランティア貯金（郵
政省） 
1991湾岸戦争→「国際貢献」注
目 
1992地球サミット→ＮＧＯ認知 

1994～ 47 368 1994 市民活動を支える制度をつく
る会（シーズ） 
1996ＮＧＯ・外務省定期協議会 
    ＮＧＯ・自治体国際協力 
           推進会議 
1998ＮＰＯ法成立 

1995阪神淡路大震災 
→ＮＰＯ、ボランティア活動注
目を集める 
・経済低迷、金利の低下 

（注）設立団体数は現在存在しているもののみ 
（資料）JANIC「ＮＧＯデータブック’98」 

（参考）戦争・紛争をきっかけとした国際ＮＧＯの設立 

クリミア戦争（1853）イタリア統一戦争 1860年代 International Red Cross 

第１次世界大戦 Save the Children 

スペイン内乱（1936～39） Foster Parents Plan 

第２次世界大戦 Oxfam, CARE 

朝鮮戦争（1950～53） World Vision 

ビアフラ紛争（1967～70） Médecins sans Frontières 
（資料）OECD Development Center（1999）, 
”Stakeholders: Government-NGO Partnerships for International Development” 
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図表 2-3a 収入規模からみた日本の大手ＮＧＯ団体               単位：千円 

日本フォスター・プラン協会 3,903,580 アジア医師連絡協議会 341,160 

オイスカ 1,248,470 基督教児童福祉会・国際精神里親運動部 301,620 

家族計画国際協力財団 934,290 アジア保健研修財団 291,010 

ワールド・ビジョン・ジャパン 887,670 国境なき医師団日本 243,340 

曹洞宗国際ボランティア会 715,440 アムネスティ・インターナショナル日本

支部 

235,790 

日本国際飢餓対策機構 540,160 セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン 234,900 

世界自然保護基金日本委員会 504,320 日本キリスト教海外医療協力会 229,190 

難民を助ける会 498,860 日本シルバーボランティアズ 223,360 

日本国際ボランティアセンター 407,760 かながわ・女のスペース“みずら” 206,330 

日本ユネスコ協会連盟 395,880 日本民際交流センター 199,780 
（資料）同上 

（注）調査時活動中の368団体の設立年別団体数とその累計である。
（資料）JANIC「ＮＧＯデータブック'98」1998年

図表2-3 ＮＧＯ設立団体数と累計の推移
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（２）ＮＧＯ関連の政府の施策 

 

①施策の概要 

 

 政府のＮＧＯ関連事業については、図表 2-4に掲げた通りである。 

 補助の金額規模から見ると、一時期は、国際ボランティア貯金によるＮＧＯ補助が 30億

円規模と大きかったが（94年度）、金利の低迷から低迷し、現在では、外務省のＮＧＯ事業

補助金制度が中心となっている。 

なお、ＮＧＯ事業補助金制度の問題点として、1)対象分野限られる（特に制度づくり）、

2)プロジェクト単位、単年度主義の制約、3)事務管理費を計上できない、4)書式、事務手続

きなど煩瑣、といった点がかねてより指摘されている（馬橋憲男、斎藤千宏編著「ハンド

ブックＮＧＯ」明石書店（1998））。 

 

図表 2-4 政府のＮＧＯ関連事業 

事業名 事業内容 

ＮＧＯ事業補助金制度 

（外務省） 

 

 

・1989年度開始 

（当初、予算規模 1.1億円） 

・交付額 

 94年度 4.49億円 

 95年度 6.30億円 

 96年度 8.16億円 

 97年度 9.19億円 

 98年度 7.87億円 

・日本のＮＧＯの途上国での活動費用に補助 

・補助金上限 1,500万円 

・補助率プロジェクト費用の半分以下 

・事業分野（メニュー） 

 89年度～ 農漁村開発、人材育成、保健衛生、医療、 

       生活環境 

 90年度～ 地域産業向上、環境保全 

 92年度～ 民間援助物資輸送 

 94年度～ 開発協力適正技術移転・普及、 

       国際ボランティア補償支援 

 95年度～ 女性自立支援 

 96年度～ 地域総合振興（同一地域 3事業一括申請） 

 99年度～ ＮＧＯ海外研修 

 （事業規模は医療が 3割近くと最大で地域総合振興がそれ 

  に次ぐ） 

・98年度実績 

 111団体、185事業、47地域に 7.87億円交付 

（1団体当たり 710万円、1事業当たり 426万円） 

・大手受け手（98年度） 

 アジア医師連絡協議会（ＡＭＤＡ）   1.47億円 

 曹同宗国際ボランティア会       0.61 

 日本口唇口蓋裂協会          0.30 

 ワールド・ビジョン・ジャパン     0.25 

 （財）オイスカ            0.24 

 日本緊急救援ＮＧＯグループ（ＪＥＮ） 0.17 

 ・・・ 

 シャプラニール            0.14 
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事業名 事業内容 

草の根無償資金援助 

（外務省） 

 

・89 年度から小規模無償資金協

力として開始 

・95年度から現行事業名 

・当初 3億円の予算、95年度 30

億円、98年度 57億円 

 

・在外公館が内外のＮＧＯあるいは現地の地方公共団体の草の根プロジ

ェクトに資金援助 

・上限 1,000万円 

・分権化が図られ大使館によっては 400万円まで 

・対象分野 

 教育・研究 39％（小学校の教室建設・改修が多い） 

 保健医療  28％（医療器材・病棟、母子保健等） 

 民生・環境 24％（井戸、障害者支援、環境保全等） 

 その他、マイクロクレジット、対人地雷、リサイクルなど 

・実施件数 89年度 95件、98年度 1,064件 

・被供与団体内訳（98年度、金額ベース） 

 現地ＮＧＯ      43％ 

 途上国地方公共団体  21％ 

 途上国教育・研究機関 15％ 

 日本のＮＧＯ     約 4％（予算額で計算すると 2億円強） 

国際ボランティア貯金 

（郵政省） 

 

・90年度開始 

・98年度配分額 

 12億 4,200万円 

・郵便貯金の税引後の利子のうち 20％から 100％まで任意の率を寄付

し、開発ＮＧＯに配分 

・寄付者 90年度の 210万人から 2,430万人へ増加 

・金利の低迷から実際の配分額はピークの 94年度 30億円から減少 

・日本のＮＧＯへの配分１件当たり 510万円 

・自己負担割合、事業費の 20％ 

（2000年から自己負担割合 3段階に分け小規模ＮＧＯを優遇） 

・ＯＤＡではない 

開発福祉支援事業 

（外務省、ＪＩＣＡ） 

 

・97年度より 

・予算額（技術協力予算の枠） 

 97年度 1.23億円 

 99年度 3.58億円 

・住民参加による福祉向上のモデル事業 

・現地で活動するＮＧＯ（内外ＮＧＯ、国際ＮＧＯ）が現地採用ローカ

ル・コンサルタント、地域組織の協力を得て実施 

・現地ＪＩＣＡ事務所が事業発掘の中心 

・事業分野 

 保健衛生改善、高齢者・障害者・自動支援、女性自立支援、地場産業

支援等 

開発パートナー事業（委託事業） 

（外務省、ＪＩＣＡ） 

 

・99年度開始 

（予算額 1.96億円） 

・日本のＮＧＯ、大学、地方自治体、シンクタンク等に途上国の開発支

援事業の実施を委託する事業 

・ＮＧＯを通じたＯＤＡの実施に道を開く（欧米援助国では一般化） 

・想定分野：社会開発、環境支援、知的支援 

・案件公示型（途上国からの要請案件の公示）と案件公募型（ＮＧＯ等

が案件提案）がある 

地球環境基金事業 

（環境庁、環境事業団） 

 

・93 年基金創出（国と民間） 

・内外のＮＧＯが開発途上地域において行う環境保全活動に助成 

・95年度支援額 国内ＮＧＯの事業 76件、3億 4800万円 

         海外ＮＧＯの事業 18件、5900万円 

（資料）ＯＤＡ白書等 
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②ＮＧＯ関連施策に対するＤＡＣの審査結果 

 

 ＤＡＣの対日援助審査の結果報告書からＮＧＯ関連部分を抜き出したものを以下に掲げ

た（図表 2-5参照）。 

 ＤＡＣによる改善勧告を整理すると以下の通りである。 

 

 1)ＮＧＯ事業補助金制度 

予算削減（98年度）はやめ配分拡大 

 2)草の根無償資金協力事業 

  事業拡大 

間接経費補助 

分権化一層推進 

ＮＧＯ熟知スタッフ充実 

 3)国際ボランティア貯金 

外務省、ＪＩＣＡとの協力強化（ＮＧＯ管理の専門性） 

 4)ＮＧＯ自体の課題 

「限られた政府補助」と「個人・企業の寄付」 

 5)ＮＧＯ支援：専門性の付与 

  他のＤＡＣ諸国のＮＧＯとの共同プロジェクト促進 
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図表 2-5 ＤＡＣの対日援助審査報告書（1999 年）のＮＧＯ関連部分 

（下線は勧告の部分を指す、下線は元の報告書にはない。） 

ＮＧＯ 

 

外務省によるＮＧＯ支援 

 

 ＮＧＯ活動にたいする支援は、日本のＯＤＡの３％に満たないが、近年急速に増加して

きている。外務省はこの点に関しＮＧＯ事業補助金制度と草の根無償資金協力という２種

の対策を講じている。前者は、日本のＮＧＯの途上国での活動の費用の一部を補助しよう

とするものであり、分野は、農業、漁業、教育、途上国の女性支援（ＷＩＤ）、保健医療、

地場産業、環境保全、交通に及ぶ。補助金額の上限は 1,500万円（約 12万 5千ドル）であ

り、プロジェクト費用全体の半分を越えない範囲内で交付される。1989年に開始されてか

ら総予算は 1997年度には 12億円（約 8,500万ドル）と十倍になっている。50か国で活動

する日本の 116のＮＧＯの 224のプロジェクトが対象とされ、１件当たりの規模は約 540

万円（約 45,000ドル）であった。 

 この事業の 1998年度予算ははじめて 4.1％削減されたが、これは、ＮＧＯの一層の関与

を打ち出したＯＤＡ改革懇談会の見解が示す方向からの後退とも見なされる。ＯＤＡ予算

は一般に削減に直面しているが、日本の援助事業を効率化するためＮＧＯとの協働を拡大

し、特にこの分野の公的部門のＯＤＡスタッフの不足を補う余地がある。そこで、この意

義の高いＮＧＯ事業補助金事業への予算配分の増加が再度検討されるべきである。 

 もう１つのＮＧＯへの支援策である草の根無償資金協力は、在外大使館が内外のＮＧＯ

あるいは現地の地方公共団体が行う基本的に草の根のプロジェクトに 1,000 万円（84,000

ドル）を限度に資金援助する手段である。分野は、保健医療、初等教育、農業、環境、貧

困救済、ＷＩＤ、通信、交通である。当初よりこの援助資金は、主として、建物づくり、

物資、設備の調達に使われている。給与や管理経費はこの資金によってカバーされていな

いため、現場レベルで必要となることが多い関連活動には限界がある。この事業への予算

配分は、1989年度の 3億円から 1998年度の 57億円へと年々増加してきた。1997年度に

は世界中の 964件のプロジェクトに総額 50億円（4万ドル）が供与され、１件当たりの平

均は 520万円（４万ドル）の事業となっている。分権化が図られており、場所によっては、

大使館官吏が 400万円（33,000ドル弱）まで資金供与を認めることができる。各資金は少

額であるが、他の事業であれば長く待たされることから実施されないような小さなプロジ

ェクトでも可能である。この事業の一層の拡大、給与や管理経費の同時供与、現場への分

権化の一層の推進、外務省や大使館におけるＮＧＯに通じた管理スタッフの強化が実現す

ればＯＤＡ事業の質的な改善につながるであろう。 
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国際ボランティア貯金 

 

 ＯＤＡの一部ではないが、ＮＧＯに対する興味深い枠組みとして郵政省管轄の国際ボラ

ンティア貯金がある。これは、個人の郵便貯金の税引後の利子のうちの任意の割合を寄付

からもっぱら構成される資金である。この資金は郵政省によってプールされ、保健医療、

農業、食糧援助、教育、職業訓練等の分野で実施される日本のＮＧＯのプロジェクトに対

して供与される。1990年度の開始以来、寄付者の累積人数は 210万人から 2,430万人へと

劇的にまた着実に増加した。言い換えれば、ほぼ 5 人に 1 人の日本人がこの資金に寄付し

ていることとなる。これらの参加者は開発協力に関する公共的な啓発を確立する際の実質

的な基礎となっている。 

 不幸なことにこの期間に日本の利子率は年利で約 3％から約 0.25％まで低下したため、

実際の資金量は 1994年度の 30億円（約 2,500万ドル）のピークから 1997年度には 12億

円へと縮小してしまった。1997 年度の資金は、主にアジア、アフリカの 52 か国、234 件

のプロジェクトに配分され、１件当たりの資金は平均 510万円（4万ドル強）となっており、

外務省の資金援助とほぼ似た規模となっている。国際ボランティア貯金は普通の市民が途

上国の開発問題に関する情報を受け取り、最小限の書類作成で継続的な寄付をすることを

可能としている。将来的に更なる質的改善があるとすれば、外務省、ＪＩＣＡやその他の

開発主体との調整や協力の強化によって、特に、プロジェクトの選択、監査、評価に関す

るＮＧＯ管理の専門性の増強が可能な点であろう。 

 

日本のＮＧＯの現状 

 

 国内のＮＧＯへの公共的な認識度は 1995年の神戸大震災の後に大いに高まったが、開発

協力分野の日本のＮＧＯの大部分は、なお、資金不足、人材不足、技術不足の状況にあり、

他のＤＡＣ諸国のそれに比べて相対的に成熟度が低い（relatively young）（囲い記事参照）。

ＮＧＯ活動推進センター（ＪＡＮＩＣ）が 1996年に行った調査によれば、多くのＮＧＯの

年間財政規模は 500万～3,000万円（4万～25万ドル）、法人格を持つのは 10％未満、1Ｎ

ＧＯあたりのスタッフ 8～9 人であり、専従有給スタッフを 1 人以上有しているＮＧＯは

55％しかない、というものであった。さらに、海外で働く有給スタッフは 228 名にすぎな

い。多くのＮＧＯの経営はパートタイム・スタッフやボランティアに依存している。ＮＧ

Ｏの収入の平均は、会費及び個人寄付（61％）、国際機関を含む政府補助（10％）、事業収

入（8％）、国際ボランティア貯金（5％）、民間基金からの寄付（4％）である。 

 国際ボランティア貯金を除いて、ＮＧＯへの企業・個人寄付は普及していない。特に、

良き法人市民、すなわちフィランソロピーの概念と実践は他のＤＡＣ諸国と比べ、日本で

は確立されたものとなっていない。ＮＧＯへの資金供給に対してビジネス・セクターが無

関心であるのは、ＮＧＯに関する情報やＮＧＯの正当性や説明責任に対する関心が欠如し
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ているからでもある。さらに、現行の日本の税法では、資格のないＮＧＯには個人や企業

からの寄付への課税免除を認めていない。この問題に対処し、またＮＧＯを認知するため、

ＮＰＯ法が 3年間の論議の結果、1998年 3月に国会を通過した。この法律は市民活動団体

の法人化を容易にはしたが、ＮＧＯへの寄付への免税措置の条項が欠如している点に批判

があがっている。この法は、しかし、２年間の間に法案を見直す条項を含んでいる。日本

のＮＧＯが、日本のＯＤＡ事業の中でより大きな、またより効果的な連携の役割

（partnership role）を果たすべきだとするなら、限られた政府補助と不充分な個人・企業

の寄付という二重の束縛から解放されねばならない。多くの日本のＮＧＯは近年かなりの

程度経験を積んでおり、援助供与システムの中でより重要な役割を果たすに値する存在と

なっている。外務省は、また、日本のＮＧＯが専門性を獲得し、他のＤＡＣ諸国のＮＧＯ

とともに共同で効果的なプロジェクトの実施をなしうるような促進手段を講じる検討を行

うべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本のＮＧＯの概要（1996 年） 

 

・日本のＮＧＯのダイレクトリーに掲載されている国際協力関係のＮＧＯは 368 

・年間財政規模 1億円（83万ドル）以上は 10％以下 

・多くのＮＧＯの年間財政規模は 500万～3,000万円（4万～25万ドル） 

・収入構成 

 会費．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．36％ 

 個人寄付．．．．．．．．．．．．．．．．．．．25 

 事業収入．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 8 

 民間基金からの寄付．．．．．．．．． 4 

 国際ボランティア貯金．．．．．．． 5 

 その他の政府補助金等 

（地方公共団体、国連を含む）．．10 

 その他（繰越を含む）．．．．．．．．14 

・自己活動からの収入割合の合計は 68％ 

・定期的な寄付者の合計は約 34万 

・法人格を有するものは 10％未満 

・専従の有給スタッフが 1人以上いるＮＧＯは半分ぐらいしかない 

・日本のＮＧＯで働く専従スタッフ 690 名、パートタイム・スタッフ 321 名、ボランテ

ィア 3,400名 

・海外で働くＮＧＯ日本人スタッフ 228名 

・日本のＮＧＯの海外活動で働く現地人スタッフ 2,000名以上 

・主要な活動分野 

 海外活動：教育、医療・保健、職業訓練、環境保全、農村開発、難民救済と緊急援助、

公正貿易 

 国内活動：開発教育／地球市民啓発、アドボカシー、在日外国人の人権擁護 

 

（資料）ＪＡＮＩＣ（ＯＥＣＤ編集） 
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２．ＮＧＯ援助の国際比較 

 

（１）ＤＡＣ統計に基づくＮＧＯ援助額の比較 

 

①ＤＡＣ統計におけるＮＧＯ等の把握 

 

 まず、ＮＧＯによる開発援助を援助国の開発援助を共通基準で把捉し毎年公表している

ＤＡＣの統計ではどう捉えているかについて見てみる（図表 2-6、2-7参照）。 

 ＤＡＣ統計は開発援助の援助側からの数値把握であって、受取手からの把握ではない。 

 ＤＡＣの統計は、開発援助の資金フローの区分として 

 

1)政府開発援助（ＯＤＡ） 

2)その他政府資金フロー（ＯＯＦ） 

 3)民間資金フロー（ＰＦ） 

 4)ＮＧＯによる贈与 

 

と４つに大きく分けている。 

 地方公共団体の開発援助は地方政府の開発援助としてＯＤＡに含まれている。ただ、Ｏ

ＤＡを中央政府と地方政府に分けた表記は公表データにはない。 

 ＮＧＯが関係する開発援助は、以下の３つである。 

 

1)ＮＧＯの自己資金による開発援助 

（＝図表 2-7の“Grants by Private Voluntary Agencies”） 

2)ＯＤＡのうちの２国間援助のそのまた小区分の対ＮＧＯ政府補助金（委託金を含む） 

（＝図表 2-7の“Contributions to NGOs”） 

3)ＯＤＡのうちの多国間援助資金を実際に支出する国際機関の対ＮＧＯ補助金（委託金を

含む） 

 

ＤＡＣ統計に現れるのはこのうち 3)を除く 1)と 2)である。 

 ＮＧＯによる援助額の実際の把握は、各国が、ＮＧＯ団体を定義、リストアップし、一

方で、こうしたＮＧＯ団体にどれだけ補助金・委託金を政府が支出しているかを算出する

とともに、他方で、そのＮＧＯ団体が行った支出総額を把捉して、その支出総額から対Ｎ

ＧＯ政府補助金・委託金を差し引いてＮＧＯ自己資金による開発援助を算出している。 

 問題は、ＮＧＯ団体の定義であるが、ＪＡＮＩＣが定義するような市民活動団体ばかり

でなく、各省庁所管の外郭団体等が含まれている点を見逃してはならない。 
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図表 2-6 ＤＡＣ統計におけるＮＧＯ及び地方公共団体と関連する事項の説明 

１．開発協力の範囲 
1)ＤＡＣ統計上は、ＯＤＡとその他を含む開発協力全体を資金フロー純額（ネット・フロー）と
いう観点からとらえている。純額（ネット・フロー）とは毎年の贈与額及び１年を超える長期
貸付額の増分（新規貸付から元利償還を除く）を指す。 

2)軍事援助は含まれない。 
3)個人の送金は含まれない。 
4)民間任意団体（ＮＧＯ）が開発援助及び福祉を目的として供与する資金支払は含まれるが、そ
れ以外の民間資金支払いは計上されない。 

5)ＤＡＣメンバーからＤＡＣリストに該当する開発途上国へのフローのみが計上される。例えば
東欧への援助は含まれない。また、イスラエルが 1997年からリストからはずれたためイスラ
エルへの援助額が最大であった米国のＤＡＣ統計上の援助額は 97年に急減している。この点、
ＤＡＣ統計とＤＡＣリストと一致しない各国の援助予算を比較する際は留意しなければなら
ない。 

 
２．開発協力の分類とＮＧＯ・地方公共団体が関連する項目 
1)開発協力は、 
 ①ＯＤＡ（official development assistance政府開発援助） 
 ②ＯＯＦ（other official flowsその他の政府資金） 
 ③ＰＦ（private flows民間資金） 
 ④民間非営利団体による贈与（net grants by NGOs） 
 からなる。 
2)ＯＤＡは、政府及び実施機関によって供与される贈与及びコンセッショナルな貸付（グラン
ト・エレメント 25％以上の貸付、日本の場合「円借款」と呼ぶ）からなる。 

3)ここで政府とは中央政府の他、地方政府（地方公共団体）を含む。例えば、地方公共団体が補
助事業あるいは単独事業として実施する研修員受入のための支出なども計上される。 

4)実施機関は国際協力事業団と海外経済協力基金であり、アジア経済研究所などの特殊法人や海
外技術者研修協会（通産省所管）、北九州国際技術協力協会（北九州市所管）などの外郭団体
は入らない。これらは④の非営利団体に含まれる。 

5)ＯＤＡは、二国間援助と多国間援助に区分されるが、前者は二国間贈与と借款からなり、後者
は贈与の一部をなす世銀等の国際機関への出資・拠出からなっている。 

6)二国間贈与には、一般のプロジェクト援助や技術協力、食糧援助、緊急援助、行政経費の他、
ＮＧＯ支援拠出（Contribution to NGOs）が含まれる。 

7)ＮＧＯ支援拠出には、ＮＧＯ自体への（to）補助金の他、ＮＧＯを通じた（through）援助、
あるいは公的部門からの援助委託費が含まれる。 

8)ＯＯＦ、ＰＦの詳細は省くが、前者は、政府の資金供与であるがＯＤＡの要件を満たさない公
的輸出信用、直接投資金融、国際機関に対する貸付等からなり、後者は、民間企業による輸出
信用、直接投資、証券投資、国際機関への貸付等からなる。 

 
３．ＮＧＯによる援助 
1)ＯＤＡ白書（外務省）では、上記ＮＧＯ支援拠出を「対ＮＧＯ政府補助金」（あるいは略して
「ＮＧＯ補助金」）、民間非営利団体による贈与（２の③）を「ＮＧＯ自己資金」という用語で
呼んでいるのでこれに従うこととする。また双方を合わせて「ＮＧＯ援助実績」と呼んでいる。 

2)ＮＧＯあるいはＤＡＣ原文の民間任意団体（ＰＶＡ）の範囲であるが、ＤＡＣによれば民間非
営利団体（協同組合、労働組合を含む）であって、開発の分野で活動的、かつその資金が内国
的であるものを指しているとされる（法人格の有無、永続性の有無を問わない）。市民活動団
体としてのＮＧＯの他に、公益法人や２の 4)のような特殊法人、政府外郭団体が該当している
ため、必ずしも民間「任意」団体とは言えない。日本の場合、政府機能を補うために設立され
た外郭団体が大きな役割を果たしていると考えられることから、この点注意が必要である。 

3)ＮＧＯ自己資金の算出に当たっては、ＮＧＯの支出総額からＮＧＯが政府部門から収受した支
援額（ＮＧＯ補助金）を差し引いている。 

4)途上国への直接移転資金の他、国内で支出した額、例えば外国人留学生ないし研修生等に対す
るＮＧＯの補助も計上する。 

5)なお、少なくとも日本の場合、中央省庁ばかりでなく地方公共団体の分のＮＧＯ補助金もすべ
て集計してデータをＤＡＣに送付しているとのことである（外務省による）。 

（資料）櫻井雅夫「国際開発協力法」1994、ＯＤＡ白書他 
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図表 2-7 ＤＡＣ統計における開発援助資金フロー 

Table 12  Comparaison of flows by type in 1997 

NET DISBURSEMENTS 

Total DAC 
Countries 

France Germany Japan 
United 

Kingdom 
United 
States 

I. Official Development Assistance (ODA) (A + B) 48,324 6,307 5,857 9,358 3,433 6,878 

   ODA as % of GNP 0.22 0.45 0.28 0.22 0.26 0.09 

   A. Bilateral Official Development Assistance (1 + 2) 32,393 4,777 3,639 6,552 1,979 4,939 
      1. Grants and grant-like contributions 31,246 4,906 3,406 4,985 1,926 5,633 

         of which: Technical co-operation 12,862 2,172 1,957 1,956 894 2,741 

                   Developmental food aid (a) 1,081 49 45 44 - 718 

                   Emergency and distress relief (a) 2,163 71 205 74 164 340 
                   Contributions to NGOs 998 - - 334 76 -

                   Administrative costs 2,719 267 234 677 147 641 

      2. Development lending and capital 1,147 -130 233 1,568 53 -694 

         of which: New development lending 1,354 317 221 1,737 -63 -862 
   B. Contributions to Multilateral Institutions 15,932 1,530 2,218 2,806 1,454 1,939 

         Grants and capital subscriptions, total 15,969 1,530 2,229 2,806 1,461 1,956 

         of which: EC 4,748 881 1,327 - 718 -

                 IDA 4,060 281 346 1,307 291 700 
                 Regional Development Banks 1,549 131 170 573 110 -

II. Other Official Flows (OOF) net (C + D) 6,113 94 -482 3,975 -113 287 

   C. Bilateral Other Official Flows (1 + 2) 6,061 94 -193 3,854 -113 287 

      1. Official export credits (b) 837 - 507 -382 47 -335 
      2. Equities and other bilateral assets 5,224 94 -700 4,236 -159 622 

   D. Multilateral Institutions 51 - -288 121 - -

III. Grants by Private Voluntary Agencies 5,191 - 892 223 313 2,518 

IV. Private Flows at Market Terms (long-term) (1 to 4) 129,136 7,579 13,518 15,953 16,025 65,308 
      1. Direct investment 80,910 4,148 4,996 10,273 12,685 29,962 

      2. Private export credits 3,751 -960 1,534 - - 2,698 

      3. Securities of multilateral agencies -6,126 - 196 -1,411 - -3,768 

      4. Bilateral portfolio investment 50,601 4,390 6,792 7,090 3,340 36,416 
V. Total Resource Flows (long-term) (I to IV) 188,764 13,979 19,785 29,509 19,659 74,991 

   Total Resource Flows as a % of GNP 0.87 1.00 0.94 0.70 1.50 0.93 

For reference:  

GROSS DISBURSEMENTS  

   Official Development Assistance (c) 55,589 7,337 6,941 12,565 3,519 8,032 
      New development lending 7,437 818 1,238 4,774 3 7 

      ODA debt reorganization 3,780 1,651 362 273 295 446 

      Food aid, Total 1,881 106 160 44 - 907 

   Other Official Flows 22,700 788 1,738 11,458 185 2,912 
         of which: Official export credits 7,896 - 1,103 1,804 47 1,265 

                   Private export credits 19,280 - 5,184 - - 8,927 

COMMITMENTS  

   Official Development Assistance, total (c) 59,577 7,141 7,884 16,978 3,519 8,260 
      Bilateral grants, Total 30,692 4,496 3,856 5,382 1,926 5,761 

      Debt forgiveness 2,645 1,109 355 272 295 175 

      Bilateral loans, Total 12,833 1,115 1,263 9,185 132 488 

(a) Emergency food aid included with developmental food aid up to and including 1995 
(b) Including funds in support of private export credits 
(c) Including debt reorganisation 

（資料）OECD-DAC, Development Co-operation 1999 Report 
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②日本のＮＧＯの事業規模 

 

 ＤＡＣの統計と先にふれたＪＡＮＩＣのデータから日本のＮＧＯの事業規模を計算して

みると、おおまかなところ、図表 2-8で示したような結果となる。 

 市民活動団体としてのＮＧＯの事業規模 196 億円に対し、ＤＡＣの定義によるＮＧＯの

援助実績（ＮＧＯ自己資金プラス対政府ＮＧＯ補助金）は 445億円と約２倍となる。 

 ＮＧＯ自己資金による開発援助フロー約 200 億円、ほとんど、市民活動団体が担ってい

るのに対し、対ＮＧＯ政府補助金 246 億円のほとんどは、政府の外郭団体等の非営利団体

に流れている。 

 
図表 2-8 日本のＮＧＯの事業規模 

 ＤＡＣ統計では、ＮＧＯ補助金とＮＧＯ自己資金を含めた日本のＮＧＯ援助総額は、1996年、

97年に、それぞれ 4億 6800万ドル、5億 5700万ドルであり、為替レート（108.78円／ドル、

120.99円／ドル）で換算するとそれぞれ 430億円、460億円となる。 

 一方、ＮＧＯ推進センター（ＪＡＮＩＣ）の 96年度の調査によると国境を超えて草の根レベ

ルで協力活動を行う市民組織のうち主たる 217 団体の収入総額（政府補助金等・国連委託金を

含む）は 196億円であり、上記のＮＧＯ援助総額をかなり下回っている。 

 この差は、ＤＡＣ統計のＮＧＯには、市民組織としてのＮＧＯの他に、国際緑化推進センター、

海外技術者研修協会、日本体育協会、北九州国際技術協力協会といった中央政府、地方政府の関

係団体的な組織も入っているためだと考えられる。（ここではＤＡＣ統計（日本政府からのデー

タ供与による集計）やＪＡＮＩＣ調査で把捉できていない市民組織の分を考慮に入れずに計算し

ている。） 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 差額を市民組織ではない非営利団体の援助実績だとすると、政府補助金のほとんどは市民組織

ではない各種団体や政府関係団体で消化しており、市民組織としてのＮＧＯはＤＡＣ統計ほど補

助金を受け取っていないという結論となる。 

 なお、目立った対ＮＧＯ補助金としては外務省のＮＧＯ事業補助金があるが、96 年度交付実

績は 8.2 億円となっている。この他、外務省の草の根無償資金協力が行われている（96 年度実

績 45億円）が、これは主として現地のＮＧＯや地方公共団体を対象としており、日本のＮＧＯ

に対する協力の比率は低い（98年度に約４％で 2億円前後。なおこの年度の予算額 57億円）。 

また郵政省の国際ボランティア貯金があり日本のＮＧＯに配分されているが（98 年度配分額

12 億円）、ＯＤＡの対象外なのでＤＡＣ統計の対ＮＧＯ補助金には含まれていないと考えられ

る。 
 

ＮＧＯ事業規模 

 
ＤＡＣ統計 

（1996/97年平均） 

ＪＡＮＩＣ調査 

（1996年度） 
差額 

ＮＧＯ援助実績 445億円 196億円 249億円 

 ＮＧＯ自己資金 199億円 182億円＊ 17億円 
 対ＮＧＯ政府補助金 246億円 14億円 232億円 

＊国際ボランティア貯金 9 億円を含む。ＪＡＮＩＣ調査の内訳は構成比からの逆算によ
る。 
（資料）ＤＡＣ議長報告書、「ハンドブックＮＧＯ」、ヒアリング 
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③各国のＮＧＯ援助額の把握 

 

 図表 2-9と図表 2-10にＤＡＣ統計によって主要援助各国のＮＧＯ援助の規模と指標を整

理した。 

 ＮＧＯ援助といった場合、ＮＧＯ自己資金による援助とＮＧＯを通じた政府の開発援助

（すなわち、ＯＤＡのうちの対ＮＧＯ補助）を合計したものと考えるのが妥当である。1997

年のＤＡＣ諸国合計では、ＮＧＯ自己資金による援助は 46.3億円、ＮＧＯを通じたＯＤＡ

は 10.0億円である。ＤＡＣ統計によると国によっては日本のように前者が後者を上回って

いる場合もあれば、英国、オランダ、カナダのように後者が前者を上回っている場合もあ

る。統計把握上、問題なのは、米国などのように後者がＤＡＣによって把捉されていない

国があることである。そこで別の資料で対ＮＧＯ政府補助を補って、極力、ＮＧＯ援助の

総額を把握した図表を作成した結果が、図表2-9及びそれをグラフ化した図表2-10である。 

 本調査で総援助という用語を使うこととする。総援助とは、ＯＤＡとＯＤＡ自己資金を

足したもの、あるいは政府の直接ＯＤＡとＮＧＯ援助を合計したものである。 

 ＮＧＯ援助比率とはＮＧＯ援助を総援助で割った比率である。 

 ＮＧＯ援助の最大国は米国であり、その額は 39.1億ドルであり、第２位のオランダの 6.2

億ドルの５～６倍に達している（米国の場合 96 年データ）。これは、ＮＧＯ自己資金によ

る援助にせよ、対ＮＧＯ補助にせよ、いずれも米国の場合、最大規模の額を有しているか

らである。日本はＯＤＡでは世界最大の援助国であるが、ＮＧＯ援助では、5.6億ドルと第

３位である。 

 ＮＧＯ援助比率は、やはり、米国が、32.9％であり、２位のドイツの 19.9％、３位のオ

ランダの 18.8％を大きく上回っている。日本は 5.8％とＤＡＣ諸国平均 10.6％（米国等の

ＮＧＯ補助の推定値を考慮していない）の半分近くとなっている。日本のＮＧＯ援助比率

を下回っているのは、フランス、イタリアといった国である。スウェーデンも 10％以下と

それほど高くない。 
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図表2-9 ＯＤＡとＮＧＯ援助（1997年）

総援助 ODA
ＮＧＯ援

助
NGO経由

以外

NGO経由
（ＮＧＯ補

助金）

NGO自己
資金

ＯＤＡに占
めるＮＧＯ
経由割合

DAC合計 52952 48324 5626 47326 *998 4628
日本 9581 9358 557 9024 334 223
米国(96) 11886 9377 3909 7977 ①1400 2509
フランス(95) 8723 8443 304 8419 24 280
ドイツ 6749 5857 1342 5407 ②450 892
英国 3746 3433 389 3357 76 313
オランダ 3300 2947 620 2680 267 353
カナダ 2220 2045 312 1908 137 175
スウェーデン 1758 1731 136 1622 109 27
デンマーク 1666 1637 207 1459 **178 29
イタリア 1307 1266 60 1247 19 41
スペイン 1357 1234 203 1154 ③80 123
スイス 971 911 97 874 ④37 60
DAC合計 100.0 91.3 10.6 89.4 1.9 8.7 2.1
日本 100.0 97.7 5.8 94.2 3.5 2.3 3.6
米国(96) 100.0 78.9 32.9 67.1 11.8 21.1 14.9
フランス(95) 100.0 96.8 3.5 96.5 0.3 3.2 0.3
ドイツ 100.0 86.8 19.9 80.1 6.7 13.2 7.7
英国 100.0 91.6 10.4 89.6 2.0 8.4 2.2
オランダ 100.0 89.3 18.8 81.2 8.1 10.7 9.1
カナダ 100.0 92.1 14.1 85.9 6.2 7.9 6.7
スウェーデン 100.0 98.5 7.7 92.3 6.2 1.5 6.3
デンマーク 100.0 98.3 12.4 87.6 10.7 1.7 10.9
イタリア 100.0 96.9 4.6 95.4 1.5 3.1 1.5
スペイン 100.0 90.9 15.0 85.0 5.9 9.1 6.5
スイス 100.0 93.8 10.0 90.0 3.8 6.2 4.1
DAC合計 0.24 0.22 0.026 0.22 0.005 0.021
日本 0.23 0.22 0.013 0.21 0.008 0.005
米国(96) 0.16 0.12 0.051 0.10 0.018 0.033
フランス(95) 0.57 0.55 0.020 0.55 0.002 0.018
ドイツ 0.32 0.28 0.064 0.26 0.021 0.042
英国 0.29 0.26 0.030 0.26 0.006 0.024
オランダ 0.90 0.81 0.170 0.73 0.073 0.097
カナダ 0.37 0.34 0.052 0.32 0.023 0.029
スウェーデン 0.80 0.79 0.062 0.74 0.050 0.012
デンマーク 0.99 0.97 0.123 0.87 0.106 0.017
イタリア 0.11 0.11 0.005 0.11 0.002 0.004
スペイン 0.26 0.24 0.039 0.22 0.015 0.023
スイス 0.37 0.34 0.037 0.33 0.014 0.023

（注）構成比は、最右欄を除き総援助（ＯＤＡ計＋ＮＧＯ自己資金）を100とする％
　①96年のＯＤＡのうちのPVO経由額（DAC国別審査報告書98）
　②BMZ予算のうちのNGO配分額（9％）（"Stakeholders"）
　③中央政府からの年当たり受取額（DAC国別審査報告書98）
　④NGOが利用できる政府資金（"Stakeholders"）
　（以上①～④はＤＡＣ統計に対NGO政府補助金が計上されていない国の推定方法・資料）
　*ここでの推定を考慮しないＤＡＣの公表97年値
  **DAC統計では7であるが明らかに過少。それ以降余り変化のないと見なせる95年の
    ＮＧＯ経由政府援助額を掲げた（"Stakeholders"）。
　○以上の推定値は会計年度であり東欧などDAC対象外国も含んでいる場合も多いことに注意
（資料）DAC年次報告書、ＤＡＣ国別援助審査報告書
          OECD"Stakeholders:Government-NGO Partnerships for International Development"1999
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図表2-10 ＮＧＯ援助の指標

（資料）（注）同前

ODAとＮＧＯ援助（実額）（1997年）
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④各国ＮＧＯ援助の推移 

 

 ＤＡＣ諸国と比べ、日本のＯＤＡの対ＧＮＰ比は、1980年代から若干下回って推移して

いたが、最近、ＤＡＣ諸国のＯＤＡ実績が対ＧＮＰで低下してきており、日本は年によっ

て変動があるが、ＤＡＣ平均を上回る年もでてきている（図表 2-11参照）。 

 これと比べるとＮＧＯ援助の対ＧＮＰ比は、水準ではＤＡＣ諸国平均と日本はなお２倍

以上の格差があるが、推移では、日本の場合、対ＮＧＯ補助金の比率が上昇しているので、

ＮＧＯ自己資金を中心に減少が激しいＤＡＣ諸国平均に近づく傾向にある。 

 対ＮＧＯ補助金は1980年代半ばになってＤＡＣ諸国でもデータが得られるようになった

にすぎない。そこで、古くからデータの得られるＮＧＯ自己資金の額で 1974年からの対Ｇ

ＮＰの比率の推移をＤＡＣの主要国と比べたグラフを掲げた（図表 2-12参照）。 

 これを見ると、ＮＧＯ援助はＤＡＣ諸国平均では、1970 年代から安定して 0.3‰程度で

推移しており、0.25‰水準に低下したのは、1990 年代後半の新たな傾向であることが分か

る。一方、日本の場合は、1980 年代半ばまでは、0.02～0.03‰とごく低い水準で推移して

いたが、1980 年代の半ば以降、0.04 から 0.05 パーミルと水準はなお低いものの、徐々に

上昇傾向にあることが伺える。これは、先にふれたように日本の市民活動団体としてのＮ

ＧＯの歴史は、1979年から本格化し、80年代前半に国際ＮＧＯ支部も設立されたのと軌を

一にする推移である。 
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図表2-11 日本とＤＡＣ諸国の援助推移

ODA対GNP比（％）

NGO援助実績対GNP比（‰）

（注）（資料）図表2-13参照
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（資料）DAC開発協力年次報告書（～95年はOECD, Statistical Compendiumから収集）

図表2-12 NGO自己資金対GNP比の推移
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図表 2-13 主要援助国のＯＤＡ、ＮＧＯ援助の推移（ＤＡＣ統計） 

 

 

 

a.ＯＤＡ（百万ドル）
82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98

日本 3,392 4,058 6,488 9,049 9,069 10,952 11,151 11,259 13,239 14,489 9,439 9,358 10,640
米国 8,142 9,057 9,340 8,909 11,394 11,262 11,709 10,123 9,927 7,367 9,377 6,878 8,786
フランス 2,979 3,080 4,646 5,632 7,163 7,386 8,270 7,915 8,466 8,443 7,451 6,307 5,742
ドイツ 3,164 2,862 4,111 4,839 6,320 6,890 7,583 6,954 6,818 7,524 7,601 5,857 5,581
英国 1,705 1,480 1,804 2,616 2,638 3,201 3,243 2,920 3,197 3,157 3,199 3,433 3,864
オランダ 1,334 1,202 1,917 2,162 2,538 2,517 2,753 2,525 2,517 3,226 3,246 2,947 3,042
カナダ 1,313 1,628 1,790 2,334 2,470 2,604 2,515 2,400 2,250 2,067 1,795 2,045 1,691
スウェーデン 870 791 1,232 1,666 2,007 2,116 2,460 1,769 1,819 1,704 1,999 1,731 1,573
デンマーク 405 444 777 929 1,171 1,200 1,392 1,340 1,446 1,623 1,772 1,637 1,704
イタリア 822 1,115 2,509 3,403 3,395 3,347 4,122 3,043 2,705 1,623 2,416 1,266 2,278

ＤＡＣ計 26,904 28,443 38,221 46,400 54,495 58,561 62,720 56,498 59,156 58,894 55,438 48,324 51,888
b.ＯＤＡのうちＮＧＯを経由した額（ＮＧＯ補助金）（百万ドル）

82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
日本 21 102 69 103 110 107 132 152 266 236 334 257
米国
フランス 17 18 26 28 26 21 20 24 22 22
ドイツ 78 185 190 207 195
英国 7 8 12 12 23 19 48 61 66 65 76 111
オランダ 208 317 298 300 267 311
カナダ 64 159 196 226 262 252 128 123 175 153 137 151
スウェーデン 16 56 87 186 117 137 118 112 109 109 108
デンマーク 9 6 1 4 4 4 6 7 8 9 7 7
イタリア 20 65 109 25 5 34 19 17
ＤＡＣ計 14 203 593 756 1,001 972 885 874 973 1,053 1,010 998 1,037
c.ＮＧＯ自己資金（百万ドル）

82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
日本 27 71 87 115 103 168 190 159 213 216 232 223 203
米国 1,300 1,489 1,937 2,066 2,505 2,671 2,812 2,567 2,614 2,502 2,509 2,518 2,671
フランス 33 49 95 133 187 187 302 283 280 280
ドイツ 381 403 595 687 757 763 856 867 981 1,112 1,044 892 972
英国 92 154 206 251 327 379 439 451 535 484 382 313 408
オランダ 108 99 156 189 240 225 260 272 266 355 353 353 158
カナダ 128 156 185 228 254 270 270 284 273 286 302 175 155
スウェーデン 61 70 95 126 140 130 130 130 130 37 22 27 40
デンマーク 11 14 18 21 29 28 45 45 39 33 36 29 35
イタリア 3 8 14 31 0 0 108 50 57 25 31 41 40
ＤＡＣ計 2,317 2,741 3,674 4,138 5,077 5,403 6,005 5,692 6,046 5,973 5,568 5,191 5,375
d.ＮＧＯ援助（b.＋c.）

82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
日本 92 189 184 207 278 298 291 365 481 468 557 460
米国
フランス 112 150 212 214 328 304 300 304
ドイツ 765 942 953 1,063 1,062
英国 161 214 262 339 402 458 499 596 550 447 389 519
オランダ 480 582 653 653 620 469
カナダ 220 344 424 480 532 522 412 396 460 455 312 306
スウェーデン 86 151 213 326 247 267 248 149 131 136 148
デンマーク 22 25 23 32 32 49 51 46 41 45 36 42
イタリア 28 79 140 82 30 65 60 57
ＤＡＣ計 2,332 2,944 4,267 4,894 6,078 6,375 6,889 6,566 7,019 7,026 6,578 6,189 6,412
e.総援助額（a.＋c.）

82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
日本 3,419 4,129 6,575 9,164 9,172 11,120 11,341 11,418 13,451 14,705 9,671 9,581 10,843
米国 9,442 10,546 11,276 10,975 13,899 13,933 14,521 12,690 12,541 9,869 11,886 9,396 11,457
フランス 3,012 3,129 4,741 5,765 7,350 7,572 8,572 8,198 8,746 8,723
ドイツ 3,545 3,265 4,706 5,526 7,076 7,652 8,439 7,821 7,799 8,635 8,645 6,749 6,553
英国 1,797 1,634 2,010 2,866 2,965 3,580 3,682 3,371 3,732 3,641 3,581 3,746 4,272
オランダ 1,441 1,301 2,073 2,351 2,778 2,742 3,013 2,797 2,782 3,581 3,599 3,300 3,200
カナダ 1,441 1,784 1,975 2,562 2,724 2,874 2,785 2,684 2,523 2,352 2,097 2,220 1,846
スウェーデン 931 860 1,328 1,792 2,147 2,246 2,590 1,899 1,949 1,741 2,021 1,758 1,613
デンマーク 416 458 795 951 1,200 1,228 1,436 1,385 1,485 1,656 1,808 1,666 1,739
イタリア 826 1,124 2,524 3,434 3,395 3,347 4,230 3,093 2,762 1,648 2,447 1,307 2,318
ＤＡＣ計 29,221 31,184 41,895 50,538 59,572 63,964 68,724 62,191 65,202 64,868 61,006 53,515 57,263
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f.ＯＤＡ対ＧＮＰ比（％）
82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98

日本 0.31 0.31 0.30 0.31 0.31 0.32 0.30 0.27 0.29 0.28 0.20 0.22 0.28
米国 0.25 0.24 0.21 0.18 0.21 0.17 0.18 0.15 0.14 0.10 0.12 0.09 0.10
フランス 0.56 0.62 0.58 0.59 0.60 0.62 0.62 0.63 0.64 0.55 0.48 0.45 0.40
ドイツ 0.48 0.46 0.41 0.40 0.42 0.40 0.35 0.36 0.34 0.31 0.33 0.28 0.26
英国 0.36 0.33 0.29 0.32 0.27 0.32 0.30 0.31 0.31 0.28 0.27 0.26 0.27
オランダ 0.99 0.97 0.99 0.96 0.92 0.88 0.85 0.82 0.76 0.81 0.81 0.81 0.80
カナダ 0.43 0.50 0.48 0.47 0.44 0.45 0.46 0.45 0.43 0.38 0.32 0.34 0.29
スウェーデン 0.93 0.83 0.87 0.91 0.91 0.90 1.03 0.99 0.96 0.77 0.84 0.79 0.72
デンマーク 0.75 0.83 0.88 0.91 0.94 0.96 1.02 1.03 1.03 0.96 1.04 0.97 0.99
イタリア 0.20 0.27 0.37 0.40 0.31 0.30 0.34 0.31 0.27 0.15 0.20 0.11 0.20
ＤＡＣ計 0.35 0.34 0.33 0.33 0.34 0.34 0.34 0.30 0.30 0.27 0.25 0.22 0.24
g.総援助額対ＧＮＰ比（％）

82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
日本 0.31 0.32 0.30 0.32 0.31 0.33 0.31 0.27 0.29 0.29 0.21 0.23 0.28
米国 0.29 0.28 0.26 0.22 0.26 0.25 0.24 0.19 0.18 0.14 0.16 0.12 0.13
フランス 0.57 0.63 0.59 0.60 0.62 0.63 0.65 0.65 0.66 0.57
ドイツ 0.54 0.53 0.47 0.46 0.47 0.45 0.43 0.41 0.38 0.36 0.36 0.32 0.31
英国 0.38 0.37 0.33 0.35 0.31 0.36 0.35 0.36 0.36 0.33 0.31 0.29 0.30
オランダ 1.07 1.05 1.07 1.04 1.00 0.96 0.94 0.91 0.84 0.90 0.90 0.90 0.84
カナダ 0.48 0.54 0.52 0.51 0.49 0.50 0.51 0.50 0.48 0.43 0.37 0.37 0.32
スウェーデン 1.00 0.91 0.93 0.98 0.97 0.95 1.08 1.06 1.03 0.78 0.85 0.80 0.73
デンマーク 0.77 0.85 0.90 0.93 0.97 0.98 1.06 1.07 1.06 0.98 1.06 0.99 1.02
イタリア 0.20 0.27 0.37 0.41 0.31 0.30 0.35 0.32 0.27 0.15 0.20 0.11 0.20
ＤＡＣ計 0.38 0.37 0.36 0.36 0.37 0.37 0.37 0.33 0.33 0.29 0.27 0.25 0.26
h.ＮＧＯ援助対ＧＮＰ比（‰）

82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
日本 0.07 0.09 0.06 0.07 0.08 0.08 0.07 0.08 0.09 0.10 0.13 0.12
米国
フランス 0.14 0.16 0.18 0.18 0.25 0.24 0.23 0.20
ドイツ 0.64 0.63 0.56 0.54 0.56
英国 0.36 0.35 0.32 0.35 0.40 0.44 0.53 0.57 0.49 0.38 0.30 0.37
オランダ 1.55 1.76 1.65 1.64 1.70 1.23
カナダ 0.67 0.91 0.85 0.86 0.93 0.95 0.77 0.75 0.84 0.80 0.52 0.53
スウェーデン 0.91 1.06 1.16 1.48 1.05 1.12 1.31 0.67 0.55 0.62 0.67
デンマーク 0.42 0.28 0.22 0.26 0.25 0.36 0.39 0.33 0.24 0.26 0.21 0.25
イタリア 0.07 0.12 0.17 0.08 0.03 0.05 0.05 0.05
ＤＡＣ計 0.30 0.35 0.37 0.35 0.38 0.37 0.38 0.35 0.35 0.32 0.30 0.28 0.29
i.ＮＧＯ自己資金対ＧＮＰ比（‰）

82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
日本 0.02 0.05 0.04 0.04 0.03 0.05 0.05 0.04 0.05 0.04 0.05 0.05 0.05
米国 0.41 0.39 0.44 0.41 0.46 0.47 0.47 0.39 0.38 0.35 0.33 0.31 0.31
フランス 0.06 0.10 0.12 0.14 0.16 0.16 0.23 0.23 0.21 0.18
ドイツ 0.58 0.65 0.59 0.57 0.50 0.45 0.43 0.45 0.48 0.46 0.44 0.42 0.45
英国 0.19 0.35 0.33 0.30 0.34 0.38 0.42 0.48 0.51 0.43 0.33 0.24 0.29
オランダ 0.80 0.80 0.80 0.84 0.87 0.78 0.81 0.88 0.80 0.89 0.88 0.97 0.42
カナダ 0.42 0.47 0.49 0.46 0.45 0.47 0.49 0.53 0.52 0.52 0.53 0.29 0.27
スウェーデン 0.65 0.74 0.67 0.69 0.63 0.55 0.54 0.72 0.69 0.17 0.09 0.12 0.18
デンマーク 0.21 0.26 0.21 0.21 0.23 0.22 0.33 0.35 0.28 0.20 0.21 0.17 0.20
イタリア 0.01 0.02 0.02 0.04 0.00 0.00 0.09 0.05 0.06 0.02 0.03 0.04 0.03
ＤＡＣ計 0.30 0.32 0.32 0.29 0.32 0.32 0.33 0.30 0.30 0.27 0.25 0.24 0.24
j.ＮＧＯ援助対総援助比（％）

82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
日本 2.2 2.9 2.0 2.3 2.5 2.6 2.5 2.7 3.3 4.8 5.8 4.2
米国
フランス 2.4 2.6 2.9 2.8 3.8 3.7 3.4 3.5
ドイツ 13.8 13.3 12.5 12.6 13.6
英国 9.9 10.7 9.2 11.4 11.2 12.4 14.8 16.0 15.1 12.5 10.4 12.1
オランダ 17.2 20.9 18.2 18.1 18.8 14.7
カナダ 12.3 17.4 16.6 17.6 18.5 18.8 15.3 15.7 19.6 21.7 14.1 16.6
スウェーデン 10.0 11.4 11.9 15.2 11.0 10.3 12.7 8.6 6.5 7.7 9.2
デンマーク 4.9 3.1 2.4 2.7 2.6 3.4 3.7 3.1 2.5 2.5 2.2 2.4
イタリア 2.5 3.1 4.1 3.0 1.8 2.7 4.6 2.5
ＤＡＣ計 8.0 9.4 10.2 9.7 10.2 10.0 10.0 10.6 10.8 10.8 10.8 11.6 11.2
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k.ＮＧＯ補助金対ＯＤＡ比（％）
82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98

日本 0.5 1.6 0.8 1.1 1.0 1.0 1.2 1.1 1.8 2.5 3.6 2.4
米国
フランス 0.4 0.3 0.4 0.4 0.3 0.3 0.2 0.3 0.3 0.4
ドイツ 1.6 2.9 2.8 2.7 2.8
英国 0.4 0.5 0.4 0.5 0.7 0.6 1.7 1.9 2.1 2.0 2.2 2.9
オランダ 8.2 12.6 9.2 9.2 9.1 10.2
カナダ 3.9 8.9 8.4 9.2 10.1 10.0 5.3 5.5 8.5 8.5 6.7 8.9
スウェーデン 2.1 4.5 5.2 9.3 5.5 5.6 6.5 6.6 5.5 6.3 6.9
デンマーク 2.0 0.8 0.2 0.3 0.3 0.3 0.5 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4
イタリア 1.8 2.6 3.2 0.9 0.3 1.4 1.5 0.7
ＤＡＣ計 0.1 0.7 1.6 1.6 1.8 1.7 1.4 1.5 1.6 1.8 1.8 2.1 2.0
l.ＮＧＯ補助金対ＮＧＯ援助（％）

82/83 84/85 86/87 88/89 90 91 92 93 94 95 96 97 98
日本 22.5 54.1 37.5 50.0 39.5 36.0 45.3 41.7 55.2 50.4 60.0 55.9
米国
フランス 15.5 11.9 12.1 12.9 7.9 6.9 6.5 7.9
ドイツ 10.1 19.7 20.0 19.5 18.4
英国 4.1 3.9 4.5 3.7 5.6 4.2 9.7 10.3 12.0 14.5 19.5 21.4
オランダ 43.4 54.4 45.6 45.9
カナダ 29.2 46.3 46.2 47.1 49.2 48.3 31.1 31.0 38.0 33.6 43.9 49.3
スウェーデン 19.1 36.8 40.8 57.1 47.4 51.3 47.6 75.0 83.2 80.1 73.0
デンマーク 38.9 26.2 6.3 11.2 11.4 8.2 12.3 14.8 19.4 20.0 19.4 16.7
イタリア 70.4 81.9 78.1 30.5 16.0 52.3 31.7 29.8
ＤＡＣ計 0.6 6.9 13.9 15.5 16.5 15.2 12.8 13.3 13.9 15.0 15.4 16.1 16.2
（注）ＮＧＯ援助＝ＮＧＯ自己資金＋対ＮＧＯ政府補助金（ODAの一部）、訳語はODA白書（外務省）による
　　　総援助額＝ＯＤＡ＋ＮＧＯ自己資金
　　　NGO自己資金：Grants by NGOs(or Private Voluntary Agencies)
　　　対NGO政府補助金：Contributions to NGOs（Bilateral Official Development Assistanceの一部）
（資料）DAC開発協力年次報告書（～95年はOECD, Statistical Compendiumから収集）
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⑤ＮＧＯ援助を支える基盤 

 

 次に、以上で見てきた日本のＮＧＯ援助のレベルの低さが何に起因しているかであるが、

ＮＧＯを含むＮＰＯに対する寄付税制等があげられることもあるが、より基本的には、や

はりボランティアの風土の違いに基づくものであろう。 

 各国でどの程度ボランティア活動が盛んであるかを図る指標として、各国の国民がボラ

ンティア活動あるいはコミュニティ活動に割いている生活時間を図表 2-14に示した。この

結果は、各国毎に実施されている生活時間調査によっており、必ずしも定義上の統一を図

って実施されているものではないことには注意が必要である。 

 
ボランティア・コミュニティ活動時間（週当たり時間）

　　　　　　　　単位　時間：分
男 女 年次 活動名

オーストラリア 2:06 2:10 1992 ボランティア・コミュニティ活動
カナダ 2:42 2:48 1992 ボランティア・コミュニティ活動
ドイツ 1:24 0:56 1991-92 ボランティア活動

オランダ 2:20 1:45 1988 団体・ボランティア活動
スウェーデン 0:54 0:43 1990-91 ボランティア・コミュニティ活動

英国 1:17 1:45 1995 ボランティア活動
日本 0:28 0:28 1996 社会的活動

（資料）OECD, Household Production in OECD Countries, 1995
　　　　ONS Omnibus Servey 1995（英国）
　　　　総務庁「社会生活基本調査」（日本）
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図表 2-14 
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 このボランティア活動時間とＮＧＯ援助比率（ＯＤＡとＮＧＯ自己資金援助の合計に占

めるＮＧＯを経由したＯＤＡとＮＧＯ自己資金援助の合計）との相関図を図表 2-15に示し

た。 

 これを見ると、ボランティア活動時間の長い国ほどＮＧＯ援助比率が高いという関係が

成立している。やはり、社会的参加活動に国民、市民がどれだけ自由時間を割いているか

がＮＧＯ活動の基本となっており、ＮＧＯ活動がどれだけ活発かによって、ＮＧＯ援助比

率は決まってくるのだといえよう。 

日本はデータの得られた７カ国のうち、ボランティア活動時間、ＮＧＯ援助比率ともに

最低である点が目立っている。 

 

 

 

（注）ＮＧＯ援助比率＝（ＮＧＯ補助金＋ＮＧＯ自己資金）÷（ＯＤＡ＋ＮＧＯ自己資金）

　　　NGO援助比率はドイツ93年値、カナダ95～97年平均、その他97年値

　　　オーストラリアのＮＧＯ補助金はＤＡＣ統計ではなく”Stakeholders”の

対ＯＤＡ比率6.6％（96～97年）による

（資料）ボランティア活動時間（各国生活時間統計、上掲）

　　　　 ＮＧＯ援助比率（ＤＡＣ統計等、前掲）

図表2-15 ボランティア活動時間とＮＧＯ援助比
率の相関
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（２）援助国のＮＧＯ活動 

 

①北のＮＧＯの歴史と役割 

 

 援助国のＮＧＯ（北のＮＧＯ）の歴史は、16 世紀以降の宣教師活動に淵源を有するが、

近代的な世俗のＮＧＯのおこりは、戦争をきっかけとした救援運動にあった。最初の例と

してはクリミア戦争をきっかけとした国際赤十字が有名であるが、その後もスペイン内乱、

第１次・第２次世界大戦等をきっかけに多くの国際ＮＧＯが誕生している（図表 2-2参照）。 

 ＮＧＯの戦略とアイデアのある部分は人権運動、環境運動、女性運動から得ており、ま

た、理想や人材の源のかなりの部分は、1960年代に設立されたボランティア送出団体にあ

った。 

 ＮＧＯに対する各国政府の見方の変化については、1970年代までは、緊急援助努力に注

目していたが、1970年代末以降、ＯＤＡが貧困緩和に期待通りの効果を与えられないと言

う状況を踏まえて、ＮＧＯが以下のような開発スキルを有する点に着眼するようになった。 

 

・ＮＧＯはコミュニティ・レベルの自助努力を組織・動員しうる。 

・ＮＧＯは低コスト、サステナブルな開発手法を取りうる。 

・ＮＧＯはプライマリー・ケア、公教育以外の教育等の社会開発に特別のスキルを有す。 

・ＮＧＯは雇用創出型技術、貯蓄、信用を開発している。 

・ＮＧＯは政府では不可能なところで革新的かつ素早い。 

・ＮＧＯは実践的な形のエンパワーメントと参加の価値を示しうる。 

 

 さらに 1970年代から 80年代にかけて、ＮＧＯの以下の２点の役割に各国政府は期待を

かけるようになった。 

 

・ＯＤＡへの国民の支持に役割を果たす。 

・海外でのパートナーシップが現地の市民社会セクターを強化し、地域開発政策、ガバナ

ンス、民主主義に寄与する。 

 

 しかし、ＮＧＯに対する見方は、政府の見方においても、ＮＧＯによる自己認識におい

ても、常にブレがある。 

 政府の見方は、上記のようなＮＧＯの有効性を認めるときもあれば、単なる安上がりな

下請け組織とみなす場合もある。 

 ＮＧＯの自己認識としても、サービス提供者、変化のエージェント、貧困者の側にたっ

たアドボケイト（提言者、唱道者）としての役割でゆれ動き、またＯＤＡの補完物として

行動することもあれば、ＯＤＡの批判者、ウォッチドッグとして行動することもある。 
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とはいえ、世界的には 1990年代初頭からＮＧＯと政府との協働は深まってきている。その

中で、「市民社会」と「政府」の対話を続けることが重要であることが合意されている。 

ＮＧＯと政府の関係に関しては、３つの論点が議論されている（図表 2-16参照）。 

 

図表 2-16 最近の国際的な政府・ＮＧＯ関係の動向 

まえがき（所長 Jean Bonvin）より 
 
 政府とＮＧＯとは、1990 年代初頭以降、共通の開発目標へ向けた協働を大きく進展させてき
た。ＯＥＣＤのＤＡＣ諸国は開発政策やプログラムの立案に関してＮＧＯの参加を顕著に増加さ
せてきた。また、ＮＧＯの多くはパートナーとしての有効性を改善する努力を継続し、成功をと
げてきた。特に目立っているのは、相互に敬意を払いながらパートナーとして協働することにか
んする進歩である。1996 年のＯＥＣＤ閣僚級会議で採択され、それ以降国際的に受け入れられ
ている「開発パートナーシップ戦略」の諸目的が達成されるべきものである限り、このパートナ
ーシップ・アプローチは、必要なものである。 
 この刊行物は、ＤＡＣと緊密に協調しながらＯＥＣＤ開発センターによって組織された「開発
のためのステークホルダー：２１世紀パートナーシップ戦略に関する政府とＮＧＯとの対話」と
いう題の非公式会合での論文と議論をまとめたものである。この会合の目的は、市民社会と政府
との間で開かれた対話を促進し続けることにある。英国の国際開発庁次官 George Foulkesは冒
頭の挨拶の中で、この戦略、とくに中心をなすパートナーシップという考え方が開発コミュニテ
ィの中で果たす役割の重要性について強調した。最近のＯＥＣＤの報告書ではパートナー間の継
続的な対話の必要性について指摘している。例えば、1997 年のＯＥＣＤの研究「２０２０年の
世界経済：新しい地球時代へ向けて」は、ＯＥＣＤの政策対話活動は、合意づくりを強化するた
めすべての関係するプレイヤーの間の幅広い対話となるよう努めるべきだとしている。「開発パ
ートナーシップ戦略」はまたサステナブルな開発と貧困削減のための開発を支えるための市民社
会の戦略的な役割を強調している。 
 ステークホルダーにとって特に重要な問題が３つその会合で提起された。 
 第１に、評価に対する過剰な強調の結果、主要なＮＧＯが自らの活動を評価するに当たって活
動成果を単純に計測する傾向がもたらされている。この成果主義ともいうべきものは、２つの好
ましからざる結果を生んでいる可能性がある。まず、ＮＧＯは自らの活動を受益者の真のニーズ
に基礎をおくものからドナー（寄付者）に簡単に説明できる活動にシフトさせる可能性がある。
また、成果だけによって計測される簡単な「成功」によって余りに「イージーに」影響され、誤
りから学ぶことを許すようなより深い評価を避ける可能性がある。 
 第２に、マッチング・ギフトから委託契約といった政府とＮＧＯとの資金面の関係の発展は、
重大な、かつ予期せざるインパクトを与えてきている。現行の政府の贈与授与方式では、ＮＧＯ
はますます委託契約を求めて競争することとなる。この傾向が進めば、ＮＧＯは、そもそもＮＧ
Ｏをパートナーとして魅力あるものとしていた市民社会の代表者としての役割から、サービス供
給者、あるいは安上がりな政府実施機関に変化してしまう。 
 最後に、ＯＥＣＤ諸国においては、開発目標へ向けた幅広い参加を促すため、政府とＮＧＯと
が連携して普及啓蒙活動を活発化して開発問題に関する世論形成に当たる重要性がますます認
知されている。 
 
（資料）OECD Development Center（1999）, Stakeholders: Government-NGO Partnerships 
for International Development 

 

 第１に、評価に対する過剰な強調、成果主義の行きすぎが、安易な指標作成に結びつき、

開発問題の掘り下げを阻害している可能性がある。 

 第２に、資金面での協力が進むにつれて、ＮＧＯが安上がりな政府実施機関へ変化して

しまう懸念がもたれている。 

 第３は、これは懸念ではないが、ＮＧＯと政府が連携して普及啓蒙活動に当たり、開発
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問題に関する世論形成を促進する必要性が論議されている。 

第２の点に関しては、進みつつあるＮＧＯへの間接費補助の妥当性も１つの論点となって

いる（図表 2-17 参照）。このような政府補助に関する課題は、日本の場合、市民活動

団体としてのＮＧＯに関しては、政府補助額自体はそれほどではないが、後に見るよ

うに寄付収入自体が落ち込んでいるため、大きく意識されてきている。 

 ＮＧＯについての論議は、高速道路のクルマについての論議と似ていると言われる。新

旧大小のクルマ、荷物の多寡と様々であり、小さいクルマは大きなクルマより早く、効率

的であるが、状況に左右されやすい。またコストだけが問題なのではない。重要なのは、

全てが走っており、今日の高速道路の写真は明日の同じ高速道路の写真とは異なっている

ことを理解することである。 

 

図表 2-17 ＮＧＯの間接費に対する政府補助（特定国） 

 
オーストラリア： ５％、海外作業のみ、本部はなし 

カナダ： 

 

７．５％（マッチング贈与プロジェクト・プログラム）、二国間プロジェク

トでの交渉の余地あり 
デンマーク： ７％（開発プロジェクト）、５％（緊急援助）、１０％（ボランティア） 

ＥＵ： ６％ 

フィンランド： １０％（最近６％から） 

フランス： １０％ 

日本： ゼロ 

オランダ： ７．５％（協調融資）、１～３％（緊急援助） 

ノルウェイ： ６％（開発プロジェクトの本部間接費）、５％（緊急援助）、プロジェクト

の追加的な運営費用 
スウェーデン： ９．６％ 

スイス： １０％（プロジェクト）、１３％（プログラム）、１５％（緊急援助） 

米国： 一般的に「約定間接費率協定」による（実際ベースから個々のＮＧＯ毎に

算出） 
 

（注）こうした数値はすべての国で、特に政府のためにＮＧＯが実施する２国間プロジェクトで、

例外がある。何が正当な、あるいは規定にもとづく間接費かの定義については、いずれの国でも、

あるいは国どうしでも一貫性はない。 
（資料）OECD Development Center（1999）, Stakeholders: Government-NGO Partnerships 
for International Development 

 

②ＮＧＯに対する政府の資金協力の発展段階 

 

資金面でのＮＧＯに対する政府の協力については、「①北のＮＧＯの歴史と役割」でもふ

れたが、ここで、もう少し詳しく見ておくこととする。 

資金面でのＮＧＯに対する政府の協力は、大きく言って３段階の発展を遂げてきている。 
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ａ．マッチング・グラント（協調資金供与） 

 ＮＧＯへの資金協力は、当初は、制約のないグラントとしてはじまり、報告義務も限定

的であったが、1960年代はじめにドイツで、マッチング・グラント方式が開発されるとそ

れが普及し、1960年代には、ほとんどのＯＥＣＤ諸国で採用されるに至った。この場合、

援助プログラムや援助プロジェクトの企画はＮＧＯ主導であり、政府の要求は、基本的条

件のみにとどまっていた。 

 

ｂ．政府による資金枠の設定 

 政府の要求に対応したＮＧＯ援助を誘導するため、地域別、あるいは分野別の資金枠が

設けられることとなった。地域別ニーズに対応した資金枠の例としては、マルコス後のフ

ィリピン、1989年後の東欧、1994年半ばの戦後モザンビークなどがあげられる。分野別資

金枠としては、ジェンダー、環境、民主教育といった分野の特別資金枠が設けられた。さ

らに、こうした資金枠とダブらせて、重要度に応じた補助率の傾斜配分が行われることと

なった。通常２分の１補助、３分の１補助が、特別補助枠では 90％補助、あるいは 100％

補助というように援助の目的に応じた誘導が行われる。 

 1980年代末までには、こうした方式が、多くの国で支配的となった。 

 なお、平行して、以下のような例でも分かる通り緊急援助でのＮＧＯの活用が進んだ。 

1990年代始め 英国 食料援助の 75％がＮＧＯ経由 

 〃 スウェーデン 緊急援助の 40％がＮＧＯ経由 

1996年 フランス 緊急援助の 46％がＮＧＯ経由 

 〃 ＥＵ ＥＣＨＯ（欧州委員会人権事務所）の援助の半分

はＮＧＯ経由 

1992～97年 ＵＳＡＩＤ 

（世界最大の緊

急援助予算） 

緊急援助予算の 60％はＮＧＯ経由で支出 

 

ｃ．ＮＧＯへの援助事業委託 

 ２国間援助をＮＧＯへの委託契約で実施するというＯＤＡ手法が登場し、これ自体３つ

の段階を経ながら展開してきている。 

 まず、こうした事業委託が、長年にわたって、米国では通常のケースであったが、スイ

ス、カナダ、その他の国でも追従することとなった。ベルギー、デンマーク、米国では、

1990年代半ばまでにＯＤＡの 15％以上がＮＧＯ経由となった。 

 次に、こうした委託は、当初は随意契約であったが、米国、カナダ、フィンランドとい

った国では、ＮＧＯ自体が相互の競争や民間企業との競争に乗り出すこととなった。こう

した展開の中で、ＮＧＯ固有のアイデア、スタイル、能力、革新は、政府の考える優先順

位、基準、ペースに比べ、重要性が低下することとなった。 

 さらに、1993年に”Reinvesting Government”という書物がベストセラーになり、「結果

重視の政府」「結果を計測できなければ、失敗から成功を学べない」という考え方が、援助
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の分野においても多くの国で影響を与えた。この結果、ＵＳＡＩＤがはじめて「効率的、

効果的、そして結果志向の組織となること」を宣言し、政府とＮＧＯとの間でも出来高契

約（output contracting）に近い新しいタイプの契約が志向されてきている。社会開発とい

う長期的な成果が重要な分野ではあるが、橋梁建設のような短期的な出来高契約と同様の

状況が出てきているのである。 

 当然、ＮＧＯの側からも、ＮＧＯの使命を忘れるなという議論や政府への従属を余儀な

くさせるようなこうした手法への批判が出されているが、当初の使命を遂行するためにも

財政的維持を確保する必要から政府の委託事業を活用するといった観点を抱くＮＧＯもあ

る。 

 

③スーパーＮＧＯ 

 

 次に、世界的なＮＧＯ活動の近年の特徴の１つとして注目されているスーパーＮＧＯの

動きについてふれておくこととする。 

 スーパーＮＧＯとは、世界各国に支部を持つ英米出身が中心の国際的大規模ＮＧＯのこ

とであり、収入規模の大きな順に例を挙げると世界最大規模のWorld Vision、CARE、Foster 

Plan（Plan International）、Oxfam、Save the Children Alliance（ISCA）、Médecins sans 

Frontières（MSF）などであり、世界的な収入規模で 2.5億ドルから 5.9億ドルの規模を有

している。最近では北の諸国だけでなく、タイや韓国といった南の諸国でも支部を有し寄

付を集めてはじめているスーパーＮＧＯもある。 

 こうしたスーパーＮＧＯの収入源としては、各組織によって性格は異なるが、里親シス

テムや緊急援助などの政府の資金協力が大きな要素となっている。里親システムは驚異的

な成長を遂げたファンドレイジング手法であり、里親システムを採用している主要なスー

パーＮＧＯであるWorld Vision、Foster Plan、Christian Children’s Fundは 1982年に

70万の子供の里親を仲介していたが、1996年には 448万人の規模に達している。1960年

代までは米国中心であった Foster Planは、現在世界各国に支部を有するに至っており、米

国の集金シェアは最大ではあるが、11.7％と低くなっている。日本が世界第２の集金国であ

り、その成長は驚異とみなされている。そもそも「寄付を集めるのが困難である点で悪名

高い」日本で里親システムだけは急激な拡大を見たのである。日本では、World Vision も

1997年に２万人の里親を集めている。 

 世界のＮＧＯ団体の中には、1990 年代に入って財政的に苦しくなり、同情疲れ

（compassion fatigue）を語るものが多いが、スーパーＮＧＯは、対照的に、成長を続けて

おり、むしろ、中小のＮＧＯのシェアを食う形でスーパーＮＧＯが伸びている側面が無視

できない。ネームバリューや里親システムと緊急アピールの組み合わせによってスーパー

ＮＧＯは規模の経済を発揮しており、専門性においても、また一国組織では不可能な相互

の財政的、政治的な支援においても優位にある。 
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④米国のＮＧＯ 

 

 以下、箇条書き的に世界的に影響力の大きな米国のＮＧＯについての背景や特徴、政府

との関係について整理する。 

 

ａ．ＮＧＯの状況 

・米国のＮＧＯは一般にＰＶＯ（Private and Voluntary Organization）と呼ばれる。 

・米国のＰＶＯは世界のＮＧＯ活動の中心（数、援助規模）。 

・1913年の個人所得税、法人所得税の導入前にビッグ・ビジネスのフィランソロピー普及

が進み、カーネギー、セージ、ロックフェラー財団が設立されていた。 

・1930年代の福祉国家の成長がＮＰＯセクターを促進し、1936年税法は寄付を所得税から

免除した。ＮＰＯへの寄付は、個人からが 79.5％、財団 8％、遺贈 7％、企業 5％である

（93年推定）。 

・ＮＧＯは第１次大戦、第２次大戦後のニーズ、及び 1960 年代～70 年代の平和部隊とそ

のＯＢからの刺激で成長した。 

・1997年 10月現在、ＵＳＡＩＤ登録ＰＶＯは 424団体（厳密ではないが「国際関係」Ｎ

ＰＯは 1,515団体）。 

・ＵＳＡＩＤ登録ＰＶＯの源泉別収入内訳は図表 2-18の通り。ＵＳＡＩＤ登録ＰＶＯの海

外プログラム関係収入額は 42.2億ドル（95年）。 

 

図表 2-18 米国ＰＶＯの源泉別全収入 
                                           単位：千ドル、％ 

 90 会計年度 構成比 95 会計年度 構成比 増加率 

ＵＳＡＩＤ運賃補助 2,324 0 2,787 0 20 

ＰＬ４８０運賃補助 96,275 2 127,402 2 32 

ＰＬ４８０援助食糧 255,370 5 278,668 4 9 

ＵＳＡＩＤ補助 382,332 8 802,736 11 110 

ＵＳＡＩＤ契約 107,761 2 229,325 3 114 

他の政府補助 219,929 5 364,355 5 66 

他の政府契約 33,041 1 86,621 1 162 

他国政府及び国際機関 179,918 4 488,362 7 171 

現物寄付 566,000 12 1,200,139 17 112 

民間寄付金 2,109,000 44 2,405,946 33 14 

事業収入 792,648 17 1,236,127 17 56 

援助及び収入合計 4,744,053 100 7,222,472 100 52 

（資料）OECD Development Center（1999）, Stakeholders: Government-NGO Partnerships for 

International Development 

（原資料）「海外援助・開発に従事した米国のボランタリー団体（ＵＳＡＩＤ登録団体） 

に関する報告書」ＵＳＡＩＤ民間・ボランタリー協力事務所、1992・1997 

 

・ＮＧＯの規模格差は大きい。政府補助、現物を含む収入額で、１億ドル以上が 14ＰＶＯ、
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5000万ドル～１億ドルが 21ＰＶＯ（図表 2-19参照）。 

・ＰＶＯのＵＳＡＩＤへの依存度は様々である。 

CARE  民間寄付金 0.5億ドル（グロスの 11％） 

   42％は食糧及び運賃 

    6％は現物寄付 

Catholic Relief Service 

  民間寄付金 17％ 

  米国政府の補助と契約 26％ 

  ＵＳＡＩＤ食糧及び運賃 46％ 

Christian Children’s Fund 

  民間寄付金及び事業収入 95％ 

 

 図表 2-19 米国の主要ＰＶＯ 

 収入（億

ドル） 
備考 

CARE（ Cooperative for American Relief 

Everywhere） 

4.6 1945成立、欧州の援助物質 

Catholic Relief Service 2.7 1943成立、カソリックの公式な海

外援助機関 

Institute of International Education 1.4  

Christian Children’s Fund 1.11  

Project Hope 1.2  

Adventist Development and Relief Agency 0.6  

Children International 0.53  

International Executive Service Corps 0.7  

International Rescue Committee 0.82  

（資料）OECD Development Center（1999）, Stakeholders: Government-NGO Partnerships for 

International Development 

 

・ＰＶＯの主要関心は 1960 年代半ばまでは緊急援助と難民救済にあったが、1970 年代に

開発プログラムへの大きなシフトを行った。大手ＰＶＯのうちのいくつかは直接オペレ

ーションを行っている（CARE、Catholic Relief Service、World Vision、Save the 

Children、Childreach（以前の Foster Parents Plan））。その中には、他の北のＮＧＯか

ら遅れて南のＮＧＯへの支援へ動いてきているものもある。 

・ＰＶＯの顧問委員会によれば、「米国ＰＶＯ業界の中の議論で南のＮＧＯとの関係の変化

ほど重要となっているシングル・イシューはない。」 

 

ｂ．政府とＮＧＯの関係 

・ＰＶＯによる民間援助推定 24億ドル、ＯＤＡのうち 14億ドルはＰＶＯ経由（1996年）。
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前者は、ＤＡＣ統計のＮＧＯ自己資金 25億 900万ドルにほぼ匹敵。後者はＤＡＣ統計で

は未計上。 

・ＰＶＯは政府資金への依存度を低めている。1997年米国ＰＶＯが受け取った民間支援額

は 63 億ドルであり、食料援助を含むＵＳＡＩＤからの支援額（ＰＶＯによる推定で 12

億ドル）の５倍以上であった。 

・政府はＵＳＡＩＤ／ＰＶＯパートナーシップ（連携）政策を推進している。 

・２国間ＯＤＡに占めるＮＧＯを通じた援助の割合は、推定によれば、1994年の約 27％が

95年には 30％をこえ、97年には更に上昇している。1995年にゴア副大統領が社会開発

サミットで宣言した New Partnership Initiative（NPI）では、ＮＧＯ（自国及び途上国）

を通じた国際開発援助を 40％にまで引き上げるとしている。 

・ＵＳＡＩＤと独立ボランタリー・セクターとの相互関係については、法に基づき、「ボラ

ンタリー海外援助顧問委員会」が助言している。 

・米国におけるＰＶＯ及びその関連団体の連合組織として最大なのは、InterActionであり、

153のメンバー団体からなっている。 

・US General Accounting Officeによる米国ＰＶＯ活動の総括的研究によれば、ＰＶＯは

コミュニティ・ベースの開発プロジェクトにおいて一般的に効果が高い反面、政府や部

門別公共機関との協力や開発促進的な環境をつくるために必要なマクロ経済政策的改革

に対する幅広い経験には欠けている。しかし、こうした分野に活動の手を広げつつある

ＰＶＯもある、とされている。 

 

⑤その他諸国 

 

その他諸国のＮＧＯの活動については、資料編のⅠを参照されたい。ここでは、いくつ

かのポイントのみにふれておくことにする。 

 

・ＮＧＯ団体が長い歴史をもち、団体として成熟し、また全国のネットワーク組織もしっ

かりしている諸国（英米、ドイツ、オランダ、スイスなど）では、ＯＤＡとＮＧＯとの

連携、ＮＧＯを通じたＯＤＡ援助が進んでいる。その結果、ＮＧＯ援助の評価について

も取り組みが進んでいる。 

・フランスの援助は、外交政策と緊密に結びついており、ＮＧＯへの政府の資金援助は規

模が小さい。 

・英国では日本の国際ボランティア貯金を上回る資金が全国くじから開発ＮＧＯに配分さ

れており、「大人の対応」を感じさせる。 

・カナダでは、ＮＧＯへの独特な方式でのマッチング・グラント（資料編ⅡＡ(1)参考を参

照）や地方分権化されたＯＤＡなど革新的な試みを行ってきたが、近年、大きな見直し

がなされ、政府のＮＧＯ支援も財政的に削減され、苦境に陥るＮＧＯも出ている。ここ
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での地方分権化されたＯＤＡとは、州単位の援助フォーラム（連携組織）が政府、州政

府から資金協力を得て、援助資金の配分をしていたことを指す。各州から首都への移動

費用の高さや官僚制の打破がそうしたやり方が成立する要因だったと言われる。 

・スペインやイタリアなど、ＮＧＯ団体の歴史と伝統の弱い国では、地方レベル、都市レ

ベルの地方政府やＮＧＯの活動が盛んである。 

・イタリアではもともと地方レベルの力が相対的に強いことに加えて、対岸のボスニア再

建に関わる市民活動の盛り上がりが背景として指摘できる。 

・スペインでは、94年に「0.7％プラットフォーム」（0.7％とは国連が掲げるＯＤＡの対Ｇ

ＮＰ比目標）の運動が起こり、同年起こったルワンダの悲劇への反応もあってＮＧＯへ

の民間寄付も目立って増加した1。また、多くの地方政府が開発援助に予算の 0.7％を割

くと決定した。 

・日本の場合は、ＮＧＯ活動の成熟した国におけるような政府とＮＧＯとの「大人の関係」

が成立していないが、また、イタリア、スペインといったＮＧＯ活動では若い国と呼ぶ

べき国のような地方レベルでのＮＧＯ活動や自治体の援助活動への盛り上がりも見られ

ない。日本の場合、西欧と異なって貧困や難民の課題が深刻なアフリカや東欧から遠く、

アジアの中でも貧困問題の深刻な南アジアから遠いといった地理上の位置関係も大きく

影響していることが考えられる。 

・文献では、日本において、準政府起源の団体（外郭団体）の「ＮＧＯ」援助におけるシ

ェアの大きいことが指摘されているが、他の援助国では、それに匹敵する団体の存在が

見えない。市民起源のＮＧＯ団体が同様の機能を果たしているとも考えられるが、なお

更なる検討の必要がある。 

 

 

参考文献 

 

OECD Development Center（1999）, ”Stakeholders: Government-NGO Partnerships for 

International Development” 

 

OECD-DAC(1998), “Development Co-operation Review Series: United States” 

 

外務省（1995、1996）、ＯＤＡ白書 

                                                   
1 ある研究によるとルワンダの緊急事態に対するスペイン市民の１人当たり拠出はヨーロッパ

で最大であった。 
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３．日本のＮＧＯ団体の意向 

 

 今回調査の中で、ＮＧＯ活動センター（ＪＡＮＩＣ）と関西ＮＧＯ協議会という関東と

関西のネットワーク型ＮＧＯ団体の代表者にインタビューした。その結果は、下の図表 2-21

のヒアリングまとめ（ＮＧＯ関係）（及び資料編ⅡＡ）に記したが、ポイントについてふれ

ることにする。 

なお、ＮＧＯについては、地方公共団体との関係について、「幼い難民を考える会（ＣＹ

Ｒ）」にもヒアリングを行ったが、これについては、後段の第５章１（３）にふれることと

する。 

 

ａ．ＮＧＯネットワーク 

 全国を統括するＮＧＯネットワークについては、1987年に関東と関西で動きが開始され

た。関東では、全国レベルのＮＧＯ推進を使命とするが個人としての資格の理事が組織を

運営するＪＡＮＩＣが活動の中心となり、全国にも加盟団体を広げ、大手ＮＧＯの多くが

参加しているので全国代表組織としての性格もあわせもつ形になっている。関西では、全

国協議会への発展を前提に、関西ＮＧＯ協議会が結成され活動の中心となっているが、関

東との考え方の相違からその線での全国化にはいたっていない。 

 1998年には、ＪＡＮＩＣ、関西ＮＧＯ協議会、名古屋ＮＧＯセンター他、各地域のネッ

トワーク型ＮＧＯが「ネットワークＮＧＯ全国会議」を結成している。 

 

ｂ．ＮＧＯの定義 

 国際開発協力に従事する非営利団体であるからといって、必ずしもＮＧＯとはいえない

という立場を両方のネットワーク団体とも有している。まず、市民活動団体であるか、が

問題とされ、さらにまた市民活動団体であるといってもその独立性を問題としている点で

共通点がある。 

 ＪＡＮＩＣでは「政府にＮＯを言いうるか」を重視し、外形標準では自己資金比率 25％

以上を基準としている。関西ＮＧＯ協議会では「人間的交流」「ボランティア性」を重視し、

東京ではＮＧＯくずれが多いと補助金集めや募金活動ばかり上手なＮＧＯに批判的な立場

をとっている。 

 

ｃ．ＯＤＡとの関わり 

 ＮＧＯとＯＤＡとの関係については、ＪＡＮＩＣと名古屋ＮＧＯセンターが「ＯＤＡ中

期政策への提言」を 1999年 6月に提言活動の一環として発表しており、立場が明確に分か

る資料として貴重である（資料編Ⅳに本文）。図表 2-20 に論点をまとめたが、理念として

は、ＯＤＡを成長重視から社会開発・環境重視へ転換すること、市民社会の役割を重視す

ることを求めているとともに、実際的には、ＮＧＯとＯＤＡとの間の人事交流を強調し、
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また援助に関わる情報公開と評価を重視し、そこにＮＧＯが参加するスキームづくりを訴

えている。 

 関西ＮＧＯ協議会では、現場の視点、地方の視点を強調する立場から、援助国、被援助

国とも相互に地域レベルで交流、連携していくことを強く訴えている（２．（２）⑤のカナ

ダの事例参考）。 
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図表 2-20 ＯＤＡ中期政策への提言（ＪＡＮＩＣ、名古屋ＮＧＯセンター） 

1999年 6月 23日 

 内容一般 政府とＮＧＯの連携と分担 

１．理念と目標

の明確化 

（理念の明確化） 

・成長重視から社会開発・環境重視へ 

・国家重視から市民社会重視へ 

・憲法前文引用 

（目標の明確化） 

・数値目標の明示 

 

２．ＯＤＡの重

点分野と実現

のための方策 

（社会開発分野） 

・「20：20協定」を被援助国と締結 

 （円借款を含まず計算） 

（環境分野） 

・ＯＤＡ全体のうち 20％以上を環境

保全・自然資源保護などに 

 

・「社会開発ＮＧＯ・ＯＤＡパートナ

ー基金」（仮称）の設置 

 

３．人材の育成

と確保 

・ＯＤＡに関わる人員の増加 

・開発関連海外経験者等の契約ベース

での受け入れ 

 

・ＮＧＯ経験者を政策機関、実施機関、

教育機関に受け入れ 

４．ＯＤＡ実施

体制 

（ＯＤＡ政策・実施の一元化） 

・「ＯＤＡ総合政策協議会」（仮称）の

設置（援助政策の一元化の一貫とし

て） 

・将来的に国際協力庁が望ましい 

（参加型開発の深化） 

－国内 

・国会の関与とＯＤＡ基本法制定 

・日本国民への情報公開 

－地元 

・企画立案段階から被援助国地元住民

への情報公開と事業への住民参加 

・重債務貧困国の債務帳消し 

（評価体制） 

・ＮＧＯの参加を含めた第３者による

評価体制を一層拡充 

・公募に基づく市民によるＯＤＡ事業

の視察・評価（99 年度より開始）

の推進 

・ＮＧＯ代表者が左記協議会に参加 

・草の根無償資金協力の改善 

 地元への周知、人材や管理のための

経費補助、単年度主義の見直し、在

外公館のＮＧＯ認識の深化、地元Ｎ

ＧＯとの定期協議 

（ＮＧＯの参加と連携） 

－資金面 

・ＮＧＯ事業補助金制度など補助のあ

り方の見直し（単年度主義、費目限

定等）→柔軟な制度に 

・または、日本と地元のＮＧＯ合同委

員会に一括資金助成、運営を委員会

委託という方式（カナダの例） 

・開発福祉支援事業：普及と規模拡大 

・開発パートナーシップ事業：ＮＧＯ

の最大限の参加と意見表明機会の

保障 

－政策面 

・国別援助計画の策定に地元及び日本

のＮＧＯの参加 

－人材育成 

・政府とＮＧＯとの相互交流（若手ば

かりでなく中堅、意志決定レベルま

で） 

（注）表の整理は提言者ではなく表作成者の責任で行った。 

   本文は資料編Ⅳ．を参照 
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図表 2-21 ヒアリングまとめ（ＮＧＯ関係） 

１．ＮＧＯ活動推進センター（ＪＡＮＩＣ） 伊藤道雄氏（常務理事・事務局長） 
 
（組織概要） 
・ネットワーク型ＮＧＯ。全国レベルでのＮＧＯ推進が使命。1987年 10月設立。 
・ＪＡＮＩＣ加盟全国のＮＧＯ６０団体、ただし大手が大体加盟しているので規模的には

８～９割のシェアとなる。 
・ＪＡＮＩＣ非加盟のＮＧＯに対しても情報提供。 
・協議会形式を取る関西ＮＧＯ協議会と異なって、個人としての資格の理事が組織を運営。 
・年間予算 9000万円程度、有給スタッフ 11人。 
・98年にはＪＡＮＩＣと各地域のＮＧＯ等が「ネットワークＮＧＯ全国会議」を立ち上げ 
 
（対ＯＤＡ） 
・「ＯＤＡ中期政策」は、我々の作った「ＯＤＡ中期政策への提言」もかなり受け入れられ

ており、評価できる。ＤＡＣ新戦略の貧困削減目標づくりに我が国が積極的な役割を果

たしたことも背景となっている。大蔵省、経済界との関係もあるのでギリギリまで踏み

込んでいる印象である。 
・政府とＮＧＯの関係については、人事交流の提案が受け入れられフィリピンの地元ＮＧ

Ｏとの定期協議が始まるなど進んでいる。 
 
（政府補助金との関係） 
・ＮＧＯは市民活動団体であり、その意味からも「いざとなったら政府に対しＮＯが言え

るか」が基準となる。 
・外形標準としては、自己資金比率が３分の１以上というのがＪＡＮＩＣとしてのＮＧＯ

の資格要件である。ただ、ＪＡＮＩＣが作成しているダイレクトリーでは 25％基準を掲

げている。これは３分の１基準だといい仕事をしている特定ＮＧＯが入らなくなるから。 
・基準を満たしていれば補助率の大きさそのものは問題にならない。「現地の人が助かれば

よい」と考えるか「自らを清く維持したい」とするかの考え方の違いはあって良い。 
・ただ、補助を受けることによって納期、手法等でＮＧＯが本来もっている柔軟性や機動

性が失われるとしたら本末転倒である。 
・カナダ政府の対ＮＧＯ援助スキーム（現地ＮＧＯと母国ＮＧＯとの連携を前提に補助）

は「提言」でもふれたが、現地事務所をおけない規模のＮＧＯでも利用可能なので有効。 
 
（ＮＧＯと技術協力団体） 
・ＤＡＣ統計上のＮＧＯは、ＱＵＡＮＧＯ（準ＮＧＯ）を含んでいる。政府の外郭団体的

なＮＧＯと市民活動団体としての本来のＮＧＯは区別しなければならない。基準は上述。 
・北九州のＫＩＴＡは両者の中間的な存在である。民間設立の独立援助組織だが補助・委

託が多い。 
・こうした技術協力団体は新しい価値観を作ることはできない。しかし、政府との役割分

担には有用であろうし、本来ＮＧＯのこうした団体と連携していく必要がある。 
 
（地方自治体） 
・自治体は援助において有益なものをもっている。ただ、意義が不明になっている。 
・ＪＡＮＩＣは国際協力が地域の活性化につながるとの意識啓発を行っている。地場産業

の活性化、異文化との協力を通じた市民意識の活性化などである。 
・地方にＮＧＯが十分育っていないのに自治省は「国際交流から国際協力へ」という運動

を進めようとしているが無理がある。 
 



 62

（その他） 
・税制が整っていないから寄付が集まらないというのは正しくない。個の文化がない点が

根本である。免税の枠いっぱいに企業が寄付しているわけではない。日本では「こころ

のこもらない寄付」、すなわち横並び寄付（赤い羽根募金など）は有効である。 
 
２．関西ＮＧＯ協議会 平田 哲氏（議長） 
 
（平田氏について） 
・キリスト教牧師であり、労働者伝道、日本クリスチャンアカデミー運動、そして国際協

力、ＮＧＯ活動の道にはいる。1932年生まれ。 
 
（組織概要） 
・関西地方のＮＧＯ28団体を加盟団体とするネットワーク型ＮＧＯ。有給スタッフなし。 
・1987年 6月発足。当初は、各地域の協議会を結成し、それらがさらに連合会として全国

ＮＧＯ協議会をつくる構想であったが、関東のＪＡＮＩＣが全国ＮＧＯの加入を進めた

ため頓挫している。 
・活動の柱は人材育成のための「ＮＧＯ大学」。これまで延べ 600人の人材が育つ。 
 
（ＮＧＯの問題点） 
・ＮＧＯくずれ（第２ＯＤＡ、ＯＤＡＮＧＯ）が大手ＮＧＯ（国際ＮＧＯはシステムが確

立しているからそうではないが）に多い。補助金集めや募金ばかりうまい組織ではダメ

であり、人間的交流が基礎になければならない。ボランティア性→自己発見が重要。 
・東京にＮＧＯくずれが多い。政府との結び付きからそうなる。 
 
（現場の視点、地方の視点） 
・欧米のＮＧＯは現地の政府・自治体を越えて現地のＮＧＯと直結し、多額の資金を流し

ており、民主化という点でよいが、現地政府・自治体と連携が取れていないのは問題で

ある。 
・他方、日本の場合は、現地の政府と結び付き、インフラ整備に邁進しているが、それが

かえって貧富の格差を招き社会開発・人間開発（水、貧困、女性の自立、環境等）の観

点から大いに問題である。 
・このため現場の視点が重要となっているが、現場の視点からは、日本の自治体とＮＧＯ

が連携を取りながら途上国の自治体とＮＧＯの連携に働きかけていくのが理想である。 
・ＪＩＣＡ大阪国際センターでは全国に先駆け、日本と現地のＮＧＯ及びＪＩＣＡ職員が

共同で研修を行うプログラムを実施している（３年目）。 
・地方レベルでＮＧＯ、自治体、労働組合、社会福祉団体、ボランティア等が連携して途

上国援助に取り組むことが必要である。 
・国もカナダのように実施機関の地方支部をつくり、地元援助関係者・関係団体と連携し

ながら、補助金等の申請も受け付ける体制が望ましい。 
 
（ＯＤＡとＮＧＯ） 
・国別の援助の実態をもっと情報公開すべき。 
・ＮＧＯに対しても東京のＮＧＯばかりでなく地方のＮＧＯに対して公平な情報公開が必

要。 
・ＮＧＯと政府との協議会、会議で「東京側」は対等な立場を維持するため交通費は入ら

ないとあっさり言うが地方の立場としては納得できない。「東京側」は外務省などからガ

イドラインを示されれば協力すると言うが関西は自立を主張する。 
・国際会議は国連以外のＷＴＯやＡＰＥＣなどでもＮＧＯの参加を認めるべき。 
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・間接費補助は欧米ではやっている。 
・本来ＮＧＯが率先して動くべきではあるが、国別・課題別の協議会との資金配分の調整

が必要（特化している面もある）。 
・外務省はきめ細かくＮＧＯに対応するには人不足であり、その点郵政省の方がよい。 
 
（その他） 
・労働組合の活動として国際協力は今後伸びる。ボランティアがもっている自由意志決定

の要素が管理社会、ストレス、リストラ下の人間疎外からの解放につながる。そこで平

田氏はアジアボランティアセンターの活動に力を入れている。昨年は三洋電機労組のサ

ラワク支援をコーディネートした。 
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第３章 地方公共団体の援助活動 

 

１．地方公共団体関連の政府の施策 

 

 地方公共団体が行う援助活動の中心は、技術研修生受入れと専門家派遣である。 

 この２つについては、図表 3-1のような政府の補助金制度（外務省の地方公共団体補助金

制度）およびＪＩＣＡとの連携事業が存在する。 

 

図表 3-1 政府の地方自治体関連開発援助事業 

事業名 事業内容 

地方公共団体補助金制度 

（外務省） 

 

 

・自治体が行う「技術研修員受入れ」と「専門家派遣事業」等への財政

支援 

・事業の沿革 

 71年度 海外協力推進団体補助金として開始 

 89年度 全都道府県で事業推進 

 91年度 専門家派遣事業導入 

 93年度 再研修制度導入 

・47都道府県と６政令都市の事業に対し約 10.5億円の補助金交付（98

年度） 

ＪＩＣＡと地方自治体の連携 ・プロジェクト方式技術協力「ネパール・プライマリー・ヘルスケア」 

 （埼玉県が国内協力機関） 

・開発調査「中国・大連市環境モデル地区整備計画」 

 （北九州市が自らの公害経験を生かして協力） 

・専門家チーム派遣「ボリビア・サンタクルス地方公衆衛生向上計画」 

 （沖縄県が姉妹都市提携に基づき協力） 

 

プロジェクト形成段階からの連携 

・「マラウイ・住民参加型地域振興計画」 

 （大分県一村一品運動を取り入れ） 

・「ヴェトナム・都市環境」 

 （東京都の都市政策を生かす） 

 

・自治体職員の専門家としての派遣 

 98年度 35都道府県、157名 

・自治体との連携により実施した研修員受け入れ 

 98年度 32都道府県、666名 

 

・その他 

 自治体職員の国際協力実務研修への参加（98年度約 1,000名） 

 青年海外協力隊への自治体職員参加（98年度 106名） 

 国際緊急援助チームへの職員参加 

 等 

（資料）ＯＤＡ白書等 
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 研修生受け入れには、地方自治体の単独事業で行われている分もあるが、補助事業分の

人数の推移を 1981年から追ってみると（図表 3-2参照）、81年の 247人から 95年の 716

人へと 24年間に約３倍の伸びを示した。96年以降は、反対に減少が続いており、98年に

は 640人となっている。 

 いずれの地域からの研修生が多いかを見ると1980年代前半までは中南米が過半数を占め

ており、移民関係での自治体と海外の結びつきの要因が大きかったことが分かる。その後、

アジア、特に当初は少なかった中国からの研修生の受け入れが急増きたのが目立っている。

中国とのつながりについては、自治体の首長が年少の頃中国に住んでいたといった戦前の

対中国関係を反映している側面が強いと言われる。なお、アジアと中南米以外の地域から

の研修生受け入れは 98年でも 42人、6.6％と非常に少ない。こうした中国、中南米とのつ

ながりの強さやアジア・中南米以外の地域とのつながりの薄さは、ＯＤＡ一般やＮＧＯと

比較した場合の地方自治体の大きな特徴となっている（第５章１（１）参照）。 

 

 

（資料）ＯＤＡ白書

図表3-2 地方公共団体補助金による技術研修生受入数
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２．地方公共団体の援助活動と意向 

 

 地方公共団体については、以下の 9団体へのヒアリング調査を行った（資料編ⅡＢ参照）。

図表 3-3にヒアリングのまとめを掲載したが、ここではポイントだけ記すこととする。 

 

1)埼玉県環境推進課 

2)国際環境自治体協議会（イクレイ） 

3)北九州市国際部交流課 

4)北九州市環境管理課環境国際協力係 

5)（財）北九州国際技術協力協会（KITA：カイタ） 

6)（財）国際東アジア研究センター（ICSEAD） 

7)ＣＤＩ－Ｊａｐａｎ 

8)シティネット 

9)自治体国際化協会（CLAIR）市民国際プラザ 

 

ａ．各団体の性格 

 埼玉県と北九州市（1,3,4）は地方自治体の国際協力の事例である。 

イクレイ、シティネット（2,8）は、国際協力に関わる国際的な都市連合組織の事例であ

り、前者は埼玉県が、後者は横浜市が深くコミットしている。 

ＣＤＩ－Ｊａｐａｎ（7）は、ＮＧＯ、研究者、自治体職員らを会員とするネットワーク

組織であり、ＮＧＯである日本国際ボランティアセンター（ＪＶＣ）に事務局を置いてい

る。これ自体１つのＮＧＯである。 

北九州国際技術協力協会（カイタ）（5）は、北九州の地元産業界が県・市の支援で設立

した工業技術、環境技術の研修・技術協力を行っている専門家組織である。市民活動団体

としてのＮＧＯとは言えないが、非営利団体なのでＤＡＣ統計上はＮＧＯである。 

東アジア研究センター（6）は北九州市が県や経団連などの基金も募って設立した東アジ

アを対象とする研究機関である。 

自治体国際化協会（9）は、自治省が設立した自治体の国際交流・国際協力を支援する団

体であり、市民国際プラザは、市民活動やＮＧＯと自治体の連携などを目的に設立された

１ブランチである。 

 

ｂ．自治体の国際協力 

 自治体の国際協力活動としては、途上国への専門家派遣と途上国からの研修生の受け入

れが中心である。 

 地域づくりに関わる技術や環境技術などを自治体は有しているので、大規模プロジェク

ト中心の援助から援助活動自体が成熟化し、きめ細かな援助、あるいは社会開発に関わる
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援助の重要性が増している中で、途上国からの技術協力ニーズは高い。 

 日本の自治体の国際協力は、国際交流からの発展か、国のＯＤＡへの協力という側面が

強く、市民の声にプッシュされて行われている側面は極めて弱い。従って、自治体の国際

協力事例としてはよく引き合いに出される埼玉県や北九州市においても、地域のＮＧＯと

の連携については皆無に等しい。 

 

ｃ．地方レベルの国際協力 

 専門技術者、退職技術者が途上国に援助を行う地方レベルの団体である北九州技術協力

協会（カイタ）は、準政府起源の外郭団体と市民活動団体としてのＮＧＯの中間的性格を

持つ団体であり、こうした存在の可能性はもっと開発されて然るべきかと思われる。 

 なお、関西ＮＧＯ協議会の平田氏や国際東アジア研究センターの市村氏が主張する地域

レベルでの政府、自治体、ＮＧＯ、市民、退職技術者等の連携を通じた国際協力について

は、カナダなどにも事例があり（最近見直されたが）、可能性を追求すべきテーマである。 

 

ｄ．都市ネットワーク 

 このような自治体、地方の状況を背景にして、国際協力関係の都市ネットワークも各都

市の盛り上がりをネットワークしていると言うより、現在のところ、国際交流機能、アド

ボカシー機能や自治体市民のプライドの醸成といった側面の強い展開となっている。 
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図表 3-3 ヒアリングまとめ（地方公共団体関係） 

１．埼玉県環境推進課 

・タイから３名、山西省から１名研修受け入れ（国際交流、専門家派遣をきっかけ） 
・国際協力機能（宿泊機能）をもった環境科学国際センターを今年 4月オープン 
・イクレイを支援（職員派遣）、国際自治体環境賞今年７月表彰（ドイツ） 
・国際協力は国の費用、県の指導が望ましい 
・単年度主義の弊害 
・研修を実りあるものとするためには、研修生の環境を知る必要有り。また自国でどう生

かしているかの情報を得たい。県では限界→国の役割 
・開発援助は自治体の機能の一部か明確でない。（市民からは問題視されていないが） 
・埼玉県の場合知事のイニシアティブ（北九州のような地域特性はない） 
・県では公衆衛生で現地（ネパール）における開発援助 
・ ＮＧＯについて意識していない。 
・  
２．国際環境自治体協議会（イクレイ） 

・ＵＮＥＰに対応した自治体レベルの国際ＮＧＯ 
 （ＣＩＴＹＮＥＴがＥＳＣＡＰに対応しているのと同様） 
・56か国 320自治体、うち日本 56（最大）が会員。世界６ブロック。東京にアジア太平

洋事務局（ヒアリング先、職員３、うち１人埼玉県職員派遣） 
・地球規模の環境問題の解決を図るため設立→実際は先進国自治体クラブ→最近は「水キ

ャンペーン」ということで実際の途上国問題に当たろうとしている。 
・日本の会員は国際貢献というよりサービス機関としてとらえる傾向（サービスの割に会

費が高いととらえられる） 
・国際的に自治体の開発援助については３つのパターン 
 ①欧州：市民の声が自治体を動かす（特にドイツ、アフリカ、東欧の環境問題放置でき

ず、の意識高い） 
 ②米国：社会に援助思想有り。かつ国が援助の中で自治体を使うという側面有り。 
 ③日本：市民レベルの声がない。国際交流からの発展、欧米の真似の側面大きい。（自

治体の開発援助も根拠が不明確） 
 
３．北九州市国際部交流課 

・国際交流事業の一環として国際協力事業を管理統括 
・ＦＡＺなど国際流通拠点づくりから環境国際交流に重点シフト 
・ＮＧＯに特別の意識なし。ＫＩＴＡもＮＧＯ。 
・市民が市の国際協力を否定する声はなく、議員は大方賛意 
・市民啓発と言うことでＫＩＴＡを通じボランティア登録受付など 
・国際交流、国際協力は地元経済への還元が強く意識されるようになってきている 
・ＯＤＡ関連補助金制度は使いにくく、「裏負担」も馬鹿にならないという意識あり 
 
４．北九州市環境管理課環境国際協力係 

・研修生受け入れ（80年から 139か国 2,869人）現在９割はＫＩＴＡ委託 
・専門家派遣（24か国に 200人以上） 
・国際協力係で６名の職員（うち３名ＫＩＴＡ派遣） 
・大連事業は自治体レベルの国際協力が国レベルのＯＤＡにまでつながった事例 
・国際協力の位置づけ 
 中長期的には市の発展につながる 
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 自己の良い点を認識することを通じ市民の環境問題意識向上 
 雇用機会、人材活用（地域企業ＯＢ中心） 
・国際協力も長く続いてきてどう市の利益につながっているのかが問われてきている 
・ＮＧＯの博愛的な活動などに市は資金援助できない。 
 
５．北九州国際技術協力協会（ＫＩＴＡ） 

・経緯：1980 年に地元産業界が県と市の支援で工業技術の途上国移転のため北九州国際

研修協会を設立。技術研修事業に加え、80年代半ば以降公害対策要請が拡大。86年か

ら環境の研修を開始、ＪＩＣＡ九州国際センター設立後環境コース激増。1992年現在

名に改称、環境部門を強化するため環境協力センターを発足（環境協力センターは市

職員派遣）。 
・大連のプロジェクトはＫＩＴＡにおける最大規模のもの。ＪＩＣＡと北九州の行政チー

ム及びＫＩＴＡチームの合同プロジェクト。ＫＩＴＡは大連企業のクリーナープロダ

クションを担当。市は大連の行政部門を担当。ＪＩＣＡが主導。 
・これからスマラン（インドネシアの港湾都市、北九州市と類似）の排水プロジェクトが

はじまる。ＪＩＣＡの開発パートナーシップ事業を利用。以前の補助金より使いやす

い。 
・ＫＩＴＡの発展理由 
 設立：元新日鐵水野理事長と末吉市長のイニシアティブ 
 人材：当初は人材が不足していたが現在は自前育成できる実力有り 
・課題 
 研修疲れ（受入れ企業の余裕が経済低迷、リストラでない） 
 コンサル部門の強化（競争激化） 
 ＯＤＡに対応できる自治体連合（カナダのＦＣＭ、オランダのＶＮＧのような）や自治

体がない 
 環境問題に対する市民理解の確立 
・ＫＩＴＡのような試みは他の都市では困難 
（まとめ） 
・当初この組織は企業退職後のシルバー人材の有償ボランティアＮＧＯとしての側面が強

かった（必ずしも市民活動ＮＧＯではないが）が、環境協力以降、市や国のＯＤＡと

の連携組織としての側面もあわせ持つようになったといえる（我々の理解）。 
 
６．国際東アジア研究センター（市村真一所長） 

・マクロ計量モデルの研究中心の研究機関 
・専任研究員 10名 
（以下所長の主張） 
・中央政府主導は止め地方の自主性を生かした国際協力へ（技術協力、資金供与、ＮＧＯ） 
・自治体やＮＧＯへ資金を丸投げ、一任、詳細な報告とりやめ。２～３年おきに見直して

継続か廃止を決定するという方式がよい。 
・そのため地方の人材育成が急務。語学など。 
・地方、ＮＧＯの国際協力は、国が地方、ＮＧＯから提案してもらって進める。 
 （これまで日本の援助の要請主義では、政府、ＪＩＣＡが途上国に適切な援助メニュー

を提示できず商社を介在した現地政府要請を主なラインとしていたが、これからは自

治体、ＮＧＯが参加しバラエティに富んだ援助メニューを提示する必要有り） 
・ＮＧＯの役割を強めれば、女性の役割を強めることになる。今はこれが重要。 
・ＮＰＯ、ＮＧＯの職歴に対する評価の低さが改善すべき課題 
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７．ＣＤＩ－Ｊａｐａｎ（Community-based Development Initiative－Japan） 

・CDI-JAPAN は、NGO、研究者、自治体職員など個人を中心としたネットワーク組織

で、まだまだ脆弱な組織である。 
・主として、NGO・自治体連携を推進する研究調査や啓発活動を行っている。情報提供

型のネットワーク組織である。組織として海外向けの情報発信は行っていない。 
・1995、96、97年頃はこうした連携もブームであったが、現在は地方自治体の財政難も

あって、あまり事例も多くない。 
・市民参加型を重視している。標語で言うなら、「1人の専門家より 100人の眼を」とい

うことで、現地での評価の大切さを特に重要と考えている。 
 
８．ＣＩＴＹＮＥＴ（アジア太平洋都市間協力ネットワーク）事務局 

・ＥＳＣＡＰ（国連アジア太平洋経済社会委員会）のイニシアチブで、1987 年第二回ア

ジア太平洋都市会議により設立。途上国の都市問題に関する都市間の経済・技術協力

確立がテーマ。92年に横浜市に事務局開設（それまではＥＳＣＡＰ内）。 
・会長は横浜市長。会員制が基本。正会員 61都市、準会員３都市・50団体。先進国の都

市会員が少ない点が課題（会費が高い）、今は先進国都市の正会員は横浜市のみ。準会

員として各国ＮＧＯも入会。ただしここでいうＮＧＯには(財)横浜市国際交流協会など

の非市民的ＮＧＯが国内外ともに数多く含まれる。 
・会費収入のほかに、受託事業収入、横浜市を中心とした補助金が柱（人の一部・オフィ

スも横浜市から提供）。主な活動は、①ニュースレター発行、②セミナー・ワークショ

ップ開催、③研修・視察、④技術指導、⑤先進事例紹介、など。最も力を入れるのは

セミナー・ワークショップの活動を通じた、経済・技術関連情報の提供。国内での研

修受入れや海外への技術者派遣など多くの活動は、横浜市との連携で活動が進められ

ているのが実情。 
・横浜市は、市長の国際協力への関心の高さ、国際機関などでの市の知名度・発言力向上

のための大きな宣伝効果等の点から、ＣＩＴＹＮＥＴの活動を積極的に支援。国内他

都市との連携はほとんどなく、結果的に横浜市主導の運営になっている。 
 
９．自治体国際化協会（CLAIR）市民国際プラザ 

・1988 年設立の自治体国際化協会は地方公共団体の国際化支援のための共同機関（都道

府県・政令市の負担金、支部は各自治体国際課） 
・これまでの主要業務は JET プログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）と姉妹

都市提携支援 
・自治省の「交流から協力へ」という方針の下に、1998年 11月にＪＡＮＩＣの協力を得

て、「市民国際プラザ」を設立。目的は、「地方公共団体とＮＧＯの国際協力に関する情

報提供」「地方公共団体に対する国際協力の案件形成の支援」「ＮＧＯとの連携推進」等

である。 
・ＪＡＮＩＣの協力は職員派遣という形 
・力点は、ワークショップを通じた自治体の人材育成とアドバイザー制度導入（来年度）

によるＮＧＯ・自治体連携の国際協力に関するノウハウの提供におく。 
・ＮＧＯと自治体の連携での問題点は２つ：第１に、相互理解の不足、第２に、自治体の

極端な平等主義がある。 
・第１の問題に対しては、十分な話し合いと相互の意識変革が必要 
・第２の問題に対しては、特定ＮＧＯに助成しにくいと言う問題だが．．． 
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第４章 民間企業と援助活動 

 

 民間企業は、途上国への直接投資や証券投資などを通じて、技術協力を行うとともに、

途上国の資金ギャップを埋める役割を果たしており、途上国経済の発展や成長を促すとい

う点からは、援助を援助する意図を有するものという条件を付さず広い意味で解釈すると

すれば援助の一環と言うことが出来る。民間企業のこうした役割を政府やＮＧＯが行う援

助活動との分担や連携という観点から分析する必要がある。 

 しかし、本調査では、こうした観点からの民間企業の分析は範囲外とした。 

 ここでは、民間企業の援助意図を有する援助活動として、民間企業が法人市民の社会貢

献活動として行っている開発ＮＧＯへの寄付活動や自主プログラムによる援助活動、及び

社員が行う個人としての国際支援活動への支援制度について、簡単にふれておくに止める

こととする。 

 

１．企業の社会貢献活動としての国際協力 

 

経団連会員企業及び１％クラブ法人会員に対する調査結果によると（図表 4-1参照）、社

会貢献活動の実態（98年度）は総額 1,376億円、売上高比 0.10％、経常利益比 2.59％であ

る。うち寄付金総額は 883億円、自主プログラム支出は 138億円であった。景気低迷を反

映して近年低下傾向にある。 

免税枠の活用については、一般寄付で 42社、13.5％、特増法人で 13社、4.3％に止まっ

ており、また、活用企業の限度額利用は、もちろん 100％活用の企業もあるが、単純平均で

は一般寄付で 51.0％、特増法人で 22.9％に止まっている。また免税枠の利用率自体低下傾

向にある。 

社会貢献活動に占める国際交流・協力の割合（単純平均）は、寄付金では 5.8％、自主プ

ログラムでは 3.3％となっており、この割合の推移自体、低下傾向にある。 

 なお、図表 4-2に経団連会員企業の 96年度における国際協力関係の社会貢献活動事例を

参考までに掲げた。 

 



 72

 

 

図表4-1 社会貢献活動実績調査結果の推移
単位 91年度 92年度 93年度 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度

回答企業数 社 350 381 369 404 367 405 376 360
社会貢献活動支出額 総額 億円 1,838 1,670 1,494 1,542 1,454 1,620 1,557 1,376
①寄付金額 〃 〃 1,307 1,207 1,074 1,128 1,071 1,049 1,027 883
　うち免税支出 〃 〃 1,176 965 873 845 733 815 707 ..　
②自主プログラム支出 〃 〃 531 463 420 413 383 571 530 493
社会貢献活動支出額 １社平均 百万円 525 438 405 382 396 400 414 382
①寄付金額 〃 〃 378 318 293 281 297 265 275 247
　うち免税支出 〃 〃 354 266 257 226 230 229 214 ..　
②自主プログラム支出 〃 〃 237 141 115 115 106 147 144 138
社会貢献活動支出額 売上高比 ％ 0.12 0.15 0.21 0.17 0.16 0.18 0.12 0.10
　　　　　〃 経常利益比 ％ 2.67 2.86 3.47 3.25 2.36 2.40 2.63 2.59
寄付金損金算入限度額 単純平均
　　一般寄付免税枠 利用率 ％ 52.9 50.2 47.0 48.8 52.8 51.2 55.1 51.0
　　特増法人免税額 〃 〃 33.0 24.6 24.8 27.2 29.1 24.8 27.8 22.9
（分野別寄付金割合）
１．社会福祉 単純平均 ％ 7.2 6.2 8.5 9.4 8.9 7.1
２．健康・医学 〃 〃 6.7 5.0 5.2 4.3 5.3 6.1
３．スポーツ 〃 〃 6.8 5.1 5.5 8.2 8.1 6.1
４．学術・研究 〃 〃 16.6 14.0 17.0 17.8 17.6 19.8
５．教育 〃 〃 13.3 9.8 11.6 14.3 14.3 12.3
６．芸術・文化 〃 〃 8.8 7.4 9.4 8.7 8.3 9.5
７．環境保全 〃 〃 5.6 3.9 5.4 6.0 5.0 4.8
８．史跡・伝統文化保存 〃 〃 1.9 1.7 1.8 2.4 2.5 2.3
９．地域社会の活動 〃 〃 13.9 11.7 11.5 15.4 13.0 14.1
10．国際交流・協力 〃 〃 8.2 7.4 6.6 6.4 5.9 5.8
11．災害救援 〃 〃 1.1 19.9 8.2 1.6 1.1 1.2
12．その他 〃 〃 9.6 7.6 9.2 5.4 10.0 11.0
（分野別自主プログラム支出割合）
１．社会福祉 単純平均 ％ 9.8 10.5 8.7 8.4 10.9 10.3
２．健康・医学 〃 〃 3.5 3.3 2.7 3.1 4.3 5.3
３．スポーツ 〃 〃 10.2 10.2 7.4 12.3 10.2 9.8
４．学術・研究 〃 〃 4.3 5.4 5.0 5.7 6.0 5.2
５．教育 〃 〃 6.2 5.2 6.7 8.9 9.6 8.9
６．芸術・文化 〃 〃 19.1 21.6 26.3 22.4 22.7 21.1
７．環境保全 〃 〃 8.1 10.0 10.4 10.4 9.6 12.2
８．史跡・伝統文化保存 〃 〃 2.9 0.9 2.2 2.0 1.5 1.2
９．地域社会の活動 〃 〃 17.6 17.9 18.3 18.5 16.4 18.5
10．国際交流・協力 〃 〃 12.5 7.1 6.0 5.5 4.4 3.3
11．災害救援 〃 〃 0.5 3.2 2.1 1.0 0.2 1.2
12．その他 〃 〃 5.2 5.4 4.3 1.8 4.1 3.2
（注）調査対象は経団連会員企業及び１％クラブ法人会員1,054社（1999年調査）
　　　寄付金は政治献金等を含めず、社会貢献を目的にしたもののみ。また免税の有無を問わない。
　　　１社平均などの指標値はそれぞれの項目が該当する企業の平均値である。
（資料）経団連「社会貢献白書1999」, http://keidanren.or.jp/japanese/policy/po/256.htm

寄付先別の１社平均寄付件数・金額（98年度）
件数 金額

件 百万円
①国・地方自治体への寄付 21.0 33
②指定寄付金 18.4 16
③特定公益増進法人への寄付 43.4 80
④特増ではない公益法人への寄付 34.6 55
⑤市民活動団体への寄付 40.2 10
⑥その他の寄付 116.2 62
（重複）自社財団への寄付 1.9 105
（資料）同上

社会貢献支出にしめる国際交流・協力
の割合（単純平均）の推移
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図表 4-2 経団連会員企業の社会貢献活動事例調査結果（国際協力のみ抽出、96年度） 

社名 事業名 金額 内容 

アイシンアイシンアイシンアイシン精密精密精密精密

((((株株株株))))    
中国河北省唐山市教育

基金 
 唐山市学校教育の教材等の設備充実を図る。 

((((株株株株 ))))エヌエヌエヌエヌ・・・・テテテテ

ィィィィ・・・・ティティティティ・・・・デーデーデーデー

タタタタ    

ユニセフはがきの購入 80万円 社用の年賀はがきにユニセフの寄付金つきは

がきを使用（はがき 1枚 40円を購入すると 20
円が寄付金となる）。 

((((株株株株 ))))エヌエヌエヌエヌ・・・・テテテテ

ィィィィ・・・・ティティティティ・・・・デデデデーーーー

タタタタ 

(財)日本フォスター・プ

ラン協会への寄付 
 発展途上国の恵まれない子どもたちに保健医

療や教育の機会を与える活動を支援。 

((((株株株株 ))))エヌエヌエヌエヌ・・・・テテテテ

ィィィィ・・・・ティティティティ・・・・デーデーデーデー

タタタタ 

海外青年協力隊派遣  システム構築のためブータンにて活動。 

キッセイキッセイキッセイキッセイ薬品薬品薬品薬品

工業工業工業工業((((株株株株))))    
国際混合医療チームへ

の医薬品寄付 
2万円 モンゴルの 5歳の少年が重いやけどを負い、日

本、フィリピン、香港の 3カ国・地域の医師 6

人が医療チームを組み手術を行った。医薬品機

材が不足しているとのことで支援を行った。 

共栄火災海上共栄火災海上共栄火災海上共栄火災海上

保険保険保険保険((((相相相相))))    

バレンタイン・チャリ

ティ 

150 万

円 

過剰になっていたバレンタインの義理チョコ

を自粛し、チョコをあげたつもり,男性はもらっ

たつもりになって一口 500円として募金し、西

アフリカの難民キャンプを支援。93年度より実

施し、97 年度は砂漠化防止の為の植林費用に

150万円を寄付。 

共栄火災海上共栄火災海上共栄火災海上共栄火災海上

保険保険保険保険((((相相相相))))    
クリスマス・チャリテ

ィ 
 家庭で不要になった古着・家庭常備薬・おもち

ゃ・文房具などを、西アフリカのマリ共和国へ

送る。93 年より実施し、毎年約 200 箱の段ボ

ールをＮＧＯを通じて送っている。 

キリンビールキリンビールキリンビールキリンビール

((((株株株株))))    
国連大学キリンフェロ

ーシップ 
 アジアを中心とする発展途上国の食糧問題の

自主解決を目的とし、食品科学技術の分野での

人材育成を支援する。毎年国連大学が選出した

5 人の研究者が来日し、1 年間の国内での研修

と帰国後の母国でのフォロー研究に対し援助

する。 

((((株株株株 ))))さくらさくらさくらさくら銀銀銀銀

行行行行    

さくら銀行国際協力財

団 

 90年 10月設立。開発途上地域の経済発展に資

する人材の育成及び国際交流を目的として設

立。国際セミナー・経営研修の実施、及び開発

援助関係機関に対する助成を行っている。 

佐藤工業佐藤工業佐藤工業佐藤工業((((株株株株))))    シンガポール日本商工

会議所への寄付 
20万円 シンガポール日本商工会議所が、当地での文

化・芸術・教育・スポーツの分野での社会貢献

を図る為の寄付金である。 

三共三共三共三共((((株株株株))))    内外留学生交流への支

援 
 疾病の予防と治療等に関する諸分野の基礎・臨

床の応用研究および医療・薬学の発展に意欲的

に取り組んでいる若手研究者への支援育成。 

住友海上火災住友海上火災住友海上火災住友海上火災

保険保険保険保険((((株株株株))))    
寄付つきクリスマスカ

ード 
100 万

円 
社用で使う海外得意先向けのクリスマスカー

ドを、ＮＰＯ「子供地球基金」から借りた子ど

もの絵で作成し、その収益金をボスニア・ヘル

ツェゴビナの子どもたちを支援するために寄

付。一部で毛糸を購入し、社内外のボランティ

アによる手編みセーターも贈っている。 
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社名 事業名 金額 内容 

((((株株株株))))ダイエーダイエーダイエーダイエー    ユニセフ「ハンドイン

ハンド」基金への協力 
 発展途上国の子どもの健康を守るために、(財)

日本ユニセフ協会が毎年実施している「ハンド

インハンド」募金の趣旨に賛同し、96年 12月、

27 店舗の店頭にて地域のボランティアと従業

員が一緒になって募金活動を行い、多くの協力

が得られた。 

第一生命保険第一生命保険第一生命保険第一生命保険

((((相相相相))))    
(財)国際保険振興会へ

の支援 
 アジアを中心とした諸外国から研修生を受け

入れ、生命保険事業における幅広い研修を行っ

ている。 

ダイコクダイコクダイコクダイコク電機電機電機電機

((((株株株株))))    
フィリピン社会復帰セ

ンター建設協力 
1,425
万円 

名古屋西ライオンズクラブ主催の、フィリピン

のモンテルンパ市に社会復帰センターを建設

しようとする主旨に賛同し、会社から 25万円、

従業員から一人 2万円ずつを出し、計 1,425万

円を寄付した。 

東京海上火災東京海上火災東京海上火災東京海上火災

保険保険保険保険((((株株株株))))    
海外の大学へ日本の定

期刊行物を寄贈 
 アジア・オセアニア地域を中心に、日本研究・

日本語教育に積極的な大学に対し、先方の希望

するわが国の定期刊行物を継続的に寄贈する．

現在、フィリピン、マレーシア、インドネシア、

韓国、台湾、香港、オーストラリア、ブラジル、

ベトナムで実施している。 

東京海上火災東京海上火災東京海上火災東京海上火災

保険保険保険保険((((株株株株))))    
アセアン諸国からの留

学生に奨学金支給 
 アセアン諸国から日本の大学院（修士・博士）

に私費で留学してくる学生に奨学金（月額 18

万円）を支給。国会議事堂、大蔵省印刷局など

の見学を行い日本理解の一助とすると同じに、

奨学生同士の交流会も実施している。東京海上

各務記念財団を経由して実施。 

((((株株株株 ))))東京都民東京都民東京都民東京都民

銀行銀行銀行銀行    
外国コイン募金活動  92年から外国コイン募金活動を展開し、ユニセ

フを通じ世界の子どもたちへの医療活動をサ

ポートしている。 

((((株株株株 ))))東京三菱東京三菱東京三菱東京三菱

銀行銀行銀行銀行    

奨学金制度  アジアの人材育成のため、国内では大学院に在

学するアジアからの留学生を対象に、また、海

外では中国・フィリピン・ベトナム・ミャンマ

ーの地元大学からの学生を対象に奨学金を支

給した。 

((((株株株株 ))))東京三菱東京三菱東京三菱東京三菱

銀行銀行銀行銀行    
旧制服の寄贈  合併に際し不要となった女子行員の旧制服を

海外援助団体に寄贈すると共に輸送費等諸経

費を負担し、アフリカ、南アメリカの地域に発

送した。 

ニチメンニチメンニチメンニチメン((((株株株株))))    難民への中古衣料の援

助 
30万円 「タンスの中から国際貢献」と称するキャンペ

ーンを実施。社員から日本救援衣料センターへ

寄贈。会社は海上運賃をマッチングギフトにて

支援。 

ニチメンニチメンニチメンニチメン((((株株株株))))    マレーシアに森林保護

官育成奨学金基金 
1500
万円 

マレーシア・サラワク州政府との合意に基づ

き、同州の森林保護官育成の奨学基金を創設。 

ニチメンニチメンニチメンニチメン((((株株株株))))    ユニセフ外国コイン募

集事業 
 ユニセフの援助事業に参画。社員から手持ちの

外国コイン募金活動を実施。 

日本工営日本工営日本工営日本工営((((株株株株))))    公益信託久保田豊基金

支援 
 当社創設者である故久保田豊氏が、開発途上国

の技術者育成により、開発途上国の産業技術の

振興・発展に寄与することを目的として 84 年
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社名 事業名 金額 内容 

に私財を投じて設立した基金への定期的な出

捐および事務局業務。 

日本製粉日本製粉日本製粉日本製粉((((株株株株))))    (財)日本ユニセフ協会

への寄付 

 当社創立 100周年記念事業の一環として、国際

的な社会貢献活動を行うため、96年からユニセ

フ(国連児童基金)への会社的な支援活動を続け

ている。会社からは寄付金や家庭用商品売上金

の一部を寄付しており、さらに社員が毎月募金

などを行っている。 

日本生命保険日本生命保険日本生命保険日本生命保険

（（（（相相相相））））    
(財)日本生命財団への

寄付（外国人留学生研

究助成） 

 日本の大学院（博士課程）で研究を行うアジア

諸国からの私費留学生に対する研究助成金を

支給している。 

日本電信電話日本電信電話日本電信電話日本電信電話

((((株株株株))))    
ＮＴＴヤングエイド 2000

万円 
社員からチャリティグッズを募集し、チャリテ

ィバザーを開催。収益金は、日本フォスタープ

ラン協会を通じて、アジア・アフリカの子ども

たちへの資金援助のほか、地域の社会福祉団体

へ寄付。 

日本電信電話日本電信電話日本電信電話日本電信電話

((((株株株株))))    
海外青年協力隊への参

加支援 
 現地の人々と同じ言葉を話し、同じところに住

み、同じものを食べ、開発途上国の新しい国づ

くりに協力する青年海外協力隊への参加を、若

い社員の育成の場と考えて積極的に推進。 

((((株株株株))))富士銀行富士銀行富士銀行富士銀行    富士アジア育英奨学金

制度 
 アジアの大学で学ぶ学生を対象とした奨学金

支給制度。奨学金の対象は、アジア 6カ国（ベ

トナム、フィリピン、タイ、インドネシア、マ

レーシア、ミャンマー）10大学の学生で、各校

６～12人の範囲で選定し、学生 1人に対し授業

料と生活費の合計額の半額を支給。 

松下電器産業松下電器産業松下電器産業松下電器産業

((((株株株株))))    

(社)アジア協会・アジア

友の会事業「国際森林

研修」支援 

 日本における文化的・環境的資源と伝統的林業

を生かし、アジア地域の人々との交流を図り、

環境保全や森林の保護・育成・活用などの相互

理解を深め、国際貢献とあわせ地域社会の発展

に寄与する。 

三 菱 重 工 業三 菱 重 工 業三 菱 重 工 業三 菱 重 工 業

((((株株株株))))    
海外からの研修生受け

入れ 
 東南アジア等発展途上国より研修生を受入れ。 

伊 藤 忠 商 事伊 藤 忠 商 事伊 藤 忠 商 事伊 藤 忠 商 事

((((株株株株))))    
モンゴル草原火災事故

に対する支援 
 チャリティーバザーの売上金を充当し、パオ 7

棟寄贈。 

伊 藤 忠 商 事伊 藤 忠 商 事伊 藤 忠 商 事伊 藤 忠 商 事

((((株株株株))))    
イラン大地震救援義援

金 
 イラン北西部アルデビル大地震救援． 

三 菱 重 工 業三 菱 重 工 業三 菱 重 工 業三 菱 重 工 業

((((株株株株))))    
モンゴル草原火災義援

金 
 モンゴル草原火災に対しモンゴル国政府に義

援金支出。 
（注）経団連会員企業に対する社会貢献活動事例調査結果によると 96年度の総事例は 1,334件
であり、そのうち、「国際交流・協力」が 97件、7.3％、「災害救援」が 37件、2.8％であった。
上の表は、このうち「国際協力」に関わるものと思われるものを抜き出した一覧である。 
（資料）「社会貢献白書 1999－企業と社会のパートナーシップ」経団連、1999年 

 



 76

２．社員が行う国際支援活動への企業の支援 

 

 図表 4-3に、企業が従業員の社会貢献活動や自己啓発のための活動に対して用意している

支援・援助制度に関する労働省の調査結果から国際支援活動の部分を抜き出して掲げた（96

年調査、調査企業数約 5,300社）。 

これによると、社員が行う国際支援活動に対する支援制度有りの企業が 1.2％、労働者数

割合で 14.1％となっている。 

ただし、5000人以上の大企業では 35.2％が支援制度ありとなっている。規模が小さい企

業ほど支援制度なしが増加する。 

原統計にはないが、制度があり、かつ利用者ありの企業数を以下に推計した。 

 

       企業数合計×制度ありの比率×利用者ありの比率＝利用者ありの企業数 

 勤務時間内（１カ月以内） 158,258社×0.6％×9.2％＝69社 

 勤務時間内（１カ月超）  158,258社×0.9％×15.5％＝174社 

 

 利用者ありの企業で何人がその制度を利用しているかは不明であるが、いずれにせよ、

そう大規模な人数が企業の制度を利用して国際支援活動を行っているとは言い難い結果で

ある。 
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図表4-3 労働者が行う国際支援活動への支援制度が有る企業割合（1996年）
単位：％

合計
5000人
以上

1000～
4999人

300～
999人

100～
299人

30～99
人

支援制度有 1.2 35.2 7.1 3.1 1.5 0.6
（労働者数割合） (14.1) (47.1) (9.2) (4.3) (1.9) (0.7)
勤務時間内 1.2 34.9 6.9 2.9 1.5 0.6
　１カ月以内 0.6 9.5 1.8 2.1 0.8 0.3
　１カ月超 0.9 33.6 6.6 2.2 1.0 0.4
勤務時間外 0.1 8.2 0.4 0.5 0.1 -
１カ月以内計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
期間の定め有 56.2 33.0 55.8 14.0 63.3 82.3
　１回当たり最高付与日数（日） 13.0 11.4 6.2 7.2 15.2 13.1
　年間日数（日） 17.0 11.8 13.5 8.7 15.3 19.9
賃金の支給有 82.2 81.3 79.7 71.6 70.6 100.0
何らかの支援・援助有 15.7 33.6 32.6 41.2 7.3 -
96年の利用者有 9.2 44.7 19.3 17.2 5.1 -
（利用者有の企業数推定） (69) (16) (8) (32) (13) (-)
１カ月超計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
休暇・休職付与期間 １年未満 22.4 11.5 11.1 0.7 6.8 55.1
　　　　　　　 １年以上２年未満 18.4 18.7 20.8 15.9 7.2 26.9
　　　　　　　　　　　　　２年以上 32.5 37.9 39.3 38.5 40.6 18.0
　　　　　　　特に定めていない 26.6 31.8 28.8 44.9 45.4 -
期間中の賃金　全額 23.2 24.5 28.1 1.3 5.8 44.7
　　　　　　　　　　一部支給 50.0 47.9 46.4 77.4 33.6 50.6
　　　　　　　　　　無給 26.8 27.6 25.5 21.3 60.6 4.8
何らかの支援・援助有 19.3 35.4 21.5 35.5 9.1 10.5
勤続年数への通算有 62.8 80.9 75.5 56.3 100.0 25.0
96年の利用者有 15.5 43.0 21.8 19.2 - 10.5
（利用者有の企業数推定） (174) (54) (34) (38) (-) (48)
会社企業数（事業所・企業統計） 158,258 375 2,372 8,900 31,256 115,355
（注）ここで国際支援活動とは通訳、青年海外協力隊等への参加等である。
　　　年次有給休暇を取得して行う活動は勤務時間外の活動としている。
　　　調査対象は民営の会社企業（常用労働者30人以上）である。
（資料）賃金労働時間制度等総合調査（労働省）
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第５章 政府、ＮＧＯ、地方公共団体の連携 

 

１．連携の実際 

 

（１）ＯＤＡ、ＮＧＯ、地方公共団体の地域別援助シェア 

 

 ＯＤＡ、ＮＧＯ、地方公共団体の援助の性格の違いを表す１つの側面として、各々の援

助の地域配分を比べてみた（図表 5-1参照）。 

厳密に言えば、地方公共団体の受入研修（補助事業）もＯＤＡの一部であるが、ＯＤＡ

全体額のうち地方公共団体を通じた援助はごく一部であるので比較は可能であるといえる。

地方公共団体による援助額のデータは得られないので、ここでは、外務省の地方公共団体

補助金制度の対象となった受入研修の人数による構成比を掲げた。 

ＮＧＯの援助額の地域配分については、全国ＮＧＯの数値データを調査しているＪＡＮ

ＩＣへのヒアリングにおいても今後の調査課題とされていたが、現在のところ、ＪＡＮＩ

Ｃデータでは活動対象国別団体数しか分からない。これによれば、回答ＮＧＯ217団体のう

ちアジアが 174団体（80％）、アフリカが 60団体（28％）、中南米が 38団体（18％）、オ

セアニアが 20団体（9％）、旧ソ連・東欧が 20団体（9％）、西側諸国が 7団体（3％）、日

本が 20団体（9％）となっている（96年度調査、複数回答あり。「ＮＧＯデータブック’98」

による）。そこで、外務省のＮＧＯ事業補助金対象事業の一覧表（ＯＤＡ白書に掲載）から

地域別の補助金交付実績額を独自に集計して計算した。 

なお、参考までに、これは日本のＮＧＯ対象の補助金ではないが、それも一部含む途上

国における地方公共団体、ＮＧＯ、その他団体の活動に対する草の根補償資金供与の地域

別構成比も掲げた。 

 結果を見ると、以下のような点が目立っている。 

 

ａ．ＮＧＯの特徴 

 ＯＤＡと比べ、ＮＧＯは、アジア特に東南アジアが多く、またアフリカも多い。東南ア

ジアが多いのは地域への親近性や日本のＮＧＯ活動の原点がインドシナ難民にあるからで

あろう。アフリカについては貧困撲滅や社会開発面でのＮＧＯの取り組みを反映している

と考えられる。なお、欧州も多いがこれはこの時期旧ユーゴに対する緊急援助、医療援助

が多かったためである。 

 

ｂ．地方公共団体の特徴 

 地方公共団体については、中国を中心とする北東アジア及び中南米が多く、アジアの中

でも東南アジアや南西アジアは少ない。友好都市などの国際交流や移民関係から展開した

国際協力が自治体については大きな比重をもつことを反映していると思われる。 
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ｃ．ＯＤＡの特徴 

 ＯＤＡはＮＧＯや地方公共団体と比べると中近東が相対的に大きい。石油政策や国際関

係上の配慮が想起される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表5-1 ＯＤＡ、ＮＧＯ、地方公共団体の地域別援助シェア

現地団
体、ＮＧＯ

２国間ＯＤ
Ａ

ＮＧＯ事業
補助金

草の根無償
資金協力

受入研修

97年支出純
額

97年度実績
金額

97年度実績
金額

97年度補助
対象人数

計 100.0 100.0 100.0 100.0
アジア 46.5 62.6 35.6 59.3
　北東アジア 8.0 7.4 ..  35.3
　東南アジア 21.4 38.2 ..  17.5
　南西アジア 14.6 15.4 ..  5.3
　その他アジア 2.5 1.6 ..  1.2
中近東 7.8 1.7 8.6 1.3
アフリカ 12.1 17.1 23.4 4.3
中南米 10.8 5.7 22.2 33.3
大洋州 2.4 2.1 7.8 1.6
欧州 2.0 9.6 2.2 0.3
その他 18.4 1.2 0.2 0.0
（資料）ＯＤＡ白書

地方公共
団体

ＯＤＡ ＮＧＯ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＯＤＡ

ＮＧＯ

地方公共団体

北東アジア 中南米東
南
ア
ジ
ア

そ
の
他
ア
ジ
ア

中
近
東

ア
フ
リ
カ

その他

大
洋
州

欧州

南
西
ア
ジ
ア



 80

（２）ＯＤＡと自治体、ＮＧＯとの連携 

 

 ＯＤＡと自治体との連携については、すでに、第３章の１で、政府の地方自治体関連の

補助事業の枠組みと実績についてふれた。また、その連携の課題については、本章２の「連

携のマトリクス」で整理している。ここでは、ＪＩＣＡと自治体との連携事業の事例を図

表 5-2で紹介する。 

 北九州の事例については、第３章の２で、ヒアリングを行った結果を掲載している。こ

の事例は、開発調査にまで踏み込んで協力を行っている事例であるが、その他は、すべて

専門家派遣と研修受入の事例である。また、全ての事例で、自治体独自の国際交流・国勢

協力事例となっており、市民レベルの協力が自治体レベルにまで展開して来ているケース

はない。 

 

図表 5-2 ＪＩＣＡと自治体の連携事業 

埼玉県と

の連携 

ネパールに対する「プライマリ・ヘルス・ケア・プロジェクト事業」 

公衆衛生に分野で協力していく方針を打ち出していた埼玉県がＪＩＣＡに協

力することになり、この事業で埼玉県は専門家派遣、研修員の受け入れを行

った。 

青森県 

車力村の

協力 

モンゴルに対する「農業分野（稲作・畑作）での技術協力事業」 

車力村とモンゴルはもともと 1990年から農業技術交流を行っていたが、1995

年度のモンゴル政府から専門家派遣要請を受けたため、ＪＩＣＡの短期専門

家として車力村関係者を派遣した。 

島根県 

三隈町と

の連携 

ブータンに対する「紙漉き技術協力事業」    

三隈市とブータンは 1990 年より紙漉き技術交流を行っていたが、1995 年度

にＪＩＣＡとの連携事業として実施されることになり、ブータンからの研修

生をＪＩＣＡ研修生として三隈町で受け入れている。 

北九州市

との連携 

中国大連市に対する「中国大連市環境モデル地区整備計画調査事業」    

北九州市と大連市はもともと友好提携を結び、交流を行ってきた。両市の、

大連市環境モデル地区建設を目標とする共同調査や計画づくりへの協力がき

っかけとなって、1995年に中国政府から正式に開発調査の要請を受けたこと

により、ＪＩＣＡ調査団と北九州市調査団の連携によって調査が行われた。 

千葉県と

の連携 

モンゴルに対する｢モンゴル母と子の健康プロジェクト｣ 

千葉県はヨードの生産量が世界でトップレベルにあり、モンゴルはヨードの

不足による甲状腺異常患者が多いため、千葉県はモンゴルに対しヨードの無

償供給を決定した。またモンゴル政府はヨード供与とともに母子保健分野で

の技術協力を要請し、ＪＩＣＡによって実施されることになった。ＪＩＣＡ

のプロジェクトに対しては、千葉県職員がＪＩＣＡの設置する国内支援委員

会に参加している。 

沖縄県と

の連携 

ボリヴィアに対する「サンタクルス地方公衆衛生向上事業」    

沖縄県では 1954年からボリヴィア移住が開始され、サンタクルス県にはオキ

ナワ移住地がある。1992年に姉妹提携を行い交流を図ってきた沖縄県は、こ

の事業のために、専門家派遣、研修員受入を行った。 

（資料）「地方自治体国際協力事業における支援方法に関する調査」有限会社地域振興プラネット 
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ＯＤＡとＮＧＯの連携については、制度的枠組みについて、第２章１（２）でふれ、政

府のＮＧＯ補助・委託の規模等については、第２章１（１）でふれた。また、国際比較に

ついては、第２章２で分析した。ＯＤＡとＮＧＯとの連携についての、ＮＧＯ側からの意

見は、第２章３のＮＧＯへのヒアリング結果としてまとめている。なお、連携の課題につ

いては、本章２の「連携のマトリクス」で整理している。 
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（３）都市自治体とＮＧＯの連携 

 

①アンケート調査から 

 

ａ．集計結果 

都市自治体と国際協力ＮＧＯとの連携に関しては、99 年はじめに余暇開発センターによ

って行われた自由時間の使い方に関する都市自治体アンケートが参考になる。ここでは、

全国の都市自治体（市と東京都区）にＮＰＯとの公民協働についてたずねており、その１

分野として「国際協力」におけるＮＰＯとの公民協働についても連携の有無をきいている。 

 図表 5-4のように都市自治体の 56.2％は何らかの形でＮＰＯとの公民協働を行っている。 

 そのうち、「国際協力」分野で公民協働を行っている都市自治体は、21.1％と「高齢者・

身障者」「まちづくり活動」「清掃・美化活動」「文化・芸術活動」に次ぐ多さとなっている

（図表 5-3参照）。 

 

図表 5-3 自由時間の使い方に関する都市自治体アンケートの概要 

対象 全国の都市自治体（市と東京特別区）691市区 

抽出 全数 

回答者 企画担当者 

回答数 308市区 

回答率 44.6％ 

調査時期 1999年初頭 

（資料）余暇開発センター編「時間とは幸せとは－自由時間政策ビジョン」1999年 

 

 図表 5-4 都市自治体アンケート結果（１） 

 

 

問2.ＮＰＯとの公民協働の実施と検討の比率

（注）比率は「行っていない」「検討していない」と無回答を足して合計からひいた数の比率である。
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 図表 5-4 都市自治体アンケート結果（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、国際協力と関連して「在日外国人救済」でＮＰＯとの連携を行っている都市自治

体も 6.5％あった。 

 「国際協力」を行っている都市自治体を属性別に見ると（図表 5-5 参照）、人口 10 万人

未満で 16～17％とやや少なく、人口 20～50 万人未満であると 27.9％、人口 50 万人以上

であると回答 11自治体のうち 5自治体と 45.5％を占めており、ほぼ人口規模に比例して、

連携実施の割合が高くなっている。 

 地域的には、回答数自体が少ないので確たることは言えないが、東京で特に連携実施割

合が高いわけではないこと、大都市圏の方が地方圏よりやや連携割合が高いが、大都市圏

問2.ＮＰＯとの公民協働を実施あるいは検討している分野
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の中では大阪圏の連携割合が低い傾向がある。 

 

図表5-5 国際協力関係でＮＰＯとの公民協働を行っている都市自治体 

国際協力 在日外国人救済  
回答 

合計 
実数 構成比

(%) 

実数 構成比

(%) 

計 308 65 21.1 20 6.5 

5万人未満 107 18 16.8 2 1.9 

5～10万人未満 95 17 17.9 3 3.2 

10～20万人未満 52 13 25.0 8 15.4 

20～30万人未満 20 8 40.0 3 15.0 

30～50万人未満 23 4 17.4 1 4.3 

50～80万人未満 8 2 25.0 1 12.5 

人

口

規

模 

80万人以上 3 3 100.0 2 66.7 

北海道 16 5 31.3 1 6.3 

東北 45 7 15.6 2 4.4 

関東 88 20 22.7 8 9.1 

東海 42 11 26.2 2 4.8 

北陸 12 4 33.3 0 0.0 

近畿 34 4 11.8 2 5.9 

中国 27 6 22.2 2 7.4 

四国 12 2 16.7 1 8.3 

九州 29 5 17.2 2 6.9 

地

域 

沖縄 3 1 33.3 0 0.0 

    大都市圏 119 28 23.5 9 7.6 

     東京圏 60 15 25.0 6 10.0 

     名古屋圏 28 9 32.1 1 3.6 

     大阪圏 31 4 12.9 2 6.5 

都

市

圏 

    地方圏 189 37 19.6 11 5.8 

「国際協力」でＮＧＯと公民協働していると回答した都市自治体 

札幌市、室蘭市、登別市、美唄市、函館市、大曲市、長井市、村山市、上山市、

酒田市、石岡市、下館市、渋川市、所沢市、浦和市、春日部市、川口市、松戸

市、千葉市、三鷹市、目黒区、東大和市、豊島区、日野市、稲城市、大田区、府

中市、三浦市、新井市、上越市、滑川市、高岡市、小松市、小浜市、勝山市、岡

谷市、松本市、多治見市、高山市、可児市、裾野市、御殿場市、豊明市、大府

市、久居市、鳥羽市、上野市、多摩市、泉佐野市、神戸市、豊岡市、井原市、東

広島市、呉市、下関市、宇部市、柳井市、伊予三島市、新居浜市、春日市、鹿島

市、佐賀市、諫早市、熊本市、平良市 

 

ｂ．事例アンケート結果 

 この都市自治体アンケートでは、実際の「国際協力」の内容が分からないため、「国際協

力」分野でＮＰＯとの公民協働を実施していると回答した都市自治体 65 団体に 2000 年 2

月に葉書アンケートを行った。回答自治体は 24であったが、該当なしと回答した２自治体

を除く、22の自治体の事例を資料編Ⅲに掲げた。 

 具体的な内容について整理してみると、「国際協力」といっても、国際交流の事例が多く、

今回の対象分野である厳密な意味での国際協力事例は図表 5-6 に掲げたように 7 自治体で
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あった。 

 うち、東京都東大和市と愛媛県新居浜市は日本語学習の支援でＮＰＯと協力していると

いうことであるが、途上国出身者に日本語を教える支援を行っているかは不明であるので、

必ずしも途上国対象の国際協力ではない可能性がある。 

 東京都目黒区の事例はＮＧＯ団体の情報交換の場の提供の事例である。 

 静岡県御殿場市、愛知県豊明市、愛知県大府市は、募金や物資の支援の事例である。御

殿場市はＮＧＯ団体との連携である。他の２市は市の補助団体である国際交流協会と連携

している事例である。 

 山口県宇部市は、環境協力の事例であり、そのため宇部環境国際協力協会(宇部 IECA)が

設立されている。 

 

図表 5-6 「国際協力」に関しＮＰＯとの公民協働を行っている都市自治体の活動内容回答結果 

no 都道府県都道府県都道府県都道府県    市市市市    要約要約要約要約    現状現状現状現状    課題課題課題課題とととと今後今後今後今後    

8 東京都 目黒区 国際交流・

国際協力 

・情報交換の場の提供 

・対象：国際協力を行っているＮＰO等（目黒

ユネスコ協会、ネパール会、日本国際社

会事業団、南米援護ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ協会、幼い

難民を考える会） 

国際協力に関するNPO等

の協働も含め、行政とNPO

等の協働について今後の

検討する予定である。 

9 東京都 東 大 和

市 

国際協力 

（外国人支

援） 

事業名：外国籍市民への日本語学習の支援 

事業内容：市は｢資料の提供｣｢場の確保｣｢ﾎﾞ

ﾗﾝﾃｨｱ養成｣ 

ＮＰＯの数：３団体 

問題点 

 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの確保 

16 静岡県 御 殿 場

市 

国際協力 

（対カンボ

ジア、アフ

リカ支援） 

｢カンボジアの子供に学校を送る会｣（JHP） 

・毎年実施……カンボジアへ楽器を送る運 

          動      通算4,850点 

・H７～９年実施…カンボジアへ富士山学校 

            を作る運動 (２棟寄贈) 

・｢アフリカへ毛布を送る運動推進委員会｣ 

毎年実施…｢アフリカへ毛布を送る運動｣ 

            通算1,909枚 

・「日本国際ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ(JVC)」 

毎年実施…使用済みテレホンカード 

・「日本ユニセフ協会」 

毎年実施…外国コイン募金 

注）左の5活動はいずれも

本市が主催ではなく、全国

レベルで展開している事業

に本市国際交流協会が協

力しているものですが、カ

ンボジアの富士山学校は

本市独自の運動です。 
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no 都道府県都道府県都道府県都道府県    市市市市    要約要約要約要約    現状現状現状現状    課題課題課題課題とととと今後今後今後今後    

17 愛知県 豊明市 国際協力 

（ 募 金 活

動、及び対

ア フ リ カ ・

マリ共和国

支援） 

１・衣料救援活動(１０～１１年度) 

 市の補助団体である国際交流協会が市民

に呼びかけ、春・夏物の新・中古品(洗濯済

み)衣料を集め、マザーランドアカデミーを通

じてアフリカマリ共和国へ送った。 

２・募金活動等(７～１１年度) 

国際交流パーティー、夏祭などの実施の

際、募金活動及び書き損じはがき収集活動

により集めた資金を国連難民高等弁務官事

務所、台湾などに寄付した。 

衣料救援活動において海

外への送料が結構かかる

ため、市民からの寄付で不

足する分は協会で負担して

いる。この活動を増やせ

ば、協会の負担が増える

財政的な問題がある。 

 また、衣料および寄付し

たお金が本当に現地に届

けられ、活用されているの

か実態が把握できない不

安もある。 

18 愛知県 大府市 国際協力 

（途上国援

助） 

大府市国際交流協会(現在、市役所に事務

局あり。補助団体) 

・ 開発途上国へ古着を送る会 

 H8～9  ブラジル 

 H10    コンゴ       2tトラック１杯分 

 H11    フィリピン    文具、靴  

・ ペンギン募金 

姉妹都市のペンギン保護のため 

・ トルコ・台湾義援金 

 

20 山口県 宇部市 国際協力 

（ 環 境 協

力） 

宇部市では。1997年の国連環境計画グロー

バル５００賞受賞を機に国際環境協力の推

進を目的として、1998年8月産・官・学・民に

より、宇部環境国際協力協会(宇部IECA) 

が設立されました。この宇部IECAは、団体・

個人からの会費と宇部市からの補助金によ

り運営されています。宇部市は、この宇部

IECAとの協働により、市民啓発のための｢環

境国際セミナー｣の開催、市内企業の持つ環

境技術の要覧集の編集と発行、海外からの

環境技術研修生の受け入れ等の事業も行っ

ています。 

問題点としては、会費と補

助金により運営している、

非営利団体であることから

継続的な財源確保が困難

であると挙げられます。ま

た、環境協力するに相応し

い環境保全技術・システム

の開発、構築におけるこれ

まで以上の努力が課題で

あると考えています。 

21 愛媛県 新 居 浜

市 

国際交流・

協力（外国

人支援） 

平成9年度から 

外国人のための日本語教室開設事業 

委託先…にいはま日本語の会(20名) 

新居浜へ滞在している外国人対象に 

週２回(火、木)、日本語教室を開講する。 

特になし 

継続の予定です 

（注）noは資料編Ⅲの通し番号 
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②ヒアリング調査から 

 

 ヒアリングではＮＧＯと自治体との連携事例として、幼い難民を考える会（ＣＹＲ）と

北区の連携について聞き取りを行った（図表 5-7、資料編ⅡＡ3参照）。 

 ＣＹＲはタイ・カンボジアで保育事業等を行っているＮＧＯであるが、北区との連携で

研修生受け入れ先が広がるなどのメリットを受け、北区では区民の国際協力活動の輪が広

がるというメリットを受けた。多くの区民が関われる中古絵本などのモノの援助は、現地

での教材としての不適合性から取りやめになるなど、一般的な形での援助の限界性も示し

ている。逆に、多くの区民の参加や賛同が得られないときに区として連携事業をどう位置

づけるかの問題もあるように忖度される。ＮＧＯのニーズと自治体のニーズとの調整問題

を伺わせる事例となっている。 

 

図表 5-7 ヒアリングまとめ（ＮＧＯと自治体の連携） 

ＣＹＲ（幼い難民を考える会 Caring for Young Refugees） 

 
・CYR はカンボジア難民流出をきっかけに保母たちの視察後 1980 年に設立されたＮＧＯ

であり、事務所は目黒区にある。スタッフ 22名（専従 18名）、ボランティア 800名。 
・タイのカンボジア難民キャンプでの活動に続いて、カンボジアでの保育・織物事業、タ

イでの保育事業を行っている。 
・CYRと北区の連携事業は、1996年にはじまり、現在も続いているNGO自治体連携の成

功している事例の一つである。きっかけはタイ人を日本で研修させるための機会と場の

協力を CYRが日本の自治体に求めたことから。 
・当初は、中古絵本の贈呈など、多くの区民が関われるモノの援助も行っていたが、現地

ニーズと必ずしも合わず 4 年目から中止して、現在はタイ人研修生の受入研修と現地研

修をかねた区民使節団の派遣を行っている。 
・NGO の自治体協力のメリットとして、CYR は、区や区民・関係者との話し合いの経験

を重視していた。 
・その他にも研修内容のメニューが豊富になった点や、（将来的に）北区の小学校の開発教

育で連携できるかもしれない点などが考えられる。 
・逆にデメリットとしては受入研修生の渡航費負担の問題や話し合いに時間がかかる点が

挙げられた。 
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③連携事例から 

 

 文献資料から自治体とＮＧＯとの連携事例を掲げることとする。 

 図表 5-8は、東京都下市区町村の事例であるが、自治体から途上国への物資提供、資金提

供、あるいは途上国からの研修受入に対して、ＮＧＯが協力している事例がほとんである。 

 これらの事例では、北区とは異なって、区民を巻き込むと言うよりは、自治体側は、リ

サイクル事業、消防事業など自治体そのものの事業、あるいは自治体の中の企業、学校等

の事業者が中心となっている。また、ＮＧＯ側についても、市民活動団体としてのＮＧＯ

は仲介機能が中心であり、公益団体が中心となって寄付を行っている場合が多い。 

図表 5-9は、日本民際交流センターというＮＧＯと自治体との連携事例の紹介である。 

群馬県板倉町と島根県横田町でＮＧＯが仲介して、自治体及び住民レベルでの国際協力

が可能になった事例が紹介されている。 

 横田町の場合、このＮＧＯを信頼して管理費まで出している。それは、地域レベルの相

互の交流や国際協力を進めていくためには、両方の地域（ここでは日本とタイ）に通じて

いるＮＧＯが仲介すると非常にスムーズに行く点が認識されているからである、とされて

いる。 

 逆に、失敗ケースが自治体名はあげずに紹介されているが、その自治体では、やはり奨

学金の提供からはじめて、実際の国際協力を開始したが、そこではＮＧＯを介さず、その

結果、現地ニーズが把握できず、結局は現地を引っかき回し、途中で挫折するという結果

に終わったと報告されている。地域間協力に果たすＮＧＯの役割を、失敗ケースから明ら

かにする結果となっている、とされる。 

 なお、追加的に、同じ文献のワークショップの中での発言として、ＮＧＯと自治体との

連携の問題点が指摘されている箇所を図表 5-10に抜き書きした。 

 ＮＧＯから見ると自治体の協力の問題点として「持続性」や「信頼」の問題があげられ、

また自治体側からは、「公平性」の問題が挙げられている点が注目される。 
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図表 5-8 自治体とＮＧＯの連携事例（東京都下市区町村） 

型 事例 内容 
豊島区の再生自動
車の贈呈 

豊島区は 1988年に単独で、マレーシア、ザンビアなどに再生自転車
375台を送ったが、これを契機に、1989年 15自治体と NGOのジョ
イセフ（家族計画国際協力財団）で、「再生自転車海外譲与自治体連
合会」（ムコーバ）が結成された。豊島区が事務局になり、都内では
文京区、大田区、世田谷区、練馬区、荒川区、板橋区、多摩市、武蔵
野市の 7区 2市と NGOのジョイセフがメンバーとなっている。自転
車は解体せず送付する。送付費用は 3075 台送るのに総計 4600 万円
と多額で、1台につき約 1万 5千円で、現在、15自治体が 100万負
担、残りは（財）自転車産業振興協会から約 3000 万円、（財）東京
都駐車場公社から 480 万円、外務省草の根無償援助から 120 万円の
助成金でまかなわれている。 

（財）自転車駐車場
整備センターの自
転車の提供 

（財）自転車駐車場整備センターは建設省認可の公益法人で、この事
業には、24 の自治体が協力している。都内では、足立区、品川区、
墨田区、新宿区、青梅市、八王子市、国分寺市、立川市などである。
自転車を解体して、部品、補修用の材料、工具とともに送る。参加自
治体の負担はなく、自治体の窓口は放置自転車担当の土木課である。
現在は国際協力というより、粗大ゴミ対策事業に近い。組立・補修の
技術指導も行われているが、現地で 1日半程度、初年度のみである。 

板橋区のモンゴル
へのノート提供 

区内の印刷製本業者が協力 

町田市のブータン
へ救急車・消防車の
提供 

地域の青年会議所との連携。防災課の市職員、消防団員、青年会議所
メンバー3名が毎年、現地派遣され、消防技術の指導を行った。3年
実施され、成果を得て終了した。 

物
資
提
供 

外務省の外郭団体
「日本外交協会」の
乾パン事業 

自治体、学校、企業に働きかけて、賞味期限切れ前の乾パンの提供を
求めて、海外の食糧支援に役立てている。 

目黒区のインドネ
シアのスンバ島の
総合実験農業研修
への協力事業 

区内にある保育園の園長が自分の所属する NGO「アジア友の会」の
活動を区のリサイクル事業担当に紹介したことから始まった。事業は
4年継続して、480万円の資金援助を行って、成果を得て終結した。 

豊島区の使用済み
テレカ回収による
ネパール植林事業 

NGO「ラブ・グリーン・ジャパン」の働きかけからはじまった。使
用済みテレカ 3.5枚で 1本の木を植える「ネパールに十万本の植林を」
運動に協力している。回収箱を区内の図書館、社会教育施設などに設
置し、リサイクル課で集約して、「ラブ・グリーン・ジャパン」に寄
付している。 

資
金
提
供 

青梅市のタイ教育
支援 

市内にある NGO「アジアの子供に愛の手を」実行委員会が、タイの
カンチャナブリ県の学校の教育支援を行っているのに対して、市は、
青梅市国際交流基金から 1992 年度 100 万円、それ以降は、年間 20
～40万円程度の助成を行っている。 

研
修 

台東区の東南アジ
ア看護研修員受入
事業 

「国際看護協力協会」（厚生省認可の財団法人）の働きかけによりは
じまる。 

武蔵野市 「むさしの・多摩・ハバロフスク交流協会」を立ち上げ、設立時 2000
万円の助成を行ったほか、毎年の運営費を補助している。 

台東区 1989 年台東区国際交流委員会を設立した。運営費や事業費の補助を
行っている。 

N
G
O
支
援 青梅市 1989年国際交流基金を立ち上げる。1994年国際交流連絡協議会を設

立する。 
（資料）NGO自治体国際協力推進会議（現 CDI-JAPAN）（1999）「地域主体の国際協力・交流
活動の実態」 
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図表 5-9 ＮＧＯ（日本民際交流センター）と自治体との連携の事例 
○日本民際交流センターの概要 
 1987 年に設立された日本民際交流センターは、タイとラオスにおける教育支援（ダルニー奨
学金：中学を対象）と農村開発事業を手がける NGOで、現在、年間事業規模が 2億円程度、中
堅どころの NGOである。東京に事務所、協力者は全国各地に散らばる都市型 NGOで、将来的
には対象国を広げていく方針である。 
 
（1）群馬県板倉町と日本民際交流センターのラオスの事例 
 
 板倉町は、人口約 1 万 6 千人弱。日本民際交流センターとの付き合いのきっかけは、タイの
奨学金提供への協力。対象国を設定して国際協力したい板倉町はラオスの小学校建設（セコン県
パクトンタイ村）への協力を申し出る（96年）。予算は 500万円。 1人 1万、 500人の協力
者を募ろうという運動に発展。当初は議員や町の職員が主体的な役割を果たしたが、国際協力に
対する理解が深まるにつれ、会社員や主婦などの一般町民が参加し、主体的な役割を果たすよう
になる。 
 
（2）島根県横田町と日本民際交流センターのタイの事例 
 
 横田町は全国でそろばん生産の日本一、約 70％のシェアを占める。日本民際交流センターと
の出会いは、横田町が1990年地場産業のそろばん活用の全国聞き取りアンケートで訪ねたこと。
協力のきっかけは、日本民際交流センター代表の秋尾が、そろばんは途上国の子供の教育に必ず
役立つと話したこと。 
 協力事業はいきなり、そろばんから始まったのではなく、国際協力に対する理解を深めるため
に書き損じハガキを、日本民際交流センターのダルニー奨学金に寄付（1人 1万でもできるが、
書き損じハガキ運動となった。250 枚で 1 万に相当）。1993 年で 12 人分の奨学金に。1994 年
奨学金を送った学校を対象にそろばんとタイ語に訳した教科書を贈呈。正式に小学校の授業に取
り入れられる。1997 年タイ教育省が横田町に代表視察団を派遣。タイ全国の小学校カリキュラ
ムに導入したい旨が発表される。この時点で、島根県が横田町を全面的に支援。 
 板倉町に比べると行政主導。 
 
○日本民際交流センターにとっての自治体協力のメリット 
・より多くの市民の国際協力への参加を図ることが出来る。 
・現状では、支持者・協力者と NGOという点と点のつながりになっている。それを地域社会を
対象とし、開発教育を通じて触れ合うことで、地域と多面的な関わりがもてるので、自分たちの
国際協力活動をより多くの人にフィードバックできること。 
・国際協力は途上国側だけで完結するのではなく、国内の開発教育や魅力ある豊かな社会の形成
に貢献することで、完結するという考えが背景にある。 
 
○自治体のＮＧＯとの協力のメリット（ＮＧＯから見ていて） 
・直接現地と交渉するより NGOを介在させた方がスムーズ。 
・特に横田町の場合、自治大臣表彰を受けたり、町民が自分の町に誇りを持てるようになったこ
と。 
・ODAは要請主義をとっているため、外交ルートを通じた要請された計画を行うしか方法がな
い。自治体が国際協力をやるときには、NGOと組むことによって、本当に途上国の地域、村人
たちのニーズをくみ上げた国際協力を行うことが出来る。 
 
○ＮＧＯと現地自治体との連携のメリット 
・ODAが一過性になりがちなのに対し、長期的になる。 
・途上国側の地域開発が促進される。 
（資料）CDI-JAPAN 地域発の国際協力推進会議（1999）「地域発の国際協力ワークショッ 
プ報告書」 
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図表 5-10 ＮＧＯと自治体の連携の問題点 

○NGO から見た自治体の問題点 

 

坂田喜子（世界の子供と手をつなぐ会事務局長） 

・担当官の人事異動。引継ぎ（後継者の紹介などの無）がないこと。 

 

中島聡子（日本民際交流センター企画室長） 

・NGOに対して自治体があからさまに信頼せずに対応すること。 

・縦割り行政の譲り合い（国際課に、地域振興課に） 

・「協力はとても、うちは交流のレベルですから」と「協力」という言葉で尻込みしないで欲し

い。 

 

○自治体から NGO と付き合う際の問題点 

 

大竹准一（神奈川県環境政策課（当時）） 

・特定団体と親しくすると、公平性で問題があるではないかと気になる。 

（逆に NGOネットワーク組織をまず作ってから、行政に声をかけてくれると行政側としては話

に乗りやすい） 

・行政も民間ももっと自立すべき。 
（資料）CDI-JAPAN 地域発の国際協力推進会議（1999）「地域発の国際協力ワークショッ 
プ報告書」 

 

④まとめ 

 

 最後に、これまでにふれた自治体の国際協力事例を、連携相手との関連で整理した表を

図表 5-11に掲げた。 

 自治体は、単独で国際協力を行うケースは少なく、ほとんどの場合、国やＮＧＯとの連

携を通じて国際協力を行っている。 

都道府県・政令市レベルでは、国との連携が多く、その場合は、受入研修や専門家派遣

の補助金を得るだけの場合もあれば、ＪＩＣＡとの協力で国際協力活動を行う場合もある。

また、専門家団体や国際都市連合といった市民活動団体ではないが非営利団体としてはＮ

ＧＯとも呼べる連携相手との協調協力も多い。 

市町村レベルでは、国際交流協会といった地元の公共団体や青年会議所、国際看護協会

といった準公共団体を介した国際協力もあれば、北区、横田町の事例などに見られるよう

にＮＧＯを介した草の根的な住民レベルの国際協力もある。 

このように、自治体の国際協力と言っても、地方公共団体としての専門性を活かすとい

う趣旨もあれば、地元の住民レベルの国際協力活動をとりまとめるという趣旨もあり、そ

れに応じて、連携相手も国、専門家団体、国際都市連合あるいは市民活動団体としてのＮ

ＧＯと非常に様々な形態が併存しているのが特徴となっている。連携相手として国以外は

統計的にはＮＧＯにくくられるが、これまでしばしばふれてきたように、内実は、多様で

ある。 
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図表 5-11 自治体の国際協力 

連携相手 

ＮＧＯ 
 自治体 単独 

国 
市民団体 

その他専

門団体等 
国際組織 

備考 

ヒ 埼玉県 ○     国際交流からの展開、

環境協力 

ヒ 埼玉県  ○    研修受入・専門家派遣 

ヒ 埼玉県     イクレイ 都市間環境協力 

ヒ 横浜市     シ テ ィ ネ

ット 
都市間技術・経済協力

（援助側は横浜市の

み） 

ヒ 北九州市  ○  ＫＩＴＡ  技術協力 

ヒ 北区   ＣＹＲ   古絵本送付（現在とり

やめ）、保育関係研修生

受入 

ア 御殿場市   ＪＨＲ   対カンボジア・学校づ

くり支援、対アフリ

カ・毛布送付 

ア 目黒区   ５団体   ＮＧＯ間情報交流支援 

ア 豊明市 

（愛知） 

  市 の 国 際

交流協会 

  衣料救援活動（アフリ

カ・マリ共和国）、募金

活動 

ア 大府市 

（愛知） 

  市 の 国 際

交流協会 

  途上国へ古着 

被災国へ義援金 

事 板倉町 

（群馬） 

  日 本 民 際

交 流 セ ン

ター 

  ラオスの小学校建設 

事 横田町 

（島根） 

  日 本 民 際

交 流 セ ン

ター 

  タイとのそろばん交

流、小学校カリキュラ

ムに組み入れ 

事 豊島区等   ジョセフ   マレーシア、ザンビア

などに再生自転車送付 

事 町田市    青 年 会 議

所、消防団 

 ブータンへの救急車・

消防車の提供 

事 目黒区   ア ジ ア 友

の会 

  インドネシア・スンバ

島農業研修への資金協

力 

事 豊島区   ラブ・グリ

ー ン ジ ャ

パン 

  使用済みテレカ回収に

よるネパール植林事業

資金協力 

事 青梅市   ア ジ ア の

子 供 に 愛

の手を 

  タイの学校教育への資

金協力 

事 台東区    国 際 看 護

協力協会 
 東南アジア看護研修生

受入 

（資料）ヒ：ヒアリング、ア：アンケート、事：文献紹介事例 
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２．連携のマトリクス 

 

 これまで、ＮＧＯ、地方公共団体など国以外の援助に関わる多様な主体の活動の実態と

課題を分析してきた。ここでは、従来、国際協力、援助の中心であった国を含めて、相互

に連携を図り合うための構図を「期待される役割」（図表 5-12）と「問題点・課題」（図表

5-13）に分けて整理するものとする。すなわち、各援助主体に一般的に期待されているも

のを記した後、連携する側と連携の相手先との関係から相互に何を期待し、何が期待され

ているか、また、その際の問題点と課題を整理するものとする 

 援助に関わる多様な主体のネットワーク、ここではそれを連携のマトリクスと表現して

いるが、そこで極めて重要なことは、援助主体相互が相手方の固有の援助目的をよく理解

しながら連携することである。相手側が自分と同様の活動目的で動いていると考えること

から多くの誤解とトラブルが生じるからである。そこで、以下では、マトリクスのクロス

する欄に「固有の援助目的」「固有の問題点・課題」を整理した。 

 

（１）各主体に期待されている役割のマトリクス 

 

①国（政府開発援助）への期待 

 

ａ．一般的な期待・役割 

 国、あるいは国が行う政府開発援助（ＯＤＡ）への期待に関しては、まさに援助論や開

発経済学の中心テーマであり、概略については、第１章１でふれた。 

 国の固有の役割の内容は時代の変遷とともに変化してきているが、基本的には、開発が

遅れている国の開発を促進し、また貧困を撲滅するために、インフラ整備や社会開発のた

めの資金援助や技術協力を行うことが期待されている点では一貫している。 

しかし、最近では、グローバリゼーションの中で、国の枠を超えた経済活動、あるいは

社会活動が活発となってきており、そうした国以外の活動主体との関係が重要になってき

ている。すなわち、一方では、民間企業の活動が途上国の開発にとって以前とは比べもの

にならないほど大きな役割を果たすようになっているため、ＯＤＡの役割には、そうした

民間企業の活動の適切な発展を促進したり、またそれが 97年のアジア通貨危機の際のよう

に暴走しないようなシステムを支えたりする点が付け加わっている。また、他方では、国

を超えた社会活動としてＮＧＯ活動がかってないほどの重要性を占めてきており、国には

こうした活動の適切な発展を促進するとともに、必要な分野ではそれと連携を図る役割が

付け加わっている。 
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図表 5-12 途上国援助における各主体の連携のマトリクス（期待される役割） 

連携の相手先・期待される側  

国（政府開発援助） 地方自治体 ＮＧＯ 

一般的な期待 
（援助国国民、及び

途上国政府、ＮＧＯ、

国民） 

・インフラ整備など政

府財政支出を支える

資金援助 
・技術援助 
・援助に関わる多様な

主体の活動促進・安

定化・連携促進 

・衛生、環境保全など

地方自治体が有する

ノウハウ 

・きめ細かな援助（社

会開発、緊急援助な

ど） 
・直接の人的交流 
・援助の担い手として

女性の役割拡大 

国（政府開発援

助） 
・世界経済の発展 
・国際関係の安定 
・外交の一環（国際貢

献、特定国対応） 
・市民の代表（国・税

を通じた途上国救

援） 

・援助努力の分担（特

に社会開発面や環境

面） 

・共同事業 
・ＯＤＡ事業の委託 

・きめ細かく、機動性

の高い援助の分担

（社会開発、緊急援

助など） 
・ＯＤＡ事業の委託 
・援助の企画と評価 

・途上国ＮＧＯとの仲

介 
・国民理解（開発教育、

透明性確保のための

協議相手） 

地方自治体 ・財政面支援（補助金、

委託金） 
・援助環境の整備（相

手国事情の知識、人

材育成、フォローア

ップ調査等） 

・特色ある地域づくり 

・国際交流の深化 
・人材資源の活用 
・市民の代表（欧米） 

・国際交流 

・特色ある地域づくり

（誇りを持てるまち

づくり） 

・市民意識の活性化 
・在日外国人支援 
・現地ＮＧＯと連携に

おける情報のパイプ 

連
携
す
る
側
・
期
待
す
る
側 

ＮＧＯ ・財政面支援（補助金、

委託金） 
・法制度面（寄付金税

制など） 

・協議・対話・交流の

促進 

・市民活動の支援（財

政面、その他活動支

援） 
・幅広い市民が国際協

力に参加 
・国際協力の幅広がる

（例えば研修受入先

の選択肢拡大） 
・学校教育等における

開発教育 

・人道目的 

・政府に依存しない直

接的な途上国援助 
・利他心による自己実

現・人間回復 
・南北問題への問いか

け（北のあり方反

省・市民意識の深化） 

（注）連携を期待する側から見た期待される側との連携のあり方、メリットを整理した。 
   同一主体がクロスする部分には、各主体が自らに期待するものという意味合いから「固有

の援助目的」を整理した。 
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図表 5-13 途上国援助における各主体の連携のマトリクス（問題点・課題） 

連携の相手先・期待される側  

国（政府開発援助） 地方自治体 ＮＧＯ 

国（政府開発援

助） 

・国際協力への国民の

理解が縮減 
・透明性の確保 
・社会開発への重点シ

フト 
・人材不足 
・援助に関わる多様な

主体の把握 

・現地自治体のニーズ

への本当の意味での

対応の難しさ（公共

面での共通性と背景

環境の相違性）、再訓

練の必要 

・ＮＧＯは多様であり、

また多様な目的を持

っているので連携に

も目的に応じて多様

な形がある。 

地方自治体 ・単年度主義 

・「裏負担」も馬鹿にな

らない 
・自治体としての計画

的な取り組みが難し

い 
・国の下請けになりが

ち 

・国際協力は自治体の

本務かの理解・合意

が形成されていない 
・市民の声が自治体を

動かすという環境な

し 
・地域活性化にどうつ

ながるか 
・途上国のニーズ・受

入体制が把握できな

い→国の役割／ＮＧ

Ｏの役割 
・成果がフォローでき

ない 

・自治体の技術の移転

においてはＮＧＯを

ほとんど意識せず 
・特定ＮＧＯと親しく

すると公平性の観点

から問題（ＮＧＯネ

ットワークが必要） 

・ＮＧＯの博愛活動に

自治体として資金援

助できない 

連
携
す
る
側
・
期
待
す
る
側 

ＮＧＯ ・国への過度の財政依

存は市民団体として

のＮＧＯの存在や

「新しい価値観」の

主張を脅かす 

・行政事務、精算事務

等が単年度主義であ

り、柔軟でない。 

・間接費が補助されな

い 
・人事交流（ＮＧＯ経

験者の登用など） 
・中央・地方、大小の

違いによらない公平

な情報提供が必要 
・ＯＤＡの委託事業は

ＮＧＯ自体の事業と

ならない（国民にア

ピールできない）、ま

た物的な成果が現地

政府の所有となり、

現地の人々の所有に

ならない。 

・担当者の人事異動や

引き継ぎの不備から

事業の継続性に問題

（専門職の必要） 
・相互の信頼感がなお

薄い 
・交流はともかく国際

協力に積極的でない

（交流や地域振興の

立場を出ない。縦割

りの譲り合い）。 

・市民意識の活性化と

いう自治体の目的に

おつきあいしている

とＮＧＯとしての活

動に支障が出る場合

もある。 

・地方でＮＧＯが育っ

ていないのに自治省

が国際交流から国際

協力へと旗を振って

も無理 

・寄付税制の不備 
・ＮＧＯを支える「個

の文化」の未成熟 
・ＯＤＡへの過度依存

ＮＧＯは本来の姿か

ら遠い 
・ＮＰＯ、ＮＧＯの職

歴に対する評価の低

さ 
・ＮＧＯ参加者のキャ

リア・パスが見えな

い（専門職、研究職） 
・内外のＮＧＯ相互の

連携・ネットワーク

が必要 
・地方レベルでのＮＧ

Ｏ、各種団体、自治

体、国の連携が必要 
・ＮＧＯの全国代表組

織の必要 

 

（注）連携を期待する側から見た期待される側との連携の問題点を整理した。 
   同一主体がクロスする部分には、「固有の問題点・課題」を整理した。 
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また、援助国、被援助国ともに、全く同じコンテクストではないが「市民社会の成熟」

が進み、ＮＧＯとともに、地方の自治体やその他の公共団体が果たす役割の重要性が増し

ている。援助自体も成熟し大規模なインフラ整備からきめ細かな開発援助にシフトしてき

ているので地方の視点がより重要になっているので、なおさらである。ＯＤＡといえば国

の専管事項であると考えられがちであるが、ＯＤＡの一環をなす地方公共団体にかけられ

る期待も増大しており、国もこれとの分担・連携を図る必要が生じている。 

 

ｂ．固有の援助目的 

 国への期待としては以上のような点があげられるが、国自体の固有の援助目的がある。

それは、援助を通じた途上国の経済的社会的発展により、世界経済全体が発展し、援助国

にも利益が生じる面が、まず、あげられる。また、その間接効果として国際関係の安定を

通じて、政治的にも裨益するところが大である。さらに政治的・外交的には、軍事援助を

放棄している我が国の場合、国際貢献の一環としての援助活動が極めて重要であるととも

に、特定国との外交にとっても援助の果たす役割は無視できないものがある。 

 さらに、国民主権や市民主義の観点からは、国が国民の代表としての役割を演じ、国民

が寄付や直接活動ではなく税を通じて途上国国民を援助しているという側面も基本に置く

必要がある。納税者として国の税金がどう使われているか知る権利がある、という一般的

観点に止まらず、国が国民の代表として援助活動を行っているのであれば、当然、国民に

はどのように援助が実施され、どのような効果をあげているかの報告を求める義務がある

のである。ＮＧＯ団体への寄付の前提として寄付金の使途や効果を寄付者は知る義務があ

るのと同様である。こうした観点もあって、援助の評価や透明性が近年重要となっている

のだといえる。 

 

ｃ．地方自治体からの期待 

 地方自治体から国への期待としては、補助金、委託金を通じた財政支援への期待が、ま

ず、あげられる。 

地方自治体が援助主体として成熟しているのであれば、こうした期待は正しい脈絡の中

に位置づけられよう。しかし、地方自治体の援助は国際交流から展開している場合が多く、

実態としては、国際協力に主体的に取り組んでいるケースは、それほど多くはないようで

ある。そうであれば、補助金を受けて国際協力活動を展開すると言っても、国に言われて

義務的に行うというスタンスにならざるを得ない場合もあり、自治体の「裏負担」（北九州

市ヒアリング）という表現も出てくる。 

財政的支援の他では、自治体の援助活動を支援する環境整備として、１自治体では限界

のある側面、すなわち相手国事情に関する知識の供与、自治体の援助人材の育成・研修、

自治体による援助後のフォローアップ調査といったものを推進する役割が国に期待される。 
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ｄ．ＮＧＯからの期待 

 ＮＧＯ活動の基本の１つは財政的な安定性である。ところが、市民や民間からの寄付は、

途上国の状況、世情、景気等に左右されやすく、安定的な財源として国からの財政支援が

期待されている。日本においては、準ＮＧＯ的な団体、すなわち政府の外郭団体的な非営

利法人は少し別であるが、市民活動団体としてのＮＧＯの場合、欧米諸国と比べても補助

金・委託金を多く受け取っていない。ＤＡＣの対日援助審査報告書においても 98年度予算

におけるＮＧＯ事業補助金の削減は問題視されている（第２章１（２）②参照）。 

 財政面と並んでＮＧＯからの期待が大きいのは、対ＮＰＯ（ＮＧＯ）寄付金の免税制度

の確立である。98 年に国会を通過したＮＰＯ法で法人格が付与されたものの２年間に見直

しの検討条項が設けられたＮＰＯへの寄付金の免税についてはなお課題として残っている。

この点の帰趨については、海外からも注目されているところであるが、ＮＧＯが国の肯定

的態度に大きな期待をかけているところである。 

 もっともすでに設けられている企業の一般寄付枠や特増法人（特定公益増進法人）の枠

も利用率はそれほど大きくなく（第４章１参照）、寄付の風土が育たない限り、税制の改善

だけでＮＧＯの財政基盤が確立するとまではＮＧＯ自体考えてはいないようである。 

 この他、国との政策対話機会の拡充や国の援助の企画や評価などに関しＮＧＯ人材を活

用することなどが期待されているが、これは、国がＮＧＯに期待することでもある。 

 

②地方自治体への期待 

 

ａ．一般的な期待・役割 

 途上国援助に関しては、２つの面から地域的な社会開発への期待が高まっている。 

１つは、経済成長が軌道に乗ったアジア諸国などでは、経済成長に対して政府や地方公

共団体の社会サービスが追いつかず、援助ニーズについても、従来の大規模な経済インフ

ラ中心から、きめ細かな社会開発・サービスへ幅が広がっている。このため、ゴミ問題、

住宅問題（都市スラム問題）、公害対策、都市交通の渋滞問題といった地方公共団体が担当

する分野での援助ニーズが強まっている。 

もう１つは、サブサハラ・アフリカや南アジアといった最貧国を抱える地域では従来の

援助が意図したほどの成果があげることができず、援助の重点を経済インフラから貧困緩

和のための社会開発・サービスにシフトさせる傾向が強まっている。そこでは飢餓対策、

医療、公衆衛生、安全な水の確保と言ったベーシックなニーズを満たすための援助が求め

られている。 

 このように、被援助国の状況に応じて性格は異なるものの地域開発や社会開発へのニー

ズは高まっており、このため地方自治体が有するノウハウへの期待が高まっている。日本

の地方自治体が蓄積してきたノウハウをこうしたニーズに役立てるにはどのような手段・
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手法が望ましく、またどのような準備と環境を用意して臨んだらよいかを踏まえた上で、

国際協力活動につなげていく必要がある。 

 

ｂ．固有の援助目的 

 国際協力は、地方自治法では地方公共団体の事務として明示されていない（国際協力の

目的で外国の地方公共団体や政府に派遣される地方公務員の処遇に関する法律はあるが）。

また地方自治体職員は国際協力を本来の職務とは意識していない。従って、国際協力自体

を直接、地方公共団体の目的とすることが出来ないので、おのずから間接的な援助目的を

設定せざるを得ない。 

 「特色ある地域づくり」「国際交流の深化」「地元経済への寄与」「貴重なノウハウを有す

る人材資源の活用」といった点が国際協力へ地方自治体が関与するときの目的として掲げ

られる標語である。 

 地方自治体と選挙で選ばれたその首長が、住民から集めた税金を使って、法律で特に禁

じられている場合を除き、住民・市民の代表として自由に行動して良いということであれ

ば、地方自治体の国際協力活動の推進に何ら制約があるわけではないが、欧米と異なって

日本の場合は、こうした論理で国際協力を行うことは現在のところ現実的でない。 

 

ｃ．国からの期待 

 上述 a.のように援助ニーズを満たすためには地方自治体の協力を得ることが必要なケー

スが増大しており、ＪＩＣＡ事業の中で、自治体職員を専門家として派遣したり、自治体

と連携して研修員を受け入れている。また、外務省の地方公共団体補助金制度による自治

体の研修員受入や専門家派遣の中にも自治体の国際交流（友好都市交流）などからの展開

として自治体の発意によって取り組まれている事業の他、国の意向を受けた取り組みもか

なり見られると考えられる。 

この他、はじめてのケースとして中国大連市環境モデル地区整備計画のように自治体と

JICAによる共同の開発調査が行われており、国と自治体との共同事業も現れている。同じ

く、北九州の例であるが、開発パートナー事業の中で事業を自治体に委託するケースも出

ている。 

 

ｄ．ＮＧＯからの期待 

 国からの期待とは大きく異なって、ＮＧＯから自治体への期待としては、国際協力や援

助に関わる市民活動の支援を財政面、あるいは活動の場所やネットワークの面から支援し

てもらいたいとする期待がある。ＮＧＯとしては、自治体と連携することによって、幅広

い市民が国際協力に参加する機会が生じたり、途上国からの研修生受け入れ先が広がって

国際協力の幅が広がったり、さらに学校教育等で取り上げてもらうことにより開発教育の

推進にも役立つのではという期待がある。ＮＧＯにはこうした開発教育の進展が自らの財
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政基盤の安定につながるという考えもある。 

 

③ＮＧＯへの期待 

 

ａ．一般的な期待・役割 

 自治体への期待のところで述べたような社会開発・サービスへ重点シフトという援助ニ

ーズの変化の中で、ＮＧＯには、草の根の開発支援、コミュニティ・レベルの開発支援に

おいて、自助努力を促し、またサステナブルな開発手法を取ることができ、さらに、政府

と異なり素早く対応できる援助主体としての期待が高まっている。 

 人材面では、ＮＧＯとの人材交流やＮＧＯ経験者の活用において他の援助主体が期待す

るところも大きい。また、他の援助主体と比べ、女性が活躍しているケースも相対的に多

いためそうした面からの期待もある。 

 

ｂ．固有の援助目的 

 国と異なって地方自治体の固有の援助目的は、地方自治体毎に重点の置き方が異なる。

ＮＧＯについては、重点の置き方が異なるというレベルを超えて、援助目的自体が異なる

様々なＮＧＯが存在するという点が留意されねばならない。連携のマトリクスでＮＧＯを

一本として叙述すること自体が分析を単純化している場合があるのである。 

市民活動団体としてのＮＧＯは、そもそも自由な団体として生まれており、その中には

反体制的な考えをもつ団体があってもおかしくはない。その場合は、国に期待すること自

体が趣旨に合わないことになる。また、ここでは一応除外して考えているが、非営利団体

としてはＮＧＯと分類されることもある政府の外郭団体にとっては国への期待は単なる内

部問題という位置づけとなる。 

 こうした極端な例を除いて考えても、ＮＧＯの中には、援助の精神主義的な立場を重視

する団体もあれば、援助の実践的な結果を重視する団体もあり、他の援助主体との連携の

期待についても色合いが異なっている。 

 以下の分析はこうした前提で理解される必要がある。 

 ＮＧＯの固有の援助目的と言うことでまず挙げられなければならないのは、人道目的で

ある。宗教活動の一環としてのＮＧＯにそうした面が強いことは言うまでもないが、世俗

的なＮＧＯにおいても少なくとも設立の経緯は、難民問題、貧困問題といった途上国の問

題への同情が基礎にある場合がほとんどであり、この点がまず留意されねばならない。 

 次に、こうした問題への同情、共感が基礎にある場合でも、政府、国際機関、あるいは

宗教団体・労働団体といった公共的団体に任せておけばよいとする立場からはＮＧＯは生

じない。政府等に依存しない直接的な途上国援助を求めるという点をＮＧＯの固有の援助

目的として挙げる必要がある。ただし、純粋アドボカシー型のＮＧＯでは政府等が自分た

ちの考える方向で動くことを求める団体であり、直接行動という点では同一であるが、や
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や対象が異なると言ってよい。 

 さらに、援助活動は、そのこと自体の目的もさることながら、みずからの自己実現や人

間回復につながるという目的を重視する立場もあり得る。また、こうした立場をより社会

的にした立場として、援助活動を通じた南北問題への問いかけが、北の先進国に住む自分

たちのあり方への反省につながり、それがとりもなおさず自分たちの市民意識の深化に通

じるという立場もある。 

 なお、ＮＧＯの中には宗教団体、政治団体、労働団体、経済団体といった母体を有し、

しかも独立的ではなく、母体の団体のために活動しているＮＧＯもある。こうした団体で

は母体の団体の活動目的のための手段としての援助活動・市民活動という側面が強くなる。 

 さらに、当調査では、主要な対象とは出来なかったが、北のＮＧＯが現地化した現地Ｎ

ＧＯや途上国自体のＮＧＯの活動は、こうした援助目的とは異なる面も有している。地方

行政の補完や代替が目的となっている場合がある。 

 ＮＧＯと一口に言っても、こうした多様なスペクトラムを有する活動団体として捉える

ことが必要である。 

 

ｃ．国からの期待 

 上述の一般的な期待で述べた点は国が期待するＮＧＯの役割である。緊急援助において

は、素早さとともに外交的立場を超えた行動の自由さから期待されている面もある。 

それに加えて、ＯＤＡ事業そのものの実施を委託する相手としての期待、あるいはＯＤ

Ａ事業の改善のためにＮＧＯの人材やネットワークを活用したいとする期待もある。 

さらには、ＮＧＯの活動が国の行う援助活動への国民理解を深めることに通じると言っ

た側面からの期待もあり、開発教育面での連携やＯＤＡの透明性の確保のためのＮＧＯと

の協力に期待がかかっている。 

 

ｄ．地方自治体からの期待 

 地方自治体からのＮＧＯへの期待としては、ＮＧＯ活動自体が国際的であるので、国際

交流面からのＮＧＯへの期待がある。交流や協力において自治体や市民が直接現地とつな

がることは難しいので、その面でキャリアの長い専門家としてＮＧＯに期待がかかる面が

強いのである。また、ＮＧＯを仲介として住民や市民の国際協力が活発化することで特色

ある地域づくりが出来るという期待もある。こうした取り組みが、さらに市民の誇りにつ

ながる、あるいは市民意識の活性化につながるという面での位置づけもある。 
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（２）各主体間の連携における問題点と課題 

 

①国（政府開発援助） 

 

 国、政府機関については、ＮＧＯとの連携の視点で多くの課題がある。特に行政事務、

精算事務等が単年度主義である点の弊害が大きい。それが実務のレベルでＮＧＯの柔軟か

つ機動的な活動を困難にしており、とりわけ領収書の提出義務は大きな制約となっている

場合が多い。さらには、これらの制約がＮＧＯにも官僚的態度をとらざるを得なくさせ、

援助受入れ国の現地ＮＧＯとのトラブルにつながる場合も散見される。 

 さらに、ＯＤＡの委託事業はＮＧＯ自体の事業とならないために、ＮＧＯ自身がその活

動をアピールできない。多くのＮＧＯは援助活動の物的な成果が現地の人々の所有物とな

って活用されることを願い活動を進めているが、現地政府の所有物となってしまうケース

が多いという問題もある。 

 より根本的な問題として、国が過度の財政援助をＮＧＯに行った場合に、ＮＧＯの財政

依存度が高まり、その結果ＮＧＯの本来的な存在意義である市民活動団体としての「新し

い価値観」創造機能が脅かされるという問題もある。ＮＧＯへの財政支援の拡大が求めら

れる一方で、この依存性の問題への留意も求められる。 

 

 

 

②地方自治体 

 

 地方自治体に関しては、そのものの固有の問題として、「国際協力は自治体の本務か」に

ついての理解・合意が形成されていないという大きな論点がある。前節（１）における地

方自治体の固有の援助目的の個所でも触れた通り、地域住民に対する行政を一義的な活動

目的とする自治体に、国際交流を超えた開発援助活動を動機付けることは難しい。納税者

である地域住民からの負託の視点からは「国際交流」と「開発援助」の間に大きな壁があ

る。実際に、地方自治体による国際援助活動は、国際交流の延長としての側面が強く、積

極的に国際交流を超えて開発支援に取り組んでいるケースは、首長のリーダーシップによ

る場合（埼玉県、北九州市など）を除いてあまりみられない。 

 本来的には、市民の活動、地域のＮＧＯ活動が盛んとなり、その代表として地方自治体

が国際協力に取り組むという形が望ましいであろう。また、21 世紀型の地方自治は、地域

住民の自己責任のもとで自主性にもとづいた地域作りが根幹になる。そのなかで、国際協

力に取り組むことでみずからの地域を活性化しようと考える自治体が出てきて積極的に国

際協力事業を実施することも望ましい。しかし、そうしたケースに近いものとしては、島

根県横田町など市町村レベルで特色ある地域づくりを展開し住民を巻き込んで国際協力に
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取り組む事例があるが、一般的にはまれである。 

 また、地方自治体は援助の受入れサイドである途上国のニーズが把握できていない場合

が多く、この点もまた援助実施主体としての地方自治体の限界となっている。たとえば、

地方公共団体が途上国のためになると評価して実施していた援助事業が、実は現地ニーズ

からはかけ離れて意義の薄いものであったという例は少なくない（北区によるタイへの絵

本送付事業など）。この課題については、国による現地の一般事情に関する情報提供や国内

ＮＧＯを通じた現地住民ニーズのきめ細かい情報交流など、他の援助実施主体による補完

的な情報支援活動が必要とされよう。 

 さらに、ＮＧＯとの連携における問題点・課題として、相互の信頼感・理解度が依然と

して希薄である点が挙げられる。自治体関連機関へのヒアリング調査結果などからも示唆

される通り、地方自治体におけるＮＧＯに対する理解度不足は否めず、相互に相手の意図

に関する思い違いがあり、それが自治体とＮＧＯの連携を阻んでいる側面も強い。そうし

た点からも、お互いのより積極的な対話・コミュニケーションを図る必要がある。 

 

③ＮＧＯ 

 

 ＮＧＯに関わる課題としては、寄付税制が不十分であるという点が大きい。新たな社会

創りにおけるＮＧＯやＮＰＯの活躍に対する期待は高まる一方で、ＮＰＯ活動自体の歴史

的経緯などから、その税制優遇は 98 年のＮＰＯ法成立後いまだに実現していない。 

 またこの点に関連して、国や地方自治体における公平性の原理によって、国や地方自治

体とＮＧＯとの連携が進まないという側面がある。たとえば博愛的な活動をしているＮＧ

Ｏに対して自治体は資金援助できないという見解もきかれる。 

 次いで、ＮＧＯに関しては、人的な側面にも多くの課題がある。わが国ではＮＰＯやＮ

ＧＯの職歴に対する評価がまだ低く、既に高い評価が確立されつつある欧米諸国とは大き

な差がある。そのため、ＮＧＯ参加者としての職歴を持つ人材に対する社会的な受け皿が

なく、ＮＧＯ参加者が自身の中長期的なキャリアパスを見通せないために、優秀な人材が

ＮＧＯに参加しにくいという問題につながっている。他方で、人材育成の点でも、途上国

現地でのＮＧＯ活動で即戦力として実践・応用しうる能力・知識を個人が身につけるため

の教育インフラがわが国にはない。そのため、専門的なＮＧＯを目指す人が欧米諸国の大

学院に留学して必要な能力を身につけた後にＮＧＯ活動に加わる場合もあるのが実情であ

る。この観点からは、開発援助分野において実践性重視の方向でわが国の高等教育システ

ムを改善することが課題になる。 

 さらに、ＮＧＯネットワークの確立もこれからの課題である。 

途上国における開発援助の対象とすべき問題は多種多様である。他方で、多くのＮＧＯ

は専門性が高く特定の問題に対しては対応能力が高いものの、当該専門分野以外の問題に

関しては取り組むことができない場合が多い。そこで、国内外の多様なＮＧＯがネットワ
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ークを形成することによって、ＮＧＯ全体として途上国サイドの諸問題に取り組む体制が

確立され、諸問題への対処能力を格段に向上させることが期待される。 

 また、全国のＮＧＯを代表して国や国際機関、あるいは国民や関係団体等に呼びかけた

り、協議を行ったりする全国代表組織が必要であるとともに、ＮＧＯ相互、あるいは各種

団体や自治体、国の出先、そして市民が相互に連携し合う地方毎のネットワークが、被援

助国の同様の地方ネットワークに対応する形で形成されることが草の根レベルでの交流と

協力の観点から望まれる。 
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第６章 まとめ 

 

１．残された課題 

 

本調査においては、国際協力、あるいは海外援助において重要性の増している「多様な

主体の分担と連携」について、特に国、およびＮＧＯ、地方公共団体の相互の連携の課題

を明らかにするための基礎調査を実施した。 

多様な主体の中で国際協力を意図した企業の援助活動、援助支援活動については、フィ

ランソロピーや従業員の国際協力活動支援という支援から多少分析を行ったが、企業や金

融機関が国際的に途上国との間で行う営利活動が途上国への資金移動や技術移転に果たし

ている役割については、それが援助の意図を有してはいないということから今回分析の対

象とはしなかったが、途上国経済の発展においては、ＯＤＡと並んで近年ますますその重

要性を上昇させているので、今後の分析課題として残された重要分野である。 

さらにＮＧＯ、地方公共団体と国との連携、あるいは相互の連携については、国内のＮ

ＧＯや地方公共団体ばかりでなく、被援助国の現地ＮＧＯ、現地の地方公共団体との連携

の実態と課題についても重要な分析対象であったが、今回、日本のＮＧＯや地方公共団体

の役割との関連で多少ふれたにとどまり、正面から分析調査を行うことは時間的、資源的

な関係から難しかった。 

現地ＮＧＯについては、北のＮＧＯの現地事務所が現地化したもの、スーパーＮＧＯ、

国際ＮＧＯの現地支部、途上国都市中産階級に根拠を持つＮＧＯ、途上国の上層階級の慈

善団体、第２行政化しつつある巨大ＮＧＯ（バングラデッシュの例）と、日本の国内ＮＧ

Ｏにもまして多様であり、多種多様な活動形態を有していると思われる。 

現地の地方公共団体についても、中央政府の地方組織、分権的な自治政府、旧来の村落

組織、草の根の地方団体としてのＣＢＯ（Community-based Organization）などといった

ように多様であり、中央政府の発展度や海外政府や国際機関との関係も含めて、国ごとに

様々はパターンを有していると考えられる。 

こうした多様性を持つ現地事情があるとはいえ、欧米先進国や国際機関の援助政策とし

ては、国対国の援助や母国のＮＧＯとの連携ばかりでなく、こうした現地の多様な開発主

体とのパートナーシップを拡大しようとする傾向にある。 

たとえば、被援助国の中央政府、現地の自治体、現地ＮＧＯとの関係は１つの鍵を握る。

途上国援助で地域的な社会開発への期待が高まりつつあるなかで、途上国の現地住民に密

着したサービスに対する支援の要請が強まっている。しかし、現地における当該サービス

供給のための体制として、中央政府、自治体、ＮＧＯ３者の関係は様々である。たとえば、

基礎的教育や衛生などの現地住民への社会的サービスを自治体が行うことができず、中央

政府やＮＧＯやＣＢＯなどが実施している例も多い。そこで、途上国サイドの援助受入れ

自治体の実態も踏まえた上で、援助実施主体間の連携の在り方を検討することが重要にな
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る。たとえば、ある途上国の地域においては現地ＮＧＯが対現地住民の重要な社会サービ

スの供給を行っているような場合、日本のＮＧＯが中心となって現地ＮＧＯを直接的にサ

ポートし、日本の自治体と政府はそのための人的・資金的なサポートを行うような体制の

構築がより望ましいということになるかもしれない。こうした現地の実態を踏まえた上で

の国内援助実施主体の連携の在り方の検討は今後の調査における重要テーマである。 

その前提として、途上国における「市民社会」の役割の成長を政治学的な視点ばかりで

なく、開発の視点、経済協力の視点から整理するとともに、国際ＮＧＯの動きなど国の枠

を超えた国際連携の潮流の高まりを踏まえておく必要がある。ある側面では現地のＮＧＯ

活動の活発化が現地の地方公共団体の「適切な」発展を阻害している点も無視できず、単

純にＮＧＯとの連携を促進すべきであるとは言い切れない要素もある。 

このように、途上国のＮＧＯや地方公共団体の世界的な潮流を視野に入れるとともに、

多様な現地ＮＧＯや現地の地方公共団体との連携を射程に入れた「多様な主体の分担と連

携」のマトリクスについて実態把握と課題整理を行うという大きな課題が今回調査の延長

として残されているといえよう。 

 

 

２．各研究委員の見解 

 

 

 

 

 


